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基準 1 理念・目的 

基準 1 理念・目的 

１．現状分析 

評価項目① 大学の理念・目的を適切に設定しているか。また、それを踏まえ、学部・研究科の目的を

適切に設定しているか。 

評価の視点 

１．大学の理念・目的の設定 

２．学部においては学科ごとに、研究科においては専攻ごとに設定する教育研究上の目的の設定とその

内容 

３．大学の理念・目的と学部・研究科の目的の連関性 

北星学園大学及び北星学園大学短期大学部（以下、「本学」という）は、学校法人北星学園に属している。法人に

おける理念・目的は以下のとおりである（資料 1-1）（資料 1-2）。 

理念・目的 内容 

目的 
教育基本法及び学校教育法に従い、私立学校を設置し、キリスト教の精神にのっとり、

教育を行うこと 

北星学園のスピリット 

（建学の精神） 
キリスト教に基づく教育 

 

この建学の精神は、北星学園の創立者サラ ・Ｃ ・スミスが校務年誌の冒頭に記した「基本理念（Mission）」が土

台となっている。 

The fundamental idea of a school is to educate in the various branches of useful 

knowledge and thus fit the pupils for the various duties and responsibilities of active life. 

The religious and spiritual influence brought to bear on the pupils is the most important 

thing in the school. Both of these ideas may and should be realized in a good school.  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

およそ学校の根本理念は、生徒にさまざまな分野での有用な知識を教え、生徒が実生活においてさまざまの義務

と責任を全うしうるように教育することにある。また、生徒に及ぼす宗教的霊的影響は、本校において最も重要なもの

である。この二つの理念は、良い学校を作るためには実現されなくてはならないものなのである。 

 

 〔出典：北星学園百年史（1990, p. 106）〕 

 

本学は、法人の理念・目的を踏まえ、以下のとおり、大学、大学院、短期大学部の目的、「北星学園大学の基本理

念」及び「ミッション・ステートメント」を設定している（資料 1-3）（資料 1-4）（資料 1-5）（資料 1-6）（資料 1-7）。 

理念・目的 内容 

目的 

（大学） 

キリスト教による人格教育を基礎とし、広く教養を培うとともに、深く専門の学芸を教授

研究し、知的、応用的能力を発揮させること 

目的 

（大学院） 

キリスト教による人格教育を基礎とし、 専門的学術の理論及び応用を教授研究し、そ

の深奥を究めて、文化の進展に寄与すること 

目的 

（短期大学部） 

キリスト教に基づいて、短期大学の教育を施し深く教養を培わせるとともに専門の知識

と技能を修得させ、愛と奉仕に生きる自由な人間を育成すること 
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基準 1 理念・目的 

北星学園大学の 

基本理念 

本学は、プロテスタンティズムを建学の精神とする北星学園に属す。北星学園大学の

基本は知的誠実である。それは、神の前で自己や自国を相対化し、謙虚に学びつづけ

る姿勢である。「神を畏れることは知識の初めである」(旧約聖書：箴言 1 章 7 節)。 

 

自他の人格の尊厳を知り、人間を何かの手段と見ないキリスト教的価値観が、本学の

営みの根底に潜む。見識を備え責任を自覚し、社会に貢献する独立人を養成すること

が、本学の目標である。それは、抑圧や偏見から解放された広い学問的視野のもとに、

異質なものを重んじ、内外のあらゆる人を隣人と見る開かれた人間である。 

 

そういう意味での自由を本学は目指している。『真理はあなたがたに自由を得させるで

あろう』(新約聖書：ヨハネによる福音書 8 章 32 節)。 

 

本学は、開学以来、地域・社会・世界に開かれた大学を目標としているのである。 

北星学園大学の 

ミッション・ステートメント 

北星学園は、その歴史が一世紀を越えてなお創立者サラ・C・スミスの愛と知と技に基

づく教育の志を継承しつつ今日に至っています。北星学園大学は、その時代を越えて

継承されてきた想いを、今後も教職員・学生の連携に基づき、そこに携わったすべての

者において継承し続けるために、この使命を宣言します。 

 

１．私たち北星学園大学に集う者は、正義と良心に従い、自由に真理を探求し、真理に

よって自由を得ることを目指します。 

２．私たちは、移りゆく時代の中で、地域・社会・世界の諸情勢に絶えず目を向け、その

中における北星学園大学の存在意義を確認し、本学の果たしていく役割を考え、実

践することを目指します。 

３．私たちは、世と時代が作り出した、悲惨な出来事に対して、平和と尊厳を作り出して

いくために、北星学園大学が果たしていく役割を考え、実践することを目指します。 

４．私たちは、北星学園大学における教育・学習・研究から知と技を生み出すとともに、

それらが社会において成果を発揮し、社会において貢献できる存在となることを目

指します。 

５．私たちは、このような志の下に契約に基づいて集い、そこから愛の献身と批判的精

神において、自由な交わりと活動が営まれる北星学園大学であることを目指します。 

 

『求めよ、そうすれば、与えられるであろう』(マタイによる福音書 7 章 7 節) 

 

基本理念及びミッション・ステートメントは、2004 年度以降の新たなキリスト教教育体制の構想の一環として制定

された。基本理念は、大学、大学院、短期大学部の目的を、大学を構成する教職員及び学生が身近なものとして理

解、共感できるように明確化したものである。また、しなやかな精神的骨格を持った、個性ある大学として、時流や利

害に流されない独立した人格を学生のうちに育てたいという願いが強く込められている。ミッション・ステートメントは、

この理念に基づき、本学が目指す姿を具体的に示したものである（資料 1-8）。 

 

学科・専攻ごとの教育研究上の目的は、これらの理念や目的を踏まえて設定されている（資料 1-5）（資料 1-6）

（資料 1-7）。 

 

以上のとおり、大学の基本理念・目的を適切に設定し、それを踏まえて学部・学科、研究科の目的を適切に設定し

ている。 
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基準 1 理念・目的 

評価項目② 大学の理念・目的及び学部・研究科の目的を学則又はこれに準ずる規則等に適切に明示し、

教職員及び学生に周知し、社会に対して公表しているか。 

評価の視点 

１．学部においては、学科ごとに、研究科においては、専攻ごとに設定する教育研究上の目的の適切な

明示 

２．教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェブサイト等による大学の理念・目的、学部・研究科の目

的等の周知及び公表 

学科及び専攻ごとの教育研究上の目的は、大学学則第４条、大学院学則第６条及び短期大学部学則第２条に明

示している（資料 1-5）（資料 1-6）（資料 1-7）。 

 

また、大学の基本理念及びミッション・ステートメントの内容については、ガバナンス・コードや中長期計画に明示し

ている（資料 1-９）（資料 1-10）。 

2022 年度には、北星学園大学開学 60 周年、北星学園大学短期大学部開学 70 周年の記念事業の一環として

「北星学園大学・北星学園大学短期大学部 ユニバーシティ・アイデンティティ ビジュアル・アイデンティティ ガイドラ

イン（以下、「UI/VI ガイドライン」という）を策定し、大学の理念や教育目標を明確化した（資料 1-11）。 

 

以上のとおり、大学の理念・目的及び学科・専攻の教育研究上の目的を学則等に適切に明示し、教職員及び学生

に周知し、社会に対して公表している。 

ただし、以下の点については、課題がある。 

（1）規程・方針等における「建学の精神」の表現に、一部整合していない部分がみられる。 

・「北星学園大学 求める教職員像」、「北星学園大学 教育職員組織の編成方針」等 

（2） 「UI/VI ガイドライン」と各広報媒体における理念・目的の表現に、一部整合していない部分がみられる。 

・大学公式ウェブサイト、入試ガイドブック、履修ガイド等 

 

 

評価項目③ 大学の理念・目的、各学部･研究科における目的等を実現していくため、大学として将来

を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を設定しているか。 

評価の視点 

１．将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策の設定 

・ 認証評価の結果等を踏まえた中・長期の計画等の策定 

北星学園は、学校法人を永続的に経営していくため、また、学園各校がその使命・目的のもと、その行動計画を明

確にし、将来あるべき方向に向けた意思決定を行い、教育研究内容の質を維持・向上させることを目的として、

2020 年３月に「学校法人北星学園 中長期計画～グランドデザイン 2020-2024～」（以下、「中長期計画」という）

を策定した(資料 1-10)。また、2023 年度には、新型コロナウイルス感染症の流行や 2022 年度に受審した大学

基準協会及び大学・短期大学基準協会の認証評価結果を踏まえ、中長期計画を改正した。新たな中長期計画には、

ミッション・ステートメントに基づく「2040 年までに目指す姿」を掲げるとともに、「強化・改革に取組む事柄」、

「2030 年度の Milestone（中間目標）」を設定している。この目標を達成するため、2027 年度を中間点検のポイ

ントとしてアクション・プラン、KPI、目標値を設定している。 

さらに、アクション・プラン及び KPI に基づき、年度毎の運営計画を策定している。年度末に取組状況を総括する

とともに、それらの内容を踏まえて次年度の運営計画を策定するサイクルを構築・運用し、中長期計画を柱とした運
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基準 1 理念・目的 

営を目指している。年度毎の運営計画及び運営総括は、設定した項目に対する取組状況の総括や達成度を可視化

し、次年度の具体的かつ適切な計画を設定している。また、策定した運営計画及び運営総括を学内に共有し、目標

達成に向けた全学的な意識の共有や組織横断的な検討に資することを期待して、このサイクルを構築・運用している

（資料 1-12）。 

 

そのほか、大学の理念・目的を実現していくための諸施策として、スミス・ミッションセンターを設置している。同セ

ンターでは、ミッション・ステートメントに従い、建学の精神を具現化する活動を総合的に企画し、その実践を総括す

ることを目的とし、４つの WG による活動（「キリスト教の理解」「ボランティア」「平和の実現」 「地域社会との連携」）

や、学生グループ活動（「企画・実行グループ」「ミュージック系」「ボランティア系」「ソーシャル系」「ランゲージ系」）を

組織している（資料 1-13）。 

活動の一例として 2015 年度からタイ王国パタヤにある児童福祉施設バーン・ジンジャイへの国際派遣ボランティ

アを実施している。これは学生のボランティアマインドの涵養を目的としており、第９回となる 2025 年度には、５名

の学生が参加し、子どもたちとの交流(ゲーム､スポーツ､浜遊び)や日本文化紹介（北海道紹介、日本食等）、 フィー

ルドツアー(ノンプラライ役場表敬訪問､ウォーキングストリート見学)などの活動が行われた。学生は事前に目標を設

定したうえでボランティア活動に臨んでおり、活動後に提出された報告書からは、全学生が目標を達成したことが確

認できる。また、ボランティア活動に対する肯定的な感想も多く寄せられており、本企画は、当初の目的を果たしてい

ると考えられる（資料 1-14）。 

また、2011 年３月に発生した東日本大震災をきっかけに結成した学生団体「北星ネット」では、長期休みを利用し

て実際に現地へ行って活動しているほか、募金活動を行っている。この国内ボランティアについては、2025 年度は

神奈川パブテスト連合との連携により、夏休みと春休みの２回、能登被災地傾聴ボランティアに延べ 11 名の学生を

派遣した（資料 1-15）。 

そのほか、 ACUCA(アジア･キリスト教大学協会)が主催する国際学生会議「ACUCA Student Camp」に英

文学科の学生１名を派遣した（資料 1-16）。 

 

以上のとおり、本学の理念・目的、各学部･研究科における目的等を実現していくため、本学として将来を見据え

た中・長期の計画その他の諸施策を設定している。 
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基準 1 理念・目的 

評価項目④ 大学の理念・目的及び中・長期の計画等の適切性について、定期的に点検・評価を行って

いるか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点 

１．適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

２．点検・評価結果に基づく改善・向上 

・ 前回の組織別・自己点検評価報告書に記載した行動計画に関する取組状況 

・ 新規事業または特殊事業の企画書に関する取組状況 

・ 全学・自己点検評価報告書において策定した行動計画に関する取組状況 

基本理念及びミッション・ステートメントについては、2004 年度に大学評議会において承認した際、「一定の期間

において点検評価を行うものとする」との方針を示している。 

2013 年度には、田村信一学長（当時）から学内教職員に示された「大学の今後の方向について」（2013.3.13.

大学評議会報告）では、本学の特色が希薄化しているとし、今後の課題のひとつとして、以下の点が挙げられた。 

(1) 従来、人間性・国際性・社会性の涵養と語られてきた建学の理念を、抽象的スローガンではなく、対外的に説明できるように 

具体的・明確に提示すること。例えば、人間性については、（中略）ミッションステートメントを踏まえて簡潔に表現することが重

要である。また、国際性については、（中略）今日のグローバル社会のなかで、英語圏以外の地域との交流を含めて本学の国

際交流活動をどのように展開するのかが問われているといえる。さらに、社会性については、自立性・リーダーシップ・協調性

などを、いわゆる「社会人基礎力」と関連付けて教育課程・サークル活動・就職指導を通してどのように育成しているかを明確

にしなければならない。  

 

また、2016 年度には、「建学の精神の具現化について」（2016.7.13.大学評議会報告）が示され、基本理念及び

ミッション・ステートメントを学外により分かりやすく伝えるための公式の文言として、「世にあって星のように輝く」が

採用された（資料 1-17）。 

2016 年 7 月 13 日 

教職員各位 

学長 田村 信一   

 

建学の精神の具現化について 

 

本学では 2004 年度から「建学の精神の基本理念」と「ミッション・ステートメント」を掲げ、それらに基づいて教育研究活動を

進めてきました。 

しかしながら「建学の精神の基本理念」と「ミッション・ステートメント」は一定程度の文章量があるため、学外により分かりやすく

伝えるための具現化が必要であると考え、スミス・ミッションセンターに具現化の検討を依頼していたところ、以下の文言に決定し

たとの報告がありました。 

 

「世にあって星のように輝く」 

 

この文言はこれまでも様々な場面で使用されてきましたが、今後は公式の文言として、広く学外に伝えていくこととします。 

以 上 

 

2024 年度に、基本理念について全学的な観点からの点検評価を実施した結果、規程・方針等における「建学の

精神」の表現にも、一部整合していない部分がみられたことや、各広報媒体における理念・目的の表現が、「UI/VI

ガイドライン」に一部整合していない部分がみられた。これらの課題への対応として、部局長会議を中心とした行動計

画を策定した。2025 年度は、2024 年度に引続き、検討すべき事項が多岐にわたり、十分な取扱いが難しい状況

であった。 

 

また、基本理念、ミッション・ステートメント、教育研究上の目的の適切性について、適切な根拠（資料、情報）に基
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基準 1 理念・目的 

づき定期的に点検評価を行う仕組みの確立については、中長期計画の策定の際に理念・目的の検証がなされた。そ

のため、今後継続的に定期的な見直しや改善を行うことで、内部質保証の実効性が高まると考えられる。教育研究

上の目的については、2023 年度には、「学校法人北星学園ガバナンス・コード」策定の議論のなかで、再確認を行

った。その結果、大学では経済学科、経済法学科及び心理学科において、大学院では、修士課程の全ての専攻にお

いて、文言を一部修正し、現状のカリキュラムとの整合性を図っている。 

 

以上のとおり、理念・目的及び中・長期の計画等の適切性について、定期的に点検・評価を行っている。また、その

結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っている。 

 

 

２．特色や強み、理念・目的の実現に向けた積極的な取組み等 

（１）スミス・ミッションセンターにおける建学の精神を具現化する取組み（国際派遣ボランティア） 

同センターの活動のひとつとして 2015 年度から継続的に実施している国際派遣ボランティアは、学生のボランテ

ィアマインドの涵養を目的としている。参加学生は、タイ王国パタヤにある児童福祉施設において、子どもたちとの交

流やフィールドツアーなどの活動を行っている。活動後に提出された報告書からは、この活動が学生自身の成長に

つながっていることが確認できる（資料 1-14）。この取組みは、ミッション・ステートメントに掲げる「移りゆく時代の中

で、地域・社会・世界の諸情勢に絶えず目を向け、その中における北星学園大学の存在意義を確認し、本学の果たし

ていく役割を考え、実践することを目指します。」に寄与するものである。 

 

 

３．課題、改善のための行動計画 

【 継 続 】 

課 題 １ 
規程・方針等における「建学の精神」の表現に、一部整合していない部分がみられる。 
・ 「北星学園大学 求める教職員像」、「北星学園大学 教育職員組織の編成方針」等 

【 継 続 】 

課 題 ２ 

各広報媒体における理念・目的の表現が、「UI/VI ガイドライン」に一部整合していない部分がみ

られる。 
・ 大学公式ウェブサイト、入試ガイドブック、履修ガイド等 

 

行  動 計 画 

（１）部局長会議（企画運営会議） 

   ① 部局長会議から関係組織へ諮問し、改善活動を推進する。 

   ② UI/VI ガイドラインの内容や機能等について確認の上、各広報媒体における理念・目的の表

現について、現状を把握・調査するための情報整理を行う。 

 

（２）部局長会議（教学政策会議）（大学事務局） 

① （１）の取組みを完了した後、部局長会議から関係組織へ諮問し、改善活動を推進する。 

② 各規程・方針等における理念・目的の表現について、現状を把握・調査するための情報整理を

行う。 

 

（３）自己点検評価・内部質保証委員会 

① （１）～（２）の取組状況を踏まえ、全学的観点から点検評価を行う。  
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基準 1 理念・目的 

４．根拠資料 

（１）学外公開資料（大学公式ウェブサイトや学科サイト等でウェブ公開された資料等） 

資料 1-１ 学校法人北星学園寄附行為 

資料 1-2 学校法人北星学園の建学の精神 

資料 1-3 建学の精神 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 1-4 ミッション・ステートメント | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 1-5 大学学則 

資料 1-6 大学院学則 

資料 1-7 短期大学部学則 

資料 1-9 学校法人北星学園ガバナンス・コード 

資料 1-10 学校法人北星学園中長期計画～グランドデザイン 2020-2040～ 

資料 1-11 UI/VI ガイドライン | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 1-12 （学外用）2025 年度 運営総括（大学・短大） 

資料 1-13 スミス・ミッションセンター | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 1-15 学生が能登地震被災地支援ボランティアに参加しました | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 1-16 英文学科の学生が ACUCA Student Camp に参加しました | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部  

 

（２）学内公開資料（教職員ホームページや n☆star 等で学内共有された資料等） 

なし 

 

（３）その他の資料（印刷物、学科 Moodle、会議資料、閲覧制限のあるウェブ公開資料等） 

資料 1-8 「2004 年度以降の新たなキリスト教教育体制について」（2004.3.10.大学評議会） 

資料 1-14 第９回ＳＭＣ 国際ボランティア報告書 

資料 1-17 「建学の精神の具現化について」（2016.7.13.学長 田村信一） 
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基準２ 内部質保証 

基準２ 内部質保証 

１．現状分析 

評価項目① 内部質保証のための全学的な方針及び手続を明示しているか。 

評価の視点 

１．下記の要件を備えた内部質保証のための全学的な方針及び手続の設定とその明示 

・ 内部質保証に関する大学の基本的な考え方 

・ 内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織（全学内部質保証推進組織）の権限と役割、当該組織と

内部質保証に関わる学部・研究科その他の組織との役割分担 

・ 教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上の指針（PDCA サイクルの運用プロセスなど） 

本学は、内部質保証を推進するため、「北星学園大学 内部質保証に関する方針」（以下、「内部質保証に関する方

針」）を定めている（資料 2-1）。この方針では、内部質保証に関する基本的な考え方、組織体制及び PDCA サイク

ルの指針、並びに内部質保証の手続を明示している。また、この方針は、大学公式ウェブサイト及び教職員ホームペ

ージを通じて学内外に公表している。 

 

以上のとおり、内部質保証のための全学的な方針及び手続を明示している。 

 

 

評価項目② 内部質保証の推進に責任を負う全学的な体制を整備しているか。 

評価の視点 

１．全学内部質保証推進組織・学内体制の整備 

２．全学内部質保証推進組織のメンバー構成 

「内部質保証に関する方針」において、自己点検評価・内部質保証委員会を全学内部質保証推進組織と位置づけ

るとともに、評議会、部局長会議、企画運営会議、教学政策会議、教学会議、ＦＤ・ＳＤ委員会、インスティテューショナ

ル・リサーチ委員会を加えた計８組織を、全学の内部質保証に関わる主な組織としている（資料 2-1）。 

自己点検評価・内部質保証委員会は、大学規程第 29 条に基づき設置され、委員会の組織及び運営については、

「北星学園大学 自己点検評価及び内部質保証に関する規程」に定めている（資料２-2）（資料 2-3）。その任務は、

同規程第３条において「本学における全学的事項についての点検評価及び内部質保証の基本方針を策定し、本学

の教育研究、管理運営及び財務処理等が、法令及び大学諸規程に則り適切に遂行されているか否かを公正かつ客

観的な観点から点検評価を行い、内部質保証に努めることを目的とする。」と規定している（資料２-2）。 

 

自己点検評価・内部質保証委員会の構成員は、同規程第５条に基づき、学長、副学長、学部長、短期大学部長、

スミス・ミッションセンター部長、学生部長、事務局長、事務局次長、大学事務部長及び IR 内部質保証課長で構成

している（資料２-2）。 

 

以上のとおり、内部質保証の推進に責任を負う全学的な体制を整備している。 
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基準２ 内部質保証 

評価項目③ 方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能しているか。 

評価の視点 

１．学位授与方針、教育課程の編成・実施方針及び学生の受け入れ方針の策定のための全学としての基本的

な考え方の設定 

２．方針及び手続に従った内部質保証活動の実施 

３．全学内部質保証推進組織による学部・研究科その他の組織における教育の PDCA サイクルを機能させる取

り組み 

４．学部・研究科その他の組織における点検・評価の定期的な実施 

５．学部・研究科その他の組織における点検・評価結果に基づく改善・向上の計画的な実施 

６．行政機関、認証評価機関等からの指摘事項（設置計画履行状況等調査等）に対する適切な対応 

７．点検・評価における客観性、妥当性の確保 

３つのポリシー策定のための全学としての基本的な考え方については、定期的に確認している。現在はカリキュラ

ム改編に際して、以下のように確認を進めている。 

 

具体的には、教学政策会議において、「次期カリキュラム改編編成方針について（案）」（2025 年２月 19 日）を取

りまとめ、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーの策定にあたり、①学生が身に付けるべき資質・能力を明

確化し、「何ができるようになるか」に力点を置くこと、②建学の精神及び各学科の教育目標を踏まえたディプロマ・

ポリシーとすること、③ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーの一体性・整合性を確保すること等を、基本的な

考え方として示している。これらを踏まえ、教学会議においては、2027 年度カリキュラム改編に向けて、3 つのポリ

シーの具体的な検討にあたり、全学的な共通理解を図った(資料 2-4)。 

また、カリキュラム・ポリシーの検討にあたっても、教学会議において、①教学マネジメント指針に示された内容を

十分に踏まえること、②カリキュラム編成に係る全学的な枠組みを踏まえること、③本学に関心を持つ様々な関係者

（入学を検討する高校生、学生、保護者、高等学校関係者、地域社会、国際社会、産業界等）が十分に理解できるよ

うな内容及び表現とすること、④編成の過程や結果に応じたカリキュラム・ポリシーの見直し・調整を行うことを想定

すること等を、基本的な考え方として示している（資料 2-5）。 

 

方針及び手続に従った内部質保証活動の実施については、2023 年度に第３期認証評価の指摘事項を踏まえ、

「内部質保証に関する方針」を一部改正したうえで、「内部質保証に関する改善計画書」に基づく自己点検評価体制

の抜本的な見直しを行った（資料 2-1）（資料 2-6）。新たな体制では、大学基準協会が定める機関別認証評価の大

学基準を準用し、各組織の所掌事項に応じて必須項目を指定している。 

各組織は、理念・目的に基づく中長期計画や各種方針等を起点として教育研究活動等を実施し、その適切性に関

する点検評価を通じて、特色や強み、理念・目的の実現に向けた積極的な取組みを明確化するとともに、課題を改

善するための行動計画を策定し、次年度のその取組状況を自己点検評価・内部質保証委員会に報告する。このプロ

セスにより、点検評価に基づく改善・向上の取組みが計画的かつ組織的に実施される仕組みを構築した。 

 

自己点検評価・内部質保証委員会は、各組織から提出された報告書の内容を踏まえて全学的観点から点検評価

を行い、その結果を踏まえた基準ごとの課題を設定し、改善のための行動計画を策定する。これらを「全学・自己点

検評価報告書」としてまとめ、大学評議会の承認を経た後、大学公式ウェブサイトを通じて学外公表する（資料 2-7）。

また、全学的な課題に係る行動計画に関連する組織には、次年度の報告書において自ら設定した課題に加えて改善

状況の報告を求める。これにより、各組織の PDCA サイクルが適切に機能しているか確認を行うこととしている。な

お、新たな自己点検評価体制のもとでの改善報告は、昨年度に引き続き、2025 年度の報告書（2026 年４月提出
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期限）に反映している。 

また、本学は、各組織における日々の諸活動や点検評価の指針となる学内方針等を定めている。しかし、これらの

方針等の一部は、教育研究等の実施組織とは異なる会議体で策定されていることから、現場において主体的に捉え

られにくく、日々の諸活動や点検評価と十分に結びついていないものもある。そのため、2024 年度には、各組織に

報告書の作成を依頼する際、各基準に関連する学内方針等を参考資料として改めて共有した。 

基準 関連する学内方針等 基準 関連する学内方針等 

基準１ 

理念・目的 

北星学園のスピリット（建学の精神） 

北星学園のスローガン 

北星学園の教育目標 

基本理念 

ミッション・ステートメント 

目的（大学・大学院・短大） 

教育研究上の目的（学科・専攻） 

基準６ 

教員・教員組織 

求める教職員像 

人材育成の目標・方針 

教育職員組織の編成方針 

基準２ 

内部質保証 
内部質保証に関する方針 

基準７ 

学生支援 
学生支援に関する方針 

基準３ 

教育研究組織 
- 

基準８ 

教育研究等環境 
教育研究等環境の整備に関する方針 

基準４ 

教育課程・学習成果 

ディプロマ・ポリシー 

カリキュラム・ポリシー 

基準９ 

社会連携・社会貢献 
社会連携ポリシー 

基準５ 

学生の受け入れ 
アドミッション・ポリシー 

基準10 

大学運営・財務 

（１）大学運営 

運営計画 

求める教職員像 

人材育成の目標・方針 

基準10 

大学運営・財務 

（２）財務 

中長期財政計画 

 

その他の内部質保証活動として、点検評価における学外者及び在学生の参画が挙げられる。 

学外者の参画については、昨年度に引き続き、2025 年度も教育関係者２名、産業界２名への意見聴取を実施し、

入学者選抜、教育課程、カリキュラムなどの広範なテーマについてヒアリングをした結果を踏まえ、全学的な観点か

らの点検評価を行った（資料 2-8）。 

在学生の参画については、2023 年度に学生ポータルサイト等を通じて募集を行い、３学部３名の学生に対して

教育研究活動や学生生活の状況に関するヒアリングを試験的に実施した（資料 2-9）。また、2024～2025 年度は

教学政策会議主催の「学生の声を聴くワークショップ」を「自己点検評価及び内部質保証に関する規程」に定める在

学生の参画として位置付け、実施した。 

自己点検評価・内部質保証委員会は、ヒアリング結果も踏まえつつ、全学的な観点からの点検評価を実施した。 

 

学部・研究科においては、「学習成果の可視化に関する改善計画書」に基づき、2023 年度に「教育の質保証及び

教学マネジメントに係る基本方針」を策定した（資料 2-10）。この基本方針を踏まえ、教学会議を中心に、３つのポリ

シーを起点とする教育研究活動等の状況について、アセスメント・プランに基づく点検評価を実施し、教育改善につ

なげるための体制整備を進めている。具体的には、学習成果の可視化の指標のひとつとなり得るアセスメント・テスト

を学部生及び修士１年次生を対象として導入し、その結果に基づく分析報告 FD を実施した（資料 4-25）。 

また、教学会議において、2024 年度に学習成果の可視化に関する改善計画に係る教学的対応について、取組

むべき課題の再確認を行った。アセスメント・プランの作成にあたっては、既存のアセスメント・プランについて再確認
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を行い、内容の整理及びブラッシュアップを図ったうえで改定を行った（資料 4-22）。なお、収集したデータの分析

方法や活用方法については、各学部・学科において、それぞれの専門分野の特性に応じて検討を進めている段階で

ある。また、この取組みと並行して、2027 年度から改編予定の新カリキュラムでは、アセスメント・プランに基づく、

学習成果の可視化及び教育改善のサイクルを適切に機能させ、教学マネジメントを確立することとしている。 

教職課程センターでは、組織別・自己点検評価報告書の作成に加えて、一般社団法人全国私立大学教職課程協

会の『教育課程自己点検評価基準』（令和４年版）に基づく自己点検評価を実施し、報告書を公表している（資料 2-

11）。この取組みは、教育職員免許法の改正（2021 年５月７日施行）により、教職課程を設置する全ての大学に対し

て、教職課程を実施するためのカリキュラムや教員組織、施設及び設備の状況等について、自己点検・評価の実施と

結果の公表が義務付けられたことに対応している。2023 年度には、2022 年度の状況に対する自己点検評価を実

施し、同協会から教職課程自己点検・評価完了証（令和５年７月 12 日付）の交付を受けている。 

 

行政機関、認証評価機関等からの指摘事項については、以下のとおり対応している。 

（１）行政機関からの指摘事項 

2023 年度に設置した社会福祉学科については、文部科学省への届出の際に附帯事項等は付されていない。ま

た、設置計画履行状況等調査への対応にあたっては、公開している設置計画書の諸事項に対して、実際の学科開

設が適正に実施されたかを、履修ガイド、シラバス等を用いて確認し、文部科学省に報告するとともに、大学公式ウ

ェブサイトにおいても公表している（資料２-12）。 

 

（２）認証評価機関からの指摘事項 

学外評価については、「自己点検評価及び内部質保証に関する規程」第 13 条に基づき、認証評価機関による機

関別認証評価を定期的に受審している（資料２-3）。2022 年度には第３期認証評価を受審し、大学は大学基準協

会において、短期大学部は大学・短期大学基準協会において、それぞれ適合認定を受けた（資料 2-13）。ただし、各

認証評価機関からいくつかの改善課題が指摘された。 

 

① 大学基準協会 

大学では、下記に記載のとおり、改善課題として、内部質保証、学習成果の可視化、大学院の定員管理に関する

指摘を受け、現在改善に向けた取組みを進めている。これらを中長期計画に反映し、課題ごとに改善目標を策定し

たうえで改善計画書を作成した（資料 2-6）（資料 2-10）（資料 2-14）（資料 2-15）。これらの計画書には、上記の

アクションプランと整合させつつ、改善課題への対応に係る各組織の役割分担や改善のプロセスなどを明示してい

る。2026 年度には、「改善計画書」は適切に遂行されているかどうか、改善目標は達成されているかどうかを確認

し、今後の取組みの方針を策定したうえで、「改善報告書」を提出する。 

 

基準２ 内部質保証 

2021（令和３）年度より、自己点検・評価と中長期計画の進捗管理を一体化したものの、内部質保証推進組織

である「自己点検評価・内部質保証委員会」と中長期計画の策定主体である「部局長会議」の役割分担が十分

でなく、実態として「企画運営会議」や「教学会議」を全学的な教学マネジメント組織と位置づけて活動するなど、

内部質保証に関わる会議体の役割分担・連携が不十分である。また、各学部・研究科の自己点検・評価は組織

的に行われているとは言えないため、内部質保証の方針・手続、関連規程を見直したうえで、適切に自己点検・

評価を実施し、その結果に基づき改善・支援のマネジメントを行う体制を整備するよう改善が求められる。 
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【改善目標】 

（１）内部質保証システムを見直し、各会議体の役割分担・連携を規程、方針・手続等において明示する。 

（２）自己点検評価体制を見直し、中長期的な視点で計画・点検評価を行う。 

（３）点検評価結果を教育研究及び管理運営の改善・支援につなげる。 

（４）上記のサイクルを適切に機能させ、内部質保証システムを確立する。 

基準４ 教育課程・学習成果 

文学部を除く各学部及び研究科において、学習成果の把握に向けて学科等の専門性に応じて進路等の情報を

収集しているが、いずれの取り組みも学位授与方針に示した学習成果との関連が十分ではないため、改善が求

められる。 

【改善目標】 

（１）教育課程・学習成果の点検評価に関する共通の考え方や尺度を策定する。  

（２）策定した尺度等に基づき、収集した情報を用いて学習成果を可視化する。 

（３）可視化した学習成果を適切に活用して教育課程及びその内容､方法などの点検・評価を行い､改善につな

げる。 

（４）上記のサイクルを適切に機能させ、教学マネジメントを確立する。 

基準５ 学生の受け入れ 

収容定員に対する在籍学生数比率について、文学研究科修士課程で 0.38 、社会福祉学研究科修士課程で

は 0.46 と低いため、大学院の定員管理を徹底するよう、改善が求められる。 

【改善目標】 

（１）「大学院の定員管理」の改善・向上に関する基本方針・改善計画を策定する。 

（２）改善計画に基づき収容定員充足率の適正化に取組む。 

（３）大学院の収容定員充足率を修士課程で 0.50 以上 2.00 未満、博士（後期）課程で 0.33 以上 2.00 未

満を確保する。（大学基準協会「評価に係る各種指針」を踏まえた最低水準） 

 

② 大学・短期大学基準協会 

短期大学部では、評価の過程で、法人の理事が寄附行為に定められた定数を満たしていないこと及び学生の懲

戒に関する手続が具体的に規定されていないことについて指摘を受けた。これらの事項については、機関別評価結

果の判定までに理事の補充や学生懲戒規程の整備に取組み、改善を完了した。 

なお、短期大学部においては、2025 年度以降の学生募集停止を決定したことから、2024 年度末をもって大

学・短期大学基準協会を退会している。 

 

点検評価における客観性及び妥当性を確保するため、上述のとおり、自己点検評価・内部質保証委員会は、認証

評価の受審や、自己点検評価における在学生・学外者の参画を得ている。加えて、自己点検評価報告書の作成にあ

たっては、根拠資料を添付することとし、各組織に対しては、参考資料として大学基礎データ／短期大学基礎データ、

IR 関係データ（各種調査結果、IR レポート等）を共有している。 

 

以上のとおり、方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能している。 

ただし、以下の点については、課題がある。 

（１）内部質保証に関わる会議体の役割分担・連携を整理し、内部質保証に関する方針に明示した。今後は更

なる役割分担の実質化及び連携の強化を進めていく必要がある。 

（２）各学部・研究科の自己点検・評価について、自己点検評価体制を見直し、組織的に点検・評価する仕組

みを整備した。今後はこれらの取組みを十分に機能させていく必要がある。 

（3）新たな自己点検評価体制における運用上の諸課題がいくつかある。 
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・ 各基準に関連する学内方針には、教育研究等の実施組織とは異なる会議体で策定されていることから、

現場において主体的に捉えられにくく、日々の諸活動や点検評価と十分に結びついていないものも一部

ある。 

 

 

評価項目④ 教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を適切に公表し、社

会に対する説明責任を果たしているか。 

評価の視点 

１．教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等の公表 

２．公表する情報の正確性、信頼性 

３．公表する情報の適切な更新 

大学情報のより積極的な公表を推進するため、2025 年３月に「北星学園大学 情報公表ポリシー」を策定した

（資料２-16）。この方針に基づき、全学・自己点検評価報告書、認証評価結果、財務諸表のほか、学校教育法施行規

則等の一部を改正する省令（平成 22 年文部科学省令第 15 号）に基づく教育研究活動等に関する情報及び教育

職員免許法施行規則第 22 条の６に基づく教員養成に係る情報等を、大学公式ウェブサイトを通して公表している。 

 

公表する情報の正確性や信頼性を担保するための取組みとして、全学・自己点検評価報告書については、自己点

検評価・内部質保証委員会で作成した後、評議会の承認を経て学外に公表している（資料 2-7）。認証評価結果に

ついては、認証評価機関による評価結果や本学の自己・点検評価報告書に加えて、自主的に基礎データ集を公表し

ている（資料 2-13）。財務諸表については、内訳表を含めた計算書類を全て開示し、学校法人北星学園の監事によ

る監査及び監査法人による監査を受け、その内容が適正かつ正確であることが認められている。また、これらの情報

は、毎年度最新の情報へと更新している（資料 2-17）。 

 

以上のとおり、教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等の情報を適切に公表し、社

会に対する説明責任を果たしている。 

ただし、以下の点については、課題がある。 

（１）法令で求められている教職課程に関する情報公開のうち、「教員の養成に係る教育の質の向上に係る取組

に関すること」について、専修免許に関する内容を公表していない。 

 

評価項目⑤ 内部質保証システムの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結

果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点 

１．全学的な PDCA サイクル等の適切性、有効性の定期的な点検・評価 

２．点検・評価における適切な根拠（資料、情報）の使用 

３．点検・評価結果に基づく改善・向上 

・ 前回の組織別・自己点検評価報告書に記載した行動計画に関する取組状況 

・ 新規事業または特殊事業の企画書に関する取組状況 

・ 全学・自己点検評価報告書において策定した行動計画に関する取組状況 

自己点検評価・内部質保証委員会は、全学の内部質保証の推進に責任を負う組織として、「内部質保証に関する

方針」に基づき、内部質保証システム及び自己点検評価体制の適切性、有効性を検証し、改善に努めている（資料

2-1）。 
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第３期認証評価において、内部質保証に関する改善課題が付されたことを踏まえ、2023 年５月には、新中長期計

画において、内部質保証に関する「2030 年 Milestone（中期目標）」を策定した（資料 1-10）。さらに、2024 年４

月には、これを推進するための「アクションプラン（第Ⅰ期：2024 年～2027 年）」及び目標の達成度を測る「KPI」

を設定した（資料 2-18）。 

 

強化・改革に取組む事柄 内部質保証（点検評価） 

2030 年 Milestone 

（中期目標） 

認証評価結果を踏まえつつ、内部質保証システムの適切性・有効性について検証

を継続し、自己点検評価結果を活かしながら改革・改善を継続的に可能にする自

律的なシステムを確立する。 

担当 自己点検評価・内部質保証委員会（ＩＲ内部質保証課） 

アクションプラン 

第１期 
（2024 年～2027 年） 

・認証評価結果（内部質保証、学習成果、大学院の定員管理に関する改善課題）

を踏まえ、改善計画を策定する。（※2023年度実施） 

・既存の内部質保証システムの適切性・有効性を検証し、役割分担と連携を具体

化して規程等に明記するとともに、内部質保証体制図の作成等によって明確化

を図る。（※2023 年度実施） 

・新たな内部質保証システムにおいて、３つのポリシーや中長期計画の実現、認

証評価結果を踏まえた改善にもつながるよう、点検評価及び改善・向上に向け

た取組みを推進する。 

・新たな内部質保証システムの適切性・有効性を検証する。(改善報告書の提出を

含む) 

・検証結果を踏まえ、内部質保証システムの改善・向上を行う。 

KPI 

（指標） 

・内部質保証システムの確立に向けた取組状況（既存の内部質保証システムの見

直し、規程等への明示 25％、新たな内部質保証システム（自己点検評価体制を

含む）の運用 50％、内部質保証システムの適切性・有効性の検証 75％、内部質

保証システムの改善・向上：100％） 

これらの目標に基づき、評価項目③に記載のとおり、「内部質保証に関する改善計画書」を策定のうえ、取組みに

着手している（資料 2-6）。具体的には、2023 年度に「内部質保証に関する方針」、「自己点検評価及び内部質保

証に関する規程」の見直しを行い、各会議体の役割分担・連携を方針において明示したうえで、自己点検評価体制

の抜本的な見直しを行った（資料 2-1）（資料 2-3）。また、2024 年度には、新たな自己点検評価体制のねらいに照

らして、効果があった点や問題点を整理し、運用上の諸課題について解消を図った。そのほか、内部質保証体制のイ

メージ図を作成し、各組織に共有した（表１）。このイメージ図は、現状の組織構成に基づき、各組織の役割分担や連

携を整理したものであり、全学の内部質保証に関わる主な組織の PDCA サイクルと、各組織の PDCA サイクルと

が相互に機能することを示している。2025 年度においても、内部質保証体制の適切性及び有効性の検証を継続し、

自己点検評価・内部質保証委員会と部局長会議及び教学政策会議との役割分担に関して、重複する点を整理した。

また、自己点検評価結果を活かしながら改革・改善を継続的に可能にする自律的なシステムの確立に向け、2027

年度を目途に組織体制の一層の改善を図ることを確認している。 

 

適切な根拠（資料、情報）について、2024 年度からは、全学共通の根拠資料として、大学基礎データ及び短期大

学基礎データを各組織に共有し、点検評価において活用することとしている。これらのデータは大学公式ウェブサイ

トを通じて公表している（資料 2-13）。 

また、2024 年度から事務システムの発展的統合を目的として、「システム導入検討事務 WG」が発足し、入学か

ら卒業までの情報一元管理や将来的な権限別利用などについて、現状の課題が解消できるよう、データ活用の観点
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からも検討し、リニューアル作業を進めてきた。新教学系システムについては 2026 年度後期から順次導入予定で、

情報一元化管理にかかる従来の課題はほぼ解消される見込みである。インスティテューショナル・リサーチ委員会に

おいては、この新教学系システムを活用し、現在の基幹システムで管理している学生情報を複数組み合わせたデー

タテンプレート（例：GPA と入試区分、休退学などの学籍異動情報のクロス集計など）の検討やデータの試行提供な

どに 2026 年度から着手する。外部アセスメント・テストの結果についても、経年で比較できるような活用方法につ

いて並行して検討を始める。 

 

2024 年度に、内部質保証システムについて全学的な観点からの点検評価を実施した結果、方針及び手続に基

づき、内部質保証システムは有効に機能しているとはいえない部分がみられた。この要因として、実態として内部質

保証に関わる会議体の役割分担・連携が不十分であることや、各学部・研究科の自己点検・評価が組織的に行われ

ていないこと、各基準に関連する学内方針には、教育研究等の実施組織とは異なる会議体で策定されていることか

ら、現場において主体的に捉えられにくく、日々の諸活動や点検評価と十分に結びついていないものがあるなど、新

たな自己点検評価体制における運用上の諸課題があることが考えられる。上述のとおり、2025 年度は、内部質保

証体制の適切性及び有効性の検証を継続し、自己点検評価・内部質保証委員会と部局長会議及び教学政策会議と

の役割分担に関して、重複する点を整理した。あわせて、2027 年度に学部学科再編等の大学全体に関わる大きな

体制変更が予定されていることを踏まえ、これらの調整を図りながら、並行して計画的に検討を進めることとしてい

る。なお、2026 年度は、内部質保証体制の検討及び今後の認証評価の動向を踏まえた FD を実施する予定であ

る。この FD を通じて、全学的な理解をより一層深めるとともに、各組織の主体的な取組みの推進につなげていく。 

同様に、３つのポリシー策定のための全学としての基本的な考え方について、具体的に定められていないことが課

題となっていた。この課題への対応として、教学政策会議を中心とした行動計画を策定した。これに基づき、2024

年度は、教学政策会議において、2027 年度次期カリキュラム改編の基本方針を策定した。これを踏まえ、2025 年

度は基本方針の取組事項の一つとして、新カリキュラムにおける３つのポリシーの検討及び策定に取り組んだ。基本

方針では、各ポリシーにおける到達度を明確化することや学習成果の可視化を意識することなど、検討及び策定に

係るポイントを共有したうえで、各学科における検討を進めた。なお、この基本方針については、教学会議に提示した

うえで、部局長会議に上程している。 

さらに、法令で求められている教職課程に関する情報公開のうち、「教員の養成に係る教育の質の向上に係る取

組に関すること」について、専修免許に関する内容を公表していないことが課題となっていた。この課題への対応とし

て、教職課程センターを中心とした行動計画を策定したが、公表には至らなかった。この要因として、2025 年度は

検討すべき事項が多岐にわたり、十分な取扱いが難しい状況であった。これを踏まえ、2026 年度に設定及び公表

に向けて準備を進めることを確認している。 

 

以上のとおり、内部質保証システムの適切性について定期的に点検・評価を行っており、その結果をもとに改善・

向上に向けた取り組みを行っている。 

ただし、以下の点については、課題がある。 

（１）第３期認証評価で指摘された３つの課題について、課題解決に向けた取組みは進められている。今後はそ

れぞれの取組みの進捗状況を踏まえ、更なる推進が必要である。 

(2)全学・自己点検評価報告書で指摘した課題について、具体的な取り組みが進められていない状況がみられ

る。
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基準２ 内部質保証 
2024.12.04　第10回 自己点検評価・内部質保証委員会

（図１）本学の内部質保証推進体制（イメージ）　※第３期認証評価での指摘事項を踏まえ、現状の組織構成に基づき、各組織の役割分担と連携を整理した資料です。（取組中の内容も含まれています）

Plan Do Check Ａｃｔｉｏｎ

（１）評議会
基本理念・ミッション・ステートメントの策定

教育研究上の目的の策定
中長期計画･運営計画の策定

―
中長期計画の進捗確認

運営計画の進捗確認（運営総括）

中長期計画の改訂・次年度運営計画の策定
教育研究上の目的の改訂

基本理念・ミッション・ステートメントの改訂

（２）部局長会議

（３）企画運営会議
（経営に関する諸施策の企画・実施）

中長期計画の立案
運営計画の立案

中長期計画に従い、
経営に関する諸施策を企画・実施

運営総括の立案
アクションプラン・KPIに基づく

中長期計画の進捗管理

次年度運営計画の立案
中長期計画の改訂案の立案

（４）教学政策会議
（教学に関する基本方針を立案）

３つのポリシーの策定に係る基本方針の立案
中長期計画に従い、教学に関する基本方針を立案

教学マネジメントの推進 教学に関する基本方針の検証・評価 教学に関する基本方針の改訂案の立案

（５）教学会議
（教学に関する諸施策の企画・実施）

３つのポリシーの策定の統括
アセスメントプランの策定の統括

３つのポリシーに基づく教育活動の企画・実施
中長期計画に従い、教学に関する基本方針に基づく諸施

策を企画・実施
アセスメントプランに基づく点検評価の統括

教育改善の統括
３つのポリシーの改訂の統括

アセスメントプランの改訂の統括

体制の
整備・管理・運営

（６）自己点検評価・
　　 内部質保証委員会

内部質保証に関する方針の立案
内部質保証システムの構築

内部質保証の推進を統括
全学的観点からの点検評価、長所・課題の抽出

内部質保証システムの検証

行動計画の立案
内部質保証システムの改善

内部質保証に関する方針の改訂案の立案

（７）ＦＤ・ＳＤ委員会
（ＦＤ・ＳＤによる改善支援）

全学的なＦＤ・ＳＤの基本方針の体系的な策定 全学的なＦＤ・ＳＤの推進
ＦＤ・ＳＤの実施体制及び

その内容について点検・評価

ＦＤ・ＳＤの実施組織に対して適切な助言・指導を
行い、管理・把握・調整

全学的なＦＤ・ＳＤの基本方針の改訂

（８）ＩＲ委員会
（IRによる改善支援）

ＩＲの基本方針の立案 ＩＲに係る活動の計画及び実施
ＩＲに係る活動の点検評価
ＩＲの基本方針の点検評価

ＩＲ基本方針の改訂

Plan Do Check Ａｃｔｉｏｎ

（９）学部、短期大学部、
　　 部門及び大学院

３つのポリシーの策定
アセスメントプランの策定

教育研究等の活動を実施
３つのポリシーを起点とする教育研究等の状況に

関するアセスメントプランに基づく点検評価

ＦＤ・ＳＤの実施等による
恒常的及び継続的な改善
３つのポリシーの見直し

アセスメントプランの見直し

（10）図書館、センター等、
       会議、委員会
       及び大学事務局

各設置規程等に定める任務・目的に従い、
３つのポリシー及び中期的な計画を実現するため

の諸施策を企画

教育研究、管理運営及び
財務処理等の活動を実施

教育研究、管理運営及び財務処理等の
状況に関する点検評価

ＦＤ・ＳＤの実施等による
恒常的及び継続的な改善

学長

全
学
内
部
質
保
証
に
関
わ
る
主
な
組
織

組織

意思決定

本学の運営に係る重要事項及び中長期的課題について必要な政策討議及び決定を行なう。
企画運営会議、教学政策会議及び教学会議から上程された事項については審議のうえ、評議会に付議する。

企画・実施

改善支援

中長期計画の推進
教学マネジメント

情報共有、報告等

学
部

、
短
期
大
学
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、
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門
及
び
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基準２ 内部質保証 

２．特色や強み、理念・目的の実現に向けた積極的な取組み等 

なし 

 

 

３．課題、改善のための行動計画 

【 継 続 】 

 

課 題 １ 

方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能している。 

ただし、以下の点については、課題がある。 
（１）内部質保証に関わる会議体の役割分担・連携を整理し、内部質保証に関する方針に明示した。今後は更

なる役割分担の実質化及び連携の強化を進めていく必要がある。 

（２）各学部・研究科の自己点検・評価について、自己点検評価体制を見直し、組織的に点検・評価する仕組み

を整備した。今後はこれらの取組みを十分に機能させていく必要がある。 

（３）新たな自己点検評価体制における運用上の諸課題がいくつかある。 

（４）第３期認証評価で指摘された３つの課題について、課題解決に向けた取組みは進められている。今後は

それぞれの取組みの進捗状況を踏まえ、更なる推進が必要である。 

（５）全学・自己点検評価報告書で指摘した課題について、具体的な取り組みが進められていない状況がみら

れる。 

行  動 計 画 

＜2024～2025 年度＞ 

（１）自己点検評価・内部質保証委員会 

① 「内部質保証に関する改善計画書」に基づき、改善・向上のための取組みを進める。 

② 行動計画の進捗状況を踏まえ、対応に遅れがみられる場合には、より具体的な行動計画を策

定し関係組織への周知・浸透を図るなど、改善活動を推進する。 

 

＜2026 年度＞ 

(１)自己点検評価・内部質保証委員会 

  ① 内部質保証体制の適切性及び有効性の検証を継続し、PDCA サイクルの仕組みを「組織」と

して確立できるよう、内部質保証に関わる会議体の役割分担・連携の具体的なあり方などに

ついて検討する。 

 

【 継 続 】 

課 題 ２ 

法令で求められている教職課程に関する情報公開のうち、「教員の養成に係る教育の質の向上に

係る取組に関すること」について、専修免許に関する内容を公表していない。 

行  動 計 画 

＜2024～2026 年度＞ 

（１）教職課程センター 

① 現在の大学公式ウェブサイトに公開（掲載）されている内容は、専修免許の「教員の養成に係る

教育の質の向上に係る取り組み」の情報が含まれていないことから、改めて検討し、情報の公

開を行う。 

 

＜2027 年度＞ 

（１）自己点検評価・内部質保証委員会 

① 組織別・自己点検評価報告書を踏まえ、全学的な観点から点検評価を行う。 

 

 

４．根拠資料 

（１）学外公開資料（大学公式ウェブサイトや学科サイト等でウェブ公開された資料等） 

資料 2-1 内部質保証に関する方針 

資料 2-7 自己点検評価報告書 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 2-11 自己点検・評価 | 北星学園大学 CAMPUS GUIDE WEB 
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基準２ 内部質保証 

資料 2-12 履行状況報告書 

資料 2-13 認証評価 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 2-16 情報公開ポリシー 

資料 2-17 事業計画書・事業報告書（財務情報等） 

 

（２）学内公開資料（教職員ホームページや n☆star 等で学内共有された資料等） 

資料 2-2 大学規程 

資料 2-3 自己点検評価及び内部質保証に関する規程 

資料 2-6 内部質保証に関する改善計画書 

資料 2-10 学習成果の可視化に関する改善計画書 

資料 2-14 大学院の定員管理に関する改善計画書 

資料 2-15 大学院の定員管理に関する改善計画書＿別紙各研究科担当分 

資料 2-18 アクションプラン（第Ⅰ期：2024 年～2027 年） 

 

（３）その他の資料（印刷物、学科 Moodle、会議資料、閲覧制限のあるウェブ公開資料等） 

資料 2-4 「次期カリキュラム改編編成方針について（案）」（2025.2.19 教学政策会議） 

資料 2-5 「CP（カリキュラム・ポリシー）検討に係る基本的な考え方（案）」（2025.10.22 教学会議） 

資料 2-8 学外者へのヒアリング記録 

資料 2-9 在学生へのヒアリング記録 
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基準３ 教育研究組織 

 

基準３ 教育研究組織 

１．現状分析 

評価項目① 大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センターその他の組織の設置

状況は適切であるか。 

評価の視点 

１．大学の理念・目的と学部（学科又は課程）構成及び研究科（研究科又は専攻）構成との適合性 

２．大学の理念・目的、センター等の組織の適合性 

３．教育研究組織と学問の動向、社会的要請、大学を取り巻く国際的環境等への配慮 

〔大学、大学院、短期大学部〕 

2025 年度において、本学は、北星学園大学として文学部、経済学部、社会福祉学部の３学部、北星学園大学大

学院として文学研究科、経済学研究科、社会福祉学研究科の３研究科、そして、北星学園大学短期大学部を擁する

総合大学である。 

なお、短期大学部については、2025 年度以降の学生募集を停止している（資料 3-1）。この決定に際して、

2022 年度には、短期大学部の将来構想を検討し、さまざまな取組みに着手した。しかしながら、北海道内の 18 歳

人口が著しく減少していることに加え、新型コロナウイルスの影響もあり、こうした情勢を多角的に検討した結果、

2023 年度内に募集停止を理事会に上申した。 

 

〔学科、専攻〕 

学部、研究科及び短期大学部には、大学学則４条、大学院学則６条及び短期大学部学則第２条に定めるとおり、

学科及び専攻を置いている（資料 1-5）（資料 1-6）（資料 1-7）。 

各学部及び研究科では、基準１で述べたとおり、学科又は専攻ごとに教育研究上の目的を定め、基本理念に基づ

き、見識を備え責任を自覚し、社会に貢献する独立人の養成を行っている。2023 年度に設置した社会福祉学部社

会福祉学科においても、その教育研究上の目的を、大学学則第４条第Ⅰ項第８号に「～省略～「多様性を認め、共に

生きる社会の構築･実現」「地域社会の活性化･地域づくり」に資する人材の育成を目的とする。」と定めており、「人

間性・社会性・国際性」の育成という本学の教育目標が反映されている（資料 1-5）。 

なお、2026 年度に開設する国際学部グローバル・イノベーション学科においても、教育研究上の目的に「他者と

協働して国際社会にイノベーションを生み出すことができる人材の育成」を掲げており、教育目標を踏まえた教育･

研究体制の整備を進めている（資料 1-5）。 

 

〔部門〕 

大学規程第６章第４節・第５節に基づき、大学に共通科目部門、言語教育部門を設置している（資料 2-２）。両部

門は、大学共通科目（外国語科目を含む）の運営組織であり、教育目標として掲げる「人間性・社会性・国際性」の育

成のためのカリキュラム編成・実施を担っている。 

 

〔図書館及びセンター等〕 

大学規程第８章及び第９章に基づき、図書館、スミス・ミッションセンター、国際教育センター、学生相談センター、

キャリアデザインセンター、社会連携センター、総合研究センター、総合情報センター、心理臨床センター、入学試験

センター、学習サポートセンター、アクセシビリティ支援室、教職課程センターを設置している（資料 2-２）。 

図書館・センター等の任務・審議事項については、それぞれの設置規程に明記している（資料 3-2）（資料 3-３）
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基準３ 教育研究組織 

 

（資料 3-４）（資料 3-５）（資料 3-６）（資料 3-７）（資料 3-８）（資料 3-９）（資料 3-10）（資料 3-11）（資料 3-12）

（資料 3-13）（資料 3-14）。 

例えば、スミス・ミッションセンターでは、「スミス・ミッションセンターセンター規程」及び「ミッション･ステートメント」

に従い、建学の精神を具現化する活動を総合的に企画し、その実践を総括することを達成するため、「キリスト教の

理解」、「ボランティア」、「平和の実現」、「地域社会との連携」を柱とする活動を計画及び実施している（資料 1-13）

（資料 3-３）。 

 

本学は、以下のように、学問の動向、社会的要請及び国際環境の変化を踏まえた組織改編を行っている。 

○ 学習サポートセンター（2015 年度設置） 

本学学生の主体的かつ自律的な学習を促進させ、もって教育の質の保証に資するために学習サポートセンターを

新設するとともに、ラーニング・コモンズを開館し、学生どうしの「出会い」と「創造」の場を整備した。 

○ 社会連携センター（2016 年度設置） 

オープンユニバーシティ業務を主としていたエクステンションセンターを社会連携センターへと改組し、外部との主

たる窓口となる全学的な社会連携の役割を加え、本学の特色を発揮し、地域の発展を重層的に支える組織へと改編

した。 

○ アクセシビリティ支援室（2016 年度設置） 

同年度に施行された「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」を受け、アクセシビリティ支援室を設置

し、障害のある学生及び特別な支援を必要としている学生が、障害の種別及び程度に応じ、十分な教育の質を保証

されるために必要な合理的配慮に基づく支援が受けられるようにするための体制を整備した。 

○ 教職課程センター（2022 年度設置） 

教職課程の円滑かつ効果的な実施により教員養成の目標を達成するため、大学内の組織間の連携による適切な

体制を整備した。これによって、教職専門科目の教員とその他の教職関係科目教員の協働の取組みとなり、相互の

教職にかかる理解を深めることができている。 

○ 社会福祉学部 社会福祉学科（2023 年度設置） 

社会福祉学は、自立が困難な人々に対する支援の理論・制度政策・方法を研究する学問であり、時代の変化に対

応しながら制度の狭間の問題を解消する役割を担っている。社会福祉制度はマクロ・メゾ・ミクロのアプローチを通

じて、地域社会や要支援世帯への支援を行うことが求められており、最新の社会福祉学はその対応に不可欠である。 

また、現代社会では、都市部と地方で地域のつながりが希薄化し、生活問題が深刻化している。このような状況下

で、社会福祉の専門性を持つ人材の養成が必要不可欠であり、社会福祉学の重要性がますます高まっている（資料

3-15）。 

○ 国際学部 グローバル・イノベーション学科（2026 年度開設） 

現代の国際社会は、気候変動や技術革新、グローバル化の進展などにより、より複雑で予測困難な時代である。

こうした変化は、北海道にも及んでおり、気候変動による農業・漁業への影響、観光や国際交流の拡大に伴う地域格

差や多文化共生に関する課題が顕在化している。これらの課題に対応するため、グローバルな視点と革新的なアプ

ローチを持った人材の育成を目指していることから、国際学部グローバル・イノベーション学科を開設する（資料 3-

16）。 

持続可能な国際社会の実現と発展に貢献するためには、国際社会や人々の多様性を認め、他者との協働を通じ

て新たな価値を創り出す能力が重要である。本学科では、国家・地域などの境界を越えて人々が行き来する ‟クロ
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ス・ボーダー社会”の多様性を、文化的、制度的、地理的、経済的な観点から多面的に捉えて理解し、実践的な学修・

研究を通じて柔軟な思考力を養う。また、他者と協働して国際社会にイノベーションを生み出すことができるグロー

バル・リーダーの養成を目的とする。 

 

以上のとおり、大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センターその他の組織の設置状況は適

切である。 

 

 

評価項目② 教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をも

とに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点 

１．適切な根拠（資料、情報）に基づく教育研究組織の構成の定期的な点検・評価 

２．点検・評価結果に基づく改善・向上 

・ 前回の組織別・自己点検評価報告書に記載した行動計画に関する取組状況 

・ 新規事業または特殊事業の企画書に関する取組状況 

・ 全学・自己点検評価報告書において策定した行動計画に関する取組状況 

点検評価結果に基づく改善・向上の取組みは、以下のとおりである。 

 

（１）各組織の定期的な点検・評価 

各組織は、その所掌事項について点検評価を毎年度実施し、必要に応じて改善方策を策定のうえ、報告書を自己

点検評価・内部質保証委員会に提出している。 

具体的な取組みの一例として、2023 年度に大学院研究科の再編について検討し、定員充足状況について点検

した。その結果、学生募集の動向等を踏まえ、2025 年度入学生からの定員減員を決定した。大学院教育の充実及

び教育研究組織を適切に展開していくために、今後は社会的ニーズや高等教育政策の動向を踏まえながら、大学院

の抜本的な改革について具体的な検討を進めていくこととしている。なお、文部科学省に提出した学則変更に係る

届出書（2025 年度変更）は、2024（令和６）年４月に大学公式ウェブサイトを通じて公表している（資料 3-17）。 

また、短期大学部の志願者減少や社会的需要の変化を踏まえた検討を行い、2025 年度以降の学生募集停止を

決定した(資料 3-1)。 

さらに、リブランディング計画に基づき、学部・学科構成の再検討を行い、「国際学部グローバル・イノベーション学

科（2026 年度開設）」及び「情報科学部情報科学科（2027 年度仮称）」の新設に向けた取組みを進めている（資料

3-18）（資料 3-19）。 

これらの取組みは、学問分野の動向や地域・社会の要請を踏まえた教育研究組織の再構築に資するものであり、

内部質保証の PDCA の一環として位置づけられる。 

 

（2）全学の定期的な点検・評価 

本基準に関連して、以下のとおり、中長期計画で 2030 年 Milestone（中期目標）を掲げている。また、アクショ

ンプランに従い、運営計画・運営総括の作成を通じて年度ごとに点検評価を行い、改善・向上に向けた取組みを行っ

ている（資料 1-10）。2025 年度の取組状況は、2025 年度運営総括に記載のとおりである（資料 1-12）。 

⚫ 大学での学びを目指す多様な人々にとって魅力のある教育プログラム（三つのポリシーの見直し及び学部・

学科体制の検討も含む）を提供する。 
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具体的な取組みの一例として、前述のとおり、リブランディング計画に基づき、学部学科新設に向けた取組みを進

め、2026 年度に「国際学部グローバル・イノベーション学科」の開設をする。この学部は、国際社会の現状を分析し、

新たな価値を見出す力を育成するとともに、社会に変革をもたらす提案力及び実践力の養成を目指している（資料

3-18）。なお、文部科学省に提出した届出は、2025 年６月に正式に附帯事項なく受理されたことが報告され、文部

科学省のウェブサイトを通じて公表されている（資料 3-20）。 

また、2024 年度には、文部科学省の「大学・高専機能強化支援事業」に選定され、支援を受けることが決定した

（資料 3-21）。この事業は、デジタルや環境など成長分野の人材育成に向けて理系学部の新設や拡充を支援するも

ので、道内の文系私立大学で選定されるのは本学が初めてである。現在、申請内容に基づきデジタル人材の育成を

目指し、2027 年４月に本学初となる理系学部「情報科学部情報科学科（仮称）」の開設を予定している（資料 3-

19）。 

 

以上のとおり、教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価を行っている。また、その結果をもとに改善・

向上に向けた取り組みを行っている。 

 

 

２．特色や強み、理念・目的の実現に向けた積極的な取組み等 

（１）新学部設置計画 

本学の教育目標として掲げる「人間性・社会性・国際性」を備えた人材養成およびミッション・ステートメントの体現

に資する計画の一環として、2026 年度に「国際学部グローバル・イノベーション学科」の開設をする。また、「大学・

高専機能強化支援事業」の「支援１（学部再編等による特定成長分野への転換等に係る支援）」に選定されたことを

受け、本学では初となる理系学部「情報科学部情報科学科（仮称）」の開設を予定している。 

 

 

３．課題、改善のための行動計画 

なし 

 

 

４．根拠資料 

（１）学外公開資料（大学公式ウェブサイトや学科サイト等でウェブ公開された資料等） 

資料 3-1 短期大学部（2025 年度から学生募集停止） | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 3-15 北星学園大学 社会福祉学部 社会福祉学科 設置の趣旨等を記載した書類（令和４(2022)年 ４月）  

資料 3-16 北星学園大学 国際学部 グローバル・イノベーション学科 設置の趣旨等を記載した書類（令和 7(2025)年 4 月）  

資料 3-17   北星学園大学大学院 社会福祉学研究科 社会福祉学専攻（修士課程） 社会福祉学研究科社

会福祉学専攻（博士〔後期〕課程） 文学研究科 言語文化コミュニケーション専攻（修士課程） 

経済学研究科 経済学専攻（修士課程） 学則の変更の趣旨等を記載した書類（令和 6（2024）

年 4 月） 

資料 3-18 国際学部 グローバル・イノベーション学科 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 
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資料 3-19    情報科学部情報科学科 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 3-20     文部科学省 令和８年度開設予定の大学の学部等の設置届出一覧（令和７年４月分） 

資料 3-21   道内の文系私立大学で初めて「大学・高専機能強化支援事業」に選定されました | 北星学園大

学・北星学園大学短期大学部 

 

（２）学内公開資料（教職員ホームページや n☆star 等で学内共有された資料等） 

資料 3-2   図書館運営委員会規程 

資料 3-3   スミス・ミッションセンター規程 

資料 3-4   国際教育センター規程 

資料 3-5   学生相談センター規程 

資料 3-6   キャリアデザインセンター規程 

資料 3-7   社会連携センター規程 

資料 3-8   総合研究センター規程 

資料 3-9   総合情報センター規程 

資料 3-10   心理臨床センター規程 

資料 3-11  入学試験センター規程 

資料 3-12  学習サポートセンター規程 

資料 3-13  アクセシビリティ支援室規程 

資料 3-14  教職課程センター規程 

 

（３）その他の資料（印刷物、学科 Moodle、会議資料、閲覧制限のあるウェブ公開資料等） 

なし 
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基準４ 教育課程・学習成果 

１．現状分析 

評価項目① 授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。 

評価の視点 

１．課程修了にあたって、学生が修得することが求められる知識、技能、態度等、当該学位にふさわしい学

習成果を明示した学位授与方針の適切な設定（授与する学位ごと）及び公表 

全学、学部、学科及び専攻ごとにディプロマ・ポリシーを定め、大学公式ウェブサイト及び履修ガイド等を通して公

表している（資料４-1）（資料 4-2）（資料 4-3）（資料 4-4）。 

    

以上のとおり、授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表している。 

 

 

評価項目② 授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表しているか。 

評価の視点 

１．下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針の設定（授与する学位ごと）及び公表 

・ 教育課程の体系、教育内容 

・ 教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等 

２．教育課程の編成・実施方針と学位授与方針との適切な連関性  

学科及び専攻ごとにカリキュラム・ポリシーを定め、大学公式ウェブサイト及び履修ガイド等を通して公表し

ている（資料４-1）（資料 4-2）（資料 4-3）（資料 4-4）。 

学科及び専攻ごとのカリキュラム・ポリシーは、いずれも各ディプロマ・ポリシーに掲げる卒業までに学生が身に付

けるべき資質・能力と、それを達成するための具体的な教育課程の体系、教育内容、教育課程を構成する授業科目

区分、授業形態等を示しており、適切に連関している。 

ただし、現行カリキュラムでは、全学共通で編成・実施している大学共通科目及び国際交流関係科目に係るカリキ

ュラム・ポリシーが十分に明示されていないため、評価項目⑦に記載のとおり、2027 年度カリキュラム改編に向け

た検討を進めている。具体的には、カリキュラム編成の方向性及び骨子では、ディプロマ・ポリシーを踏まえ、学科専

門科目及び大学共通科目との一体化を図ることとしている。このことを踏まえ、大学共通科目をカリキュラム・ポリシ

ーに位置付け、学位プログラムごとのカリキュラム・ポリシーの整備を進めることとしており、現在は教学会議から各

学科に対し、大学共通科目を含むカリキュラム・ポリシーの作成を依頼している段階である（資料 4-5）。 

 

以上のとおり、授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表している。 
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評価項目③ 教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、教育課

程を体系的に編成しているか。 

評価の視点 

１．各学部・研究科において適切に教育課程を編成するための措置 

・ 教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性 

・ 教育課程の編成にあたっての順次性及び体系性への配慮 

・ 単位制度の趣旨に沿った単位の設定 

・ 個々の授業科目の内容及び方法 

・ 授業科目の位置づけ（必修、選択等） 

・ 各学位課程にふさわしい教育内容の設定 

・ 初年次教育、高大接続への配慮 

・ 教養教育と専門教育の適切な配置 

・ コースワークとリサーチワークを適切に組み合わせた教育への配慮等 

・ 教育課程の編成における全学内部質保証推進組織等の関わり 

２．学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成する教育の適切な実施 

学科・専攻ごとの授業科目の編成は、カリキュラム・ポリシーに基づき行われている。 

ただし、現行カリキュラムでは、大学共通科目及び国際交流関係科目の編成について、カリキュラム・マップでは、

全学のディプロマ・ポリシーと授業科目の対応が示されているものの、これらの授業科目区分に係るカリキュラム・ポ

リシーが十分に明示されていない。そのため、評価項目②に記載のとおり、2027 年度カリキュラム改編に向けた検

討の中で、大学共通科目を含むカリキュラム・ポリシーの整備を進めている段階である（資料 4-5）。 

教育課程の編成にあたって、学習の順次性に配慮した各授業科目の年次・学期配当となるよう、各専門分野の学

問体系を考慮し、初年次教育から段階的に専門科目を履修できるように配置している（資料４-1）（資料 4-2）（資料

4-3）。 

 

大学・短期大学部では、カリキュラム・マップ及びナンバリングにより、ディプロマ・ポリシーと授業科目の対応や教

育課程の順次性を示している（資料 4-6）。また、教育課程の編成にあたっての順次性及び体系性を保障するため、

「授業科目の履修等に関する規程」第７条及び第８条に積上指定科目及びスクリーニングを定め、各学科では必要

に応じて積上指定科目やスクリーニング制度を設定している（資料 4-7）。積上指定科目は、特定の授業科目を履

修するための条件として前提となる授業科目の単位取得等を課すものである。 

 

本学は、学則第 18 条、大学院学則第 16 条、短期大学部第５条において、学期区分を２学期制としている。また、

単位制度の趣旨に基づき、学則第 22 条、大学院学則第 20 条、短期大学部学則第 23 条において「単位数算定の

基準は、１単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標準とし、第 22 条の２第Ⅰ

項に規定する授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、おおむね 15

時間から 45 時間の授業をもって１単位とする。」とすることを明示している（資料 1-5）（資料 1-6）（資料 1-7）。こ

れらの単位制度に基づき、学則別表１、大学院学則別表１、短期大学部学則別表１に定めるとおり、学科及び専攻ご

とに単位の設定をしている（資料 4-8）（資料 4-9）（資料 4-10）。 

また、これまでの半期 15 週 90 分授業展開を見直し、2025 年度から半期 14 週 100 分授業（通年 28 週 100

分）を導入することとした（資料 4-11）。これにより、学生の休業期間が延長されたことにより、留学やインターンシッ

プ、実習等に充てる時間が確保され、学生にとってより充実した学修機会を得られるようになった。 

 

個々の授業科目の内容及び方法については、シラバスに明示している。また、シラバスは、在学生向けポータルサ
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イト「n☆star」において公開しており、学外者も閲覧可能となっている（資料 4-11）。 

 

授業科目の位置づけは、学則別表１、大学院学則別表１、短期大学部学則別表１に定めるとおり、学科・専攻ごとに

必修科目、選択科目又は選択必修科目を明示している（資料 4-8）（資料 4-9）（資料 4-10）。これらを履修ガイド

にも明示し、オリエンテーション等の機会で学科・専攻ごとに説明している（資料 4-1）（資料 4-2）（資料 4-3）。 

 

高大接続の取組みとして、秋入試の合格者を対象とした「入学前教育」を実施している。総合型選抜と学校推薦型

選抜の合格者には、基礎的学力を養成する課題を与えており、入学までの準備期間を十分に活かして、大学の学習

に必要な学力の向上を目指すことを目的としている。合格者数の約９割が受講しており、アンケート結果からも高い

満足度が示されている（資料 4-12）。 

初年次教育の取組みとして、大学では、１年次の大学共通科目に全ての学生が必修となる「日本語表現」を配置し、

実際に文章を作成する過程を通じて、大学及び社会において必要とされる論理的な日本語の運用能力の基礎を習

得することを目的とした教育を実施している。そのほか、「情報入門」を配置し、情報社会に参画するうえで適切な態

度を身につけることを主な目的として、今後、大学や実社会において直面する情報活用場面で必要となるパソコンの

基本知識及び操作技能、コンピュータ・ウイルス、情報の漏洩や改ざん、不正アクセス、著作権侵害など、情報倫理・

モラルならびに情報セキュリティに関する基礎知識、情報を取り扱う際のメディアリテラシーに関する教育を実施して

いる。また、短期大学部では、学科ごとに担任制を導入している。英文学科では、「スタディ・スキル」を配置し、アカデ

ミック・アドバイザーによる個別指導を通して、英語の学修状況を定期的に確認し、各自のニーズに応じた効果的な

学修方法、英語力の長所と課題を明確にし、英語力向上に向けた具体的な方策を考え、実践へと繋げている。生活

創造学科では、生活創造学科の基礎となる学びである「生活学基礎演習」を配置し、少人数の演習により大学での

学びに慣れるとともに、生活に関わる課題を身近に感じ取る力や解決するための知識と技能を身につける学習を行

っている。（資料 4-11） 

 

教養教育と専門教育の適切な配置については、以下のとおりである。 

〔大学〕 

大学学則第 20 条に基づき、授業科目を大学共通科目、学科専門教育科目、国際交流関係科目及び教職に関す

る科目に分類している（資料 1-5）。学科専門教育科目は、上述のとおり、各学科のカリキュラム・ポリシーに従って編

成・実施されているが、大学共通科目、国際交流関係科目及び教職に関する科目については全学共通の観点から

展開されている。 

大学共通科目は、人間科学、人文科学、自然・数理科学、社会科学、地域と世界、キリスト教学、キャリア支援、外

国語で構成されている。本学は、文部科学省「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度（リテラシーレベ

ル）」の認定を受けている（資料 4-13）。この制度は、大学（短期大学含む）・高等専門学校の正規課程の教育プログ

ラムのうち、一定の要件を満たす優れた教育プログラムを文部科学大臣が認定・選定することにより、大学等による

数理・データサイエンス・AI 教育の取組みを支援するものである。2023 年度から本学が提供する「数理・データサ

イエンス・AI 教育プログラム」は、キャリア支援科目群のうち「情報入門」及び「情報活用」の履修を通じて、デジタル

社会において、数理・データサイエンス・AI を日常の生活、仕事等の場で使いこなすことができる基礎的素養を主体

的に身に付けることができる構成になっている。 

また、外国語科目は、英語、ドイツ語、フランス語、中国語、韓国語を配置している。外国語科目の目的は単なる言
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語の習得ではなく、物事を複眼的に見る力を養成することであり、大学のディプロマ・ポリシーに掲げる「３．様々な国

の人々と心を開いて交流し、異なる文化を理解する国際的視野と判断力を身につけた『国際性』を発揮すること」に

対応している。必要単位数は、キャリア支援科目の必修８単位、外国語を含む科目群による選択必修が 24 単位、そ

の他全体からの選択科目が６単位の合計 38 単位を基本として、各学科の専門性を考慮して必要単位を調整して

いる（資料 1-5）。 

国際交流関係科目は、大学のディプロマ・ポリシーの「３．様々な国の人々と心を開いて交流し、異なる文化を理解

する国際的視野と判断力を身につけた『国際性』を発揮すること」に対応したものである。外国の文化理解、自国の

文化の再認識、比較研究などの科目から構成されている。 

教職に関する科目は、2019 年度入学生から適用される教職課程の再課程認定カリキュラムに対応している。各

学科の学位課程において教職課程上の教科に関する専門的事項に該当する科目が設定されており、必修科目と選

択科目で編成することで法令事項を充足している。教職課程の科目のうち、「教育の基礎的理解に関する科目」等、

各教科の指導法に関する科目、教育実習に関しては教職課程センターが所管し、教職課程運営部会において検討

や調整が行われ、教職課程センター運営委員会の審議を経て、教学会議において審議・決定されている。「教科に関

する専門的事項に関する科目」は、各学科のディプロマ・ポリシー及びそれに基づくカリキュラム・ポリシーに基づき、

各学科の学科専門科目として配置・開講されている。「教育職員免許法施行規則第 66 条の６に定める科目」は、大

学共通科目として開講されている。なお、「北星学園大学教職課程における教員養成に係る教育の質の向上に係る

取り組み」として、すべての校種・教科の教員免許取得希望者に対する特別支援に関する講義として「特別支援教育

概論」を教育課程に組み入れ、特別な支援が必要な児童生徒に対応できる教員の育成を行っている。 

また、副専攻制度を導入しており、学生が自分の所属する学部学科の専門教育課程とは別に、特定分野について

その多様な知的探究心と適性に応じた教育課程を履修することにより、複眼的思考と多元的理解力を涵養すること

を目的とする。14 の副専攻（①人間科学、②キリスト教学、③英語、④ドイツ語、⑤フランス語、⑥中国語、⑦韓国語、

⑧英語・英米文学、⑨心理学、⑩経済学、⑪国際関係論、⑫経営情報学、⑬経済法学、⑭社会福祉学）から１つ以上

を履修することができ、副専攻課程の履修を修了し認定されたものには、副専攻認定証書が授与される。さらに、履

修ガイドにある「外国語科目の単位認定」では、検定試験で一定の基準に達した学生に、そのレベルに応じて外国語

科目の単位を認定するという制度も設けており、学生の多様性に対応して自発性を促すものとなっている（資料 4-

1）。 

 

〔短期大学部〕 

短期大学部学則第 18 条に基づき、授業科目を一般教育科目（基礎教養科目、外国語科目、保健体育科目、キリ

スト教科目）及び専門教育科目に分類している（資料 1-7）。専門教育科目は、上述のとおり、各学科のカリキュラム・

ポリシーに従って編成・実施されているが、一般教育科目については全学共通の観点から展開されている。一般教

育科目の必要単位数は、短期大学部学則第 26 条において、英文学科で４単位以上、生活創造学科で 14 単位以

上修得しなければならないことを明記している。なお、英文学科では、２年次の専門教育科目に「英語による講義」群

を配置し、「Anthropology（人類学）」「Geography（地理）」など、英語による教養教育を実施している（資料 4-

3）。 

 

大学院研究科の修士課程の各専攻においては、それぞれの教育課程の編成・実施方針に基づき、講義・演習、実

習科目等のコースワークを配置し、専門分野に関する高度な知識、技能等を涵養するとともに、論文（研究）指導、修
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士論文又は特定課題研究指導等のリサーチワークにより、大学院の学生個々の興味関心に基づいた研究活動を保

証している（資料 4-2）。 

社会福祉学研究科社会福祉学専攻（修士課程）では、講義・演習科目を基本科目、分野別研究、研究方法、関連

領域の４つに区分し、分野別研究には大学院の学生がそれぞれの関心領域の研究を追求できるように、「子ども家

庭福祉研究」「高齢者・高齢社会福祉研究」「スクールソーシャルワーク研究」など分野別の講義科目を配置するとと

もに、様々な視野からの研究方法を身につけることができるよう「質的調査研究」「量的調査研究」などの研究方法に

関する講義科目を配置するほか、社会福祉研究を狭い福祉サービスの提供に限定せず、幅広く実際的な視野を持

って学びを深められるように、「社会保障財政研究」「偏見・差別問題研究」など関連領域の講義科目を配置している。

また、１年次後期及び２年次前期に「論文指導Ⅰ・Ⅱ」、２年次後期に「修士論文」を配置し、１年次から論文指導を受

け修士論文作成に取組むための環境を整備している。 

社会福祉学研究科社会福祉学専攻（博士〔後期〕課程）では、１年次から３年次にかけて「社会福祉学特殊研究」

「社会福祉学特殊演習Ⅰ・Ⅱ」を配置し、社会福祉学、福祉心理学、家族社会学、障害学、ソーシャルワーク、社会心

理学、臨床心理学など様々な専門分野の専任教員により、大学院の学生個々の研究テーマに応じて、先行研究の批

判的検討、博士論文における調査デザインの検討、研究課題の明確化、研究計画・方法の検討、調査の実施とデー

タの分析、結果と考察のまとめ、博士論文の校正、完成、提出に至るまできめ細かい指導を実施している。 

 

教育課程の編成における全学内部質保証推進組織等の関わりについては、教学政策会議が教学に関する基本

方針を全学的な観点から策定及び立案し、教学会議が教学に関する諸施策を企画及び実施を担っている。例えば、

教学会議では、上記項目の一つである「個々の授業科目の内容及び方法」について、全ての授業科目について全学

的な協力体制のもとで事務職員が中心となってシラバスチェックを行い、授業計画が適切になされているかを確認

し、修正が必要な科目については修正の依頼を行っている。また、教育課程の編成検討にあたり、カリキュラム・マッ

プの作成や科目のナンバリングが適切に行われるよう学部・学科等に対する働きかけを行っている。 

 

学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成する教育の適切な実施について、大学・短期大学

部では、学生の社会的及び職業的自立を図るため、全学的な合意の下、毎週水曜日Ⅲ講目をキャリアデザインプロ

グラム専用時間として位置づけている。この時間帯を活用し、学年ごとに体系的な学びを提供するとともに、学生個

人のニーズにも合致するよう工夫されたさまざまな講義や演習を展開している（資料 4-14）。 

大学では、１年次に「学びとキャリア形成」を、２年次に「職業と人生」を大学共通科目の「キャリア教育」科目として

配置し、低学年向けプログラムを単位化している。これらの科目は、受講生自らがスキルアップのための課題を見出

したうえでそれらの解決に取組み、自らのライフデザイン（キャリアデザイン）の構築へと進めることを目標とし、学生

参加型のアクティブラーニングを取り入れるように工夫されている。このプログラムによって、学年毎に段階を追った

一貫性のあるキャリア教育が可能となり、さらには、社会人基礎力を備えた人材育成に向けて一歩踏み込んだ教育

を提供している（資料 4-11）。 

短期大学部では、各学科においてキャリア教育を実施しているほか、独自の伝統的な科目として総合講義「アセン

ブリⅠ・Ⅱ」を学科専門科目に配置し、各学科にふさわしい内容で展開している。この講義は毎回、学内外講師や卒

業生による講演、音楽コンサート、映画鑑賞などを取り入れることで通常授業とは異なるユニークな内容で構成し、

学生に自身と社会や人生について深く見つめ直す機会を与え、真の意味で豊かな生き方を学ぶことをねらいとする

オムニバス形式の必修科目である。現在はキャリア支援科目に位置付けられ、１年次は「アセンブリⅠ」、２年次は「ア
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センブリⅡ」として学年ごとに年間テーマを設定して実施している（資料 4-11）。 

大学院では、いずれの専攻においても、各専門分野における高度な専門的職業人の養成を教育研究上の目的と

している。専門分野に応じたコースワークとリサーチワークをバランスよく配置し、社会的及び職業的自立を図るため

に必要な能力を育成している。なお、基準８ 教育研究等環境で述べるとおり、大学院に在籍する全ての学生に対して

研究倫理教育を実施している（資料 4-2）。 

 

以上のとおり、教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、教育課程を体

系的に編成している。 

 

 

評価項目④ 学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じているか。 

評価の視点 

１．各学部・研究科において授業内外の学生の学習を活性化し効果的に教育を行うための措置 

・ 各学位課程の特性に応じた単位の実質化を図るための措置（１年間又は学期ごとの履修登録単位数の

上限設定等） 

・ シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学習成果の指標、授業内容及び方法、授業計画、授業準備

のための指示、成績評価方法及び基準等の明示）及び実施（授業内容とシラバスとの整合性の確保

等） 

・ 授業の内容、方法等を変更する場合における適切なシラバス改訂と学生への周知 

・ 学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容及び授業方法（教員・学生間や学生同士のコミュニケー

ション機会の確保、グループ活動の活用等） 

・ 学習の進捗と学生の理解度の確認 ・授業の履修に関する指導、その他効果的な学習のための指導 

・ 授業形態に配慮した１授業あたりの学生数・研究指導計画（研究指導の内容及び方法、年間スケジュ

ール）の明示とそれに基づく研究指導の実施 

・ 各学部・研究科における教育の実施にあたっての全学内部質保証推進組織等の関わり（教育の実施内

容・状況の把握等） 

大学・短期大学部では、「授業科目の履修等に関する規程」を定め、単位制度の趣旨にかんがみ、履修登録の上

限を下表のとおり設定し、単位の実質化を図っている（資料 4-7）。上限値に関係なく履修登録が認められる科目及

び編入生の履修登録については履修ガイドに明記し、学生に周知している（資料 4-1）（資料 4-3）。 

■履修登録上限単位数（年間）                                 （単位） 

 １年 ２年 ３年 ４年 計 

英文学科 48 48 48 48 192 

心理・応用コミュニケーション学科 48 48 48 48 192 

経済学科 42 42 46 46 176 

経営情報学科 42 44 42 42 170 

経済法学科 42 46 46 46 180 

社会福祉学科 48 48 48 48 192 

心理学科 46 46 46 46 184 

グローバル・イノベーション学科 40 40 40 40 160 

短期大学部英文学科 46 46 ― ―  92 

生活創造学科 44 48 ― ―  92 

 

シラバスの内容は、授業の内容や進め方等が具体的にイメージできるよう、「科目名」「単位数」「開講期」「担当教

員」「備考（実務経験の有無など）」「授業の目的および概要」「授業方法」「アクティブラーニングの手法・内容」「到達

目標」「授業計画」「成績評価方法」「課題に対するフィードバック」「事前・事後学習・必要時間（講義１回あたり）」「教
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科書・参考書」「注意事項」「参照リンク」「DP との関連・ナンバリング」で構成されている（資料 4-11）。 

個々の授業は、シラバスに基づいて実施している。授業内容とシラバスとの整合性を担保する仕組みとして、大

学・短期大学部で実施する授業評価アンケートにおいて、授業がシラバスの趣旨に沿って展開されたかどうかを問う

項目が設定されている。学生が「そう思う」「どちらかといえばそう思う」「どちらともいえない」「どちらかといえばそう

思わない」「そう思わない」の５段階で回答し、アンケート結果は授業科目担当者にフィードバックされている。2025

年度のアンケート調査では、この評価項目の平均値（大学・短期大学部の総計）は、前期 4.73、後期 4.73 であり、

授業内容とシラバスとの整合性が概ね確保されていることが示されている（資料 4-15）。なお、2023 年度は、ＦＤ・

SD 委員会とインスティテューショナル・リサーチ委員会が連携し、授業評価アンケートの結果と分析をテーマとする

全学 FD を実施した。この中で、授業内容とシラバスとの整合性は、授業の満足度にはほとんど差異がなく、授業の

基本的条件と考えられるとの報告がなされている（資料 4-16）。 

シラバスの作成は、教育支援課が年度ごとに作成する「講義要項（シラバス）作成の手引き」に基づき、各授業科目

担当者が行っている（資料 4-17）。また、全学的な協力体制の下で教職員が点検を行い、記載内容に不備が見受け

られる場合は教育支援課を通して授業科目担当者へ修正依頼を行っている。 

以上の手続きを経て、作成したシラバスは本学の在学生向けポータルサイト「n☆star」において公開されている。

学生は講義名、教員名、キーワード（講義コードなど）学部・学科、担当教員及びフリーワード）から検索することがで

き、必要な情報を得たうえで履修登録をすることができる（資料 4-11）。 

 

学生の主体的参加を促す取組みとして、アクティブラーニングが挙げられる。 

例えば、心理・応用コミュニケーション学科の「フィールド実習Ⅰ・Ⅱ」では、講義で学んだことを地域系、教育系、

野外系、産業系の現場で実践的に学び、経験値を身につけている。また、外国語科目では、ペアワーク、グループワ

ーク、討論、発表、映像作成などの手法を用いて、学生の主体的学習を促すような授業を実践している。さらに、教

職関係科目や各教科の指導法科目等では、模擬授業や教科書分析、定期考査問題の作成など、実践的課題を取り

入れ、学生の主体的参加を促す授業を積極的に展開している。 

短期大学部英文学科では、マードック大学「超短期受け入れプログラム」による、英文学科学生の交流事業

2023 年７月は学生 17 名と教員３名の合計 20 名による、短期国際プログラム受け入れた。これにより、選択科目

「ホスピタリティと観光」を受講する 33 名の学生を中心に、「アセンブリⅡ」「スタディ・スキルⅠ」へのマードック大学

学生の参加により、英文学科すべての学生が，マードック大学受け入れプログラムに関わる機会を持つことができた。

また、Sustainable Tourism、Regenerative Tourism に関する講義、バディープログラム、ニセコサステーナ

ブル・ツーリズム研修等々を通し、本学部参加学生の「英語を使っての学び」を深めることができた。 

 

履修指導については、毎年度当初に開催するオリエンテーションにおいて履修方法の説明を行っているほか、成

績評価において GPA が一定の基準以下の場合、成績不振学生として修学指導の対象としている。 

なお、短期大学部では、学科ごとに担任制を導入している。英文学科では、アカデミック・アドバイザー（担任）とな

る教員が、学生に対する履修指導に加えて、在学中の学習計画や卒業後の進路に向けての指導を行っている。生活

創造学科では、履修モデル決定後、履修モデル担当者が卒業までの担任となり、「生活学基礎演習Ⅱ」「生活創造専

門演習」及び履修モデルごとの推奨科目について、履修状況や学習成果を定期的に確認する仕組みが構築されてい

る。 
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１授業あたりの学生数について、2025 年度の１授業当たりの学生数は、以下のとおりである。 

大学共通科目の外国語科目（〇〇語 I-IV）では、原則上限 25 名程度の少人数クラス制を実施している。また、

WEB 履修システムにおいて、抽選機能を導入しているが、抽選漏れによって、その年度に履修機会が奪われてしま

うこともあり、１年次から履修できる大学共通科目等については、卒業年次の４年次学生を優先的に登録させるなど

の配慮をしている。  

 

 

各学部・研究科における教育の実施にあたっては、教学政策会議が教学に関する基本方針を全学的な観点から

策定及び立案、教学会議が教学に関する諸施策を企画及び実施を担っている。例えば、シラバスチェックは、上述の

とおり、教学会議が中心となって全学的に実施している。これにより、授業の目的や内容、評価基準等を適切に受講

者に伝えること、学生が履修科目を自己の目的等にあわせて適切に選択することができる。また、学習内容の理解・

促進につながることも期待される。一方、科目の到達目標がカリキュラムの教育目的と適切に結びついているかにつ

いてはチェック項目に含まれておらず、その確認手法の確立は課題の一つである。また、授業内容とシラバスの整合

性の確保については、学生による授業評価アンケートにより確認を行っている（資料 4-15）。授業形態に配慮した１

授業あたりの学生数について、必要に応じて授業あたりの履修登録者数に上限を設けて履修登録する仕組みを整

え、全学的な状況を確認しながら運用している。これにより、履修者数の適切な制限により、学生が適切な環境で授

業を受講することができるようになっている。そのほか、評価項目③で述べた「数理・データサイエンス・AI 教育プロ

グラム」の実施にあたっては、教学会議に「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム運営委員会」を置き、プログラ

ムの実施計画、履修促進、点検評価・改善を審議し、この結果を教学会議に報告する体制を整備している（資料 4-

13）。 

 

以上のとおり、学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じている。 
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評価項目⑤ 成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているか。 

評価の視点 

１．成績評価及び単位認定を適切に行うための措置 

・ 単位制度の趣旨に基づく単位認定 ・既修得単位等の適切な認定 

・ 成績評価の客観性、厳格性、公正性、公平性を担保するための措置 

・ 卒業・修了要件の明示 

・ 成績評価及び単位認定に関わる全学的なルールの設定その他全学内部質保証推進組織等の関わり 

２．学位授与を適切に行うための措置 

・ 学位論文審査がある場合、学位論文審査基準の明示・公表 

・ 学位審査及び修了認定の客観性及び厳格性を確保するための措置 

・ 学位授与に係る責任体制及び手続の明示 

・ 適切な学位授与 

・ 学位授与に関わる全学的なルールの設定その他全学内部質保証推進組織等の関わり 

本学は 2013 年度に GPA 制度を導入した（資料 4-18）。成績評価に対応する GP は「A+、A、B+、B、C、D、

F（未受験等または無資格を含む）」の７段階とし、Ｄ以上で合格となる。成績証明書には、合格した科目及び累積

GPA のみ記載される。また、GP（Grade Point）は、「A+は 4.0、A は 3.5、B+は 3.0、B は 2.5、C は 2.0、D

は 1.0、F（未受験等または無資格を含む）は 0.0」としている。単位数算定の基準については、前述のとおり、大学

設置基準に基づき学則第 22 条において適切に規定している（資料 1-5）。 

既修得単位の認定については、大学学則第 24 条では在学生の他大学修得単位の認定等について、大学学則第

25 条では入学生の入学前単位の認定・授与について、大学学則第 26 条では編入学生の入学前単位の認定につ

いて規定している（資料 1-5）。 

 

成績評価の客観性、厳格性を担保するための取組みの例として、シラバス作成の際に教員に配布する「講義要項

（シラバス）作成の手引き」に、到達目標や成績評価方法及び課題に対するフィードバック等の記載に関する留意点

を明記している（資料 4-17）。例えば、到達目標は、目標に到達した結果、どのような知識・能力などを修得できるの

かを、内容を知識・能力などに分けて可能な限り具体的に記述することとし、第三者が測定することが困難な「深め

る・理解」といった記述を用いないこととしている。また、成績評価方法は、試験もしくはレポート実施の有無の明示

や各評価方法の割合には必ず数値を用いることとするほか、学生が提出したレポート等の課題に対してフィードバッ

クする場合には、その旨を明記するよう求めている。なお、これらの手引きに基づき作成されたシラバスは、全学的な

協力体制のもとで事務職員と教員が交互に点検を行っており、修正が必要と思われる記載については担当部署で

ある教育支援課から授業科目担当者に確認のうえ、必要な修正がなされている。 

 

卒業・修了要件は、大学学則第 29 条、大学院学則第 29 条、短期大学部学則第 26 条において定められている

（資料 1-5）（資料 1-6）（資料 1-7）。 

 

成績評価及び単位認定に関わる全学的なルールの設定は、教学会議の議を経て、副学長が決定している。2013

年度には、上述のとおり、GPA 制度を導入しており、成績評価に対応する GP は「A+、A、B+、B、C、D、F（未受

験等または無資格を含む）」の７段階とし、D 以上で合格となり、単位の授与は、原則としてその授業科目について試

験を受け、合格した者に対して行われている（資料 4-18）。 

 

学位授与を適切に行うための措置について、学士課程の学位論文については、文学部に「卒業研究」、経済学部

及び社会福祉学部に「卒業論文」を４年次に配置している。その履修要件や作成方法は履修ガイドを通して周知して
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おり、授業計画や成績評価方法は各授業科目のシラバスに明示している（資料 4-11）。なお、社会福祉学部では、卒

業論文作成要領とともに卒業論文に係る研究倫理指針を定めている（資料 4-2）。 

 

修士課程の修士論文の審査については、学位規程第８条において、修士論文の審査又は特定課題研究の成果の

審査及び最終試験の基準を別に定めることを明示したうえで大学院要覧に明記し、大学公式ウェブサイトを通して

公表している（資料 4-19）。 

博士〔後期〕課程の学位論文審査については、学位規程第 10 条の４において博士論文の審査及び最終試験は、

本大学院研究科の審査委員会が行うことを明示し、博士論文の審査及び最終試験の方法並びに審査委員会に関す

る事項については、「大学院（博士課程）学位論文審査実施要領」にその詳細を別に定め、大学院要覧に明記し、大

学公式ウェブサイトを通して公表している（資料 4-19）（資料 4-20）。 

なお、文学研究科では、2022 年度に受審した大学基準協会による認証評価において、「修士課程における学位

論文審査基準と特定課題研究の審査基準を個別に定めているものの、重複する内容を含むことから、特定課題研究

の審査における運用の実態に照らして内容を明確化することが望まれる」という評価を受けた。この評価結果を受け、

2023 年度の文学研究科委員会において検討を重ね、修士論文と特定課題研究の審査基準をあらたに設定し直し、

大学公式ウェブサイト及び大学院要覧で公表している（資料 4-21）。 

 

学位授与に係る責任体制及び手続は、「北星学園大学 学位規程」「北星学園大学短期大学部 学位規程」に明

示している（資料 4-19）（資料 4-21）。 

 

学位授与に関わる全学的なルールは、上述のとおり、学則その他大学諸規程に定められている。新たな組織体制

において、大学設置基準の改正等を踏まえた全学的なルールの改訂または策定を行う際には、教学政策会議におい

て基本方針を策定・立案し、教学会議は、教学に関する基本方針に基づき、諸施策を企画及び実施することとなる。 

 

以上のとおり、成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っている。 

 

 

評価項目⑥ 学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価しているか。 

評価の視点 

１．各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測定するための指標の適切な設定（特に専門的な職業との

関連性が強いものにあっては、当該職業を担うのに必要な能力の修得状況を適切に把握できるもの。） 

２．学位授与方針に明示した学生の学習成果を把握及び評価するための方法の開発 

≪学習成果の測定方法例≫ 

・ アセスメント・テスト 

・ ルーブリックを活用した測定 

・ 学習成果の測定を目的とした学生調査 

・ 卒業生、就職先への意見聴取 

３．学習成果の把握及び評価の取り組みに対する全学内部質保証推進組織等の関わり 

第３期認証評価（大学基準協会）では、「文学部以外の学部においては、 学習成果を把握するための取組みと学

位授与方針の連関が明瞭ではないため、 学位授与方針に示した知識・能力等の修得を評価することが求められる。

また、大学院においては、論文審査を通じて学習成果を把握するとしているが、学位授与方針との対応性が明らか

でないため、学習成果の把握・評価に関して改善が求められる。」との指摘を受けている（資料 2-13）。 
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このことを受け、中長期計画の「強化・改革に取組む事柄」に反映したうえで、学習成果の可視化に関する改善計

画書を策定した（学習成果の可視化に関する改善計画書）（資料 1-10）（資料 2-10）。改善計画書には、改善目標

を掲げたうえで、以下のとおり、教育の質保証及び教学マネジメントに係る基本方針を明示している。 

教育の質保証及び教学マネジメントに係る基本方針 

・学生が自ら成長したことを実感する学修者本位の教育の質保証を実現する 

・学生が身につける能力（ＤＰ）の再点検を行う 

・学生が達成度を多面的に把握するための指標、学年別の到達点を明確化する（ルーブリック等） 

・大学として、教育の質保証を発信する 

 

この基本方針に従い、教学会議が中心となり、教学政策会議との情報共有及び共通理解を図りながら、改善のた

めの取組みを進めている。 

2024 年３月には、全学としてのアセスメント・プランを設定した。さらに、2025 年度には、このアセスメント・プラ

ンについて再確認を行い、内容の整理及びブラッシュアップを図ったうえで、大学公式ウェブサイトを通して公表して

いる（資料 4-23）。改定後のプランでは、「大学（機関）レベル」、「学位プログラムレベル」、「授業科目レベル」の３つ

のレベルを設け、「入学前・入学時、在学時、卒業時・卒業後」の各々における学修成果・教育成果・教育活動を検証

し、組織的に改善を進めることができるよう、多角的な指標を設けている（資料 4-22）。一方で、現行のディプロマ・

ポリシーは、教学マネジメント指針の公表前に策定されたものであり、学習成果の可視化に必ずしも対応した内容と

はなっていなかったため、アセスメント・プランによる実効性のある検証を十分に行うことが難しい状況であった。そこ

で、2027 年度カリキュラム改編の取組みにおいては、評価項目⑦に記載のとおり、学習成果の可視化を見据えた３

つのポリシーの策定及びカリキュラム編成の検討を進めている。 

また、このアセスメント・プランに基づき、学生の学習成果を把握及び評価するための指標の開発を進めている。 

たとえば、ルーブリックについては、2017 年度から導入に向けた取組みが進められており、「教育課程の質保証」

プロジェクトの一環として、文学部が先行して試作し、ディプロマ・ポリシーに関わる学修成果の可視化を試みていた。

その成果を踏まえ、２０２３年度には教学会議が主体となって学科ごとのルーブリックを作成する取組みが展開され

た（資料 4-23）。作成にあたっては、4 年間の学修成果を可視化できる長期ルーブリックを開発すること、学科のデ

ィプロマ・ポリシーと関連付けること、GPA を用いて評価すること等の方向性が確認されている。なお、上述のとおり、

現在はディプロマ・ポリシーの見直しを進めており、2027 年度カリキュラム改編においては、これに対応したルーブ

リックの改定を予定している。 

さらに、2025 年度には、外部アセスメント（GPS-Academic）を全学年に導入し、１年生については４月、２～４

年生については 12～１月に実施した（資料 4-24）。あわせて、専門的な解析データをもとに分析報告 FD を実施し、

学習成果の可視化に向けた取組みを推進している（資料 4-25）。ＦＤにおいては、道内他大学との比較や入学者選

抜方法別の学生傾向などについても共有し、全学的な共通理解を図った。 

 

これらの全学レベルの取組みを踏まえ、各学部・学科では、学生の学習成果を把握及び評価するため、収集した

データの分析方法や活用方法について検討を進めている段階である。 

なお、経済学部では 2025 年２月に学部 FD を開催し、上記の全学 FD・ワークショップに参加できなかった教員

を中心に、カリキュラム編成の重点事項と留意点の理解を促すなど、学部・学科独自の取組みを進めている事例も

見られる（資料 4-26）。 
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以上のとおり、学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価している。 

ただし、以下の点については、課題がある。 

（１）アセスメント・プランについては、学位プログラム共通の指標が公表された段階にある。今後は 2027 年度

カリキュラムから、ディプロマ・ポリシーに即した学習成果の可視化及び教育改善ができる仕組みが確立で

きるよう、学位プログラムごとのアセスメント・プランの整備及び作成を進めていく必要がある。 

（２）研究科における学習成果の可視化に関する取組みについて、学位プログラム共通の指標が公表された段

階にある。現時点では十分な検討が困難であることから、現状を把握するための仕組みを整備し、分析可

能なデータの蓄積を進めていく必要がある。 

 

 

評価項目⑦ 教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点 

１．適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

・ 学習成果の測定結果の適切な活用 

２．点検・評価結果に基づく改善・向上 

・ 前回の組織別・自己点検評価報告書に記載した行動計画に関する取組状況 

・ 新規事業または特殊事業の企画書に関する取組状況 

・ 全学・自己点検評価報告書において策定した行動計画に関する取組状況 

点検評価に基づく改善・向上の取組みは、以下のとおりである。 

 

（１）各組織の定期的な点検・評価 

各組織は、その所掌事項について点検評価を毎年度実施し、必要に応じて改善方策を策定のうえ、報告書を自己

点検評価・内部質保証委員会に提出している。 

大学においては、例えば、経済学部経済法学科では、学修成果・教育課程の把握と可視化につながるよう、学科

独自のスタディ・プランニング(SP)制度等の改善に努めている（資料 4-27）。2022 年度にこれまでの「修学記録」

の様式を改めたが、2023 年度のカリキュラム改編を踏まえて、記載事項の調整を行った。また、提出された「修学

記録」と学生ポータルサイトの「修学カルテ」を活用して、学科長が面談を希望する学生及びコース変更を申請した

学生と面談を行っている。 

大学院においては、例えば、社会福祉学研究科社会福祉学専攻では、2024 年５月に２つのワーキング・グループ

を設置し、それぞれ以下のような検討を行った。第１ワーキング・グループ「大学院教育の充実」では、現行カリキュラ

ムについて、ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーとの関係性における課題点、また、それに基づくカリキュラ

ム表の設定などについて検討を行った。第２ワーキング・グループ「入学生確保の方策及び広報展開」では、今後の

入学生確保に向けて、ターゲットの設定やそれぞれについて必要な情報発信などについて検討を行った。これらの検

討結果は、答申書として研究科長に提出され、研究科 FD として実施し、答申内容の報告と次期カリキュラム改編等

に向けた議論を行った(資料 4-28)。2025 年度は、これらのワーキング・グループによる答申を踏まえ、2027 年

度カリキュラム改編に向けた具体的な検討を進めた。また、2026 年 3 月に「社会福祉学研究科の魅力を伝えるた

めに」と題した研究科 FD 実施した（資料 4-29）。この FD では、次期カリキュラムの実施に向け、社会福祉学専攻

に在籍する大学院生に対するアンケート調査の結果を報告・共有した。 

教職課程センターでは、教職志望学生数及び現役登録者の増員に向け、課題の分析に必要なデータの検討と収
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集に着手している。教職志望学生数の４年間推移を把握すべく、一例として教職支援室の入室者数について学年・

学科別、月別利用者状況のデータを収集し、学生の動向を分析するための手がかりとしている。 

学習成果の測定結果を活用した教育課程及びその内容や方法の点検・評価については、評価項目⑥に記載のと

おり、教学会議において学習成果の可視化のため、全学的なアセスメント・プランを策定し、2025 年度から外部ア

セスメント・テストを導入した（資料 4-22）（資料 4-24）。収集したデータの分析方法や活用方法については、各学

部・学科において検討を進めている段階である。 

なお、インスティテューショナル・リサーチ委員会では、教学政策会議及び教学会議における学修成果の可視化に

かかる取組みと連携しながら、可視化の手段のひとつとなるよう既存調査の改善に着手している。 

アセスメント・プランの確認及び公表に 2025 年度末まで時間を要したことから、先行して「卒業時アンケート」「新

入生アンケート」「学生生活実態調査」の３つのアンケート・調査について、学修成果・教育成果の可視化と教育改善

の支援を踏まえた点検を行い、実施時期や告知方法、設問内容などを変更した。 

卒業時アンケートを例に挙げると、2020～2022 年度の 3 年連続で 10％台という回答率の低さが大きな課題

であったため、2023 年度末卒業生からは、卒業式欠席者の把握と統合して、卒業式出欠確認と卒業時調査を全員

がまとめて回答する方式に変更し、周知についても教育支援課及び総務課と連携して、保護者宛ての卒業式案内文

書への掲載や、n☆star での卒業者名簿発表時に調査 URL 等を添付する方式に変更した。さらに、2024～

2025 年度末においては、周知における細かい文面やリマインド発出のタイミング変更なども教育支援課と連携して

細かな改善を重ねた結果、2023 年度 87.4％、2024 年度 92.4％、2025 年度 87.8％と、安定して高い回答

率を得られるよう改善された。当面はこの方法を継続しつつ、さらなる回収率向上を目指していく。ただし、設問項目

は、一般的な学修成果・教育成果を測定できる項目の増設にとどまっているため、今後は公表されたアセスメント・プ

ラン及び 2027 年度カリキュラムにおける学位プログラムごとのアセスメント・プランの策定と並行して、学修成果・

教育成果を測定できる項目に修正する予定である（資料 4-30）。 

そのほか、学生生活実態調査の名称を、「在学時学生実態調査」とし、学生生活中心の内容から一般的な学修・

教育成果の可視化に資するような設問中心の内容に改めた（資料 4-31）。また、従来は４月のオリエンテーション期

間に実施してきたが、該当年次の状況を正しく把握できるよう全学年で実施時期を 2024 年度から後期に変更した。

実施方法については、授業評価アンケートと並行して同システム内で回答できるよう変更し、授業の振り返りと同じ

タイミングで自らの学習行動等も振り返って回答できるようにした。しかし、授業評価アンケートと同様に回答率が低

く 10％台であったため、2025 年度新年度オリエンテーション時に未回答者を対象として再実施したが、回答率が

全体で 35.3％に留まり、大きな改善には至らなかった。この結果を踏まえ、2025 年度からは外部アセスメント 

(GPS-Academic)に付随する学生意識調査及び全国学生調査において学修成果・教育成果を測定する設問の

大半を移行し、アセスメント・テストの分析報告 FD 内で集計結果の共有もなされているため、学内調査を完全統合

する可能性も含めて 2026 年度に検討する。 

また、2025 年度から本格実施となった全国学生調査（文科省）については、実施期間が指定されており、従来の

学内調査に加えて別途実施すると学生の負担増や回答率低下が懸念された。そのため、実施期間を後期授業評価

アンケートと連動させ、さらに、アセスメント・テストに付随する学生意識調査内の独自設問に設定して実施した。結

果として、従来本学で実施していた在学時学生実態調査における学修成果の可視化にかかる設問を移行すること

ができ、文科省が設定している集計基準を、大学 3 学部は全て超える回答を得ることができた。（文学部 49.7％、

経済学部 48.0％、社会福祉学部 69.0％） 

今後は公表されたアセスメント・プランに沿って学修成果の可視化にかかるデータとして使えるように、既存の学
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内調査と外部アセスメント・テスト、全国学生調査の設問項目の見直しを進め、さらなる点検及び改善を進めていく

予定である。 

また、卒業後アンケート及び本学卒業生の動向調査については、IR 内部質保証課が取りまとめた調査結果をもと

に、教学政策会議及びキャリアデザインセンターが本学の教育の成果や効果を検証し、教育活動やキャリア支援の

改善に活用することを確認している（資料 4-32）。 

なお、2024 年度には、教学政策会議からの依頼を受け、2020 年度入学生について GPA と GP の分析を実

施し、「IR レポート②」としてまとめ、第 11 回教学政策会議にて報告した。 

 

（２）全学の定期的な点検・評価 

本基準に関連して、以下のとおり、中長期計画で 2030 年 Milestone（中期目標）を掲げている。また、アクショ

ンプランに従い、運営計画・運営総括の作成を通じて年度ごとに点検評価を行い、改善・向上に向けた取組みを行っ

ている（資料 1-10）。2025 年度の取組状況は、2025 年度運営総括に記載のとおりである（資料 1-12）。 

⚫ ディプロマ・ポリシー（学修目標）が卒業生の資質・能力を保証するものとして明確に定められているか点

検・評価する体制を構築する。 

⚫ アセスメント・ポリシーを定め、三つの方針に基づく大学教育の成果等を適切な方法で点検・評価し、その

結果に基づいた教育改善（三つの方針の見直しを含む）に取組む体制を確立する。 

⚫ ディプロマ・ポリシーを踏まえたカリキュラム・ポリシーに基づき、学修者本位の教育の観点から体系的なカ

リキュラムを構築する。 

⚫ 密度の濃い主体的な学修の実現に向けてディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーに基づき授業科目の

精選・統合を行い、効果的なカリキュラムを構築する。 

⚫ 全学部・学科のカリキュラムにおいて主体的な学び、協働的な学びを推進する（最適な授業方法の検討も含

む）。 

⚫ 学生自身が現代社会を取り巻く背景やニーズを理解し、変化する社会目標に対応できるカリキュラムを展

開する。 

⚫ 学生として必要なアカデミックスキル・ICT リテラシーを形成できる初年次教育カリキュラムを構築する。 

⚫ 人文科学、社会科学、自然科学を横断し、多角的な視野と柔軟な思考力を養うリベラルアーツ教育を全学

的に実践する。 

⚫ 全学科において国際力（言語教育・国際理解教育を含む）を形成するカリキュラムを展開する。 

⚫ 社会のニーズに応じた適切なリカレント教育を展開する。 

⚫ 学修者のニーズに応じた分野横断型教育を展開する。 

⚫ 学生の学修目標達成に向けて効果的・効率的に ICT を利活用できる教育方針を策定し、それに基づいた

学習環境・制度を構築する。 

⚫ アセスメント・ポリシーに基づき、学修成果・教育成果を適切に把握・可視化できる仕組みを導入する。 

⚫ 学修成果・教育成果の可視化や学生による授業評価アンケート等によって得られた課題を分析し、改善方

策につなげられるような FD 実施体制を確立する。 

⚫ グローバル社会で活躍できる人材を養成するため、学生の多様な海外留学を促進・拡大する。 

⚫ キャンパスにおける文化的多様性を確保するため、多様な留学者の受入を促進・拡大する。 
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⚫ 在学生・協定校・高校生（学園内高校含む）等との国際交流プログラムを積極的に推進し、グローバルなブ

ランドイメージを確立する。 

⚫ 学園内３高校での学びを大学に接続する仕組み（入試制度含む）を確立する。 

⚫ 適切かつ積極的な入学前履修科目（活動）と入学後単位認定の仕組みを確立する。 

⚫ 入学時・就学時・卒業時・卒業後（OB/OG/就職先)アンケートを実施・分析し、それに基づいた教学等の検

討を行う仕組みを確立する。 

⚫ スムーズに大学教育へ移行するための入学前教育を確立する（基礎学力向上、学びの習慣化、専門的な学

びへのモチベーションの維持等）。 

⚫ IR が自律的に機能し、学内及び学外の組織や教育・研究等に関する情報の収集・分析、効率的・効果的な

計画立案、戦略策定、評価及び意思決定を支援できる体制を確立する。 

 

2024 年度に、教育課程・学習成果について全学的な観点からの点検評価を実施した結果、大学・短期大学部に

おける、学位授与方針に明示した学生の学習成果については、「学習成果の可視化に関する改善計画書」に基づく

取組みを進めている段階であり、その結果を活用した教育課程の改善・向上には至っていない部分がみられた（資

料 2-10）。また、学習成果の可視化に関する取組みについても、大学・短期大学部から優先的に着手しているため、

研究科においては、具体的な検討がなされていない状況がみられた。これらの課題への対応として、2024 年度の

全学・自己点検評価報告書において、教学会議・各学部・短期大学部を中心とした行動計画を策定した（資料 2-7）。

評価項目⑥に記載のとおり、2025 年度は、既存のアセスメント・プランを改定したほか、外部アセスメント（GPS-

Academic）を導入し、実施した（資料 4-22）（資料 4-24）。各学部・学科においては、教学会議が中心となって、

収集したデータの分析方法や活用方法について検討を進めている段階にある。また、研究科における学習成果の可

視化については、基準５に記載したとおり、各研究科における入学定員が少ないことから、検証に資する十分なデー

タの蓄積には一定の期間を要する状況にある。このため、現状を把握するための仕組みを整備し、学習成果の把握・

評価に資する分析可能なデータの蓄積を進めていく必要がある。 

これらの取組みと並行して、大学設置基準の改正への対応、学習成果の可視化等の教学マネジメント指針への対

応などを速やかに行う必要があることから、2027 年度カリキュラム改編に向けた検討を進めている。 

2024 年度は、2027 年度カリキュラム編成の方向性及び骨子を決定し、３つのポリシー策定のための全学的と

しての基本的な考え方や、学修者本位の学びと質保証及び持続可能な教育活動を展開していくための基本的な枠

組みを確認した。３つのポリシーの見直しにあたっては、学習成果の可視化を念頭に置き、到達度を測る方法・指標

を設定できるよう、ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーの各項目の対応関係を整理した。なお、この骨子に

ついては、教学会議に提示したうえで、部局長会議に上程した（資料 4-33）。2025 年度は、カリキュラム改編に向

けた諸課題について年間を通じて検討し、編成方針のブラッシュアップを図るとともに、教学会議を通じて改編作業

に着手した。学位プログラムとして大学共通科目等の教養教育と学科専門科目の一体化を図ることを決定し、基本

方針を策定した。このことを踏まえ、2025 年度末までにディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを整理した。 

基本方針に基づき、各学科において、学科教育の特性（資格対応、実習授業）などを勘案し、40 単位を超えた履

修ができないことを一つの目安とすることの検討を進めている。大学設置基準における単位の実質化の改正に対応

し、これまで半期週２回の授業で２単位としていた外国語科目については、2027 年度から４単位として取扱うことと

した（資料 4-34）。 

これらのことを踏まえ、2026 年度は、2027 年度からの具体的な教学展開に向け、実務的な作業及び調整を進
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めている。 

 

以上のとおり、教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行っている。また、その結果

をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っている。 

ただし、以下の点については、課題がある。 

   （１）学位授与方針に明示した学生の学習成果については、学位プログラム共通の指標が公表された段階にある。

これまでの学科の主体的な取組みに加えて、学習成果の把握及び教育改善について、全学的な仕組みを確

立する必要がある。 

 

 

２．特色や強み、理念・目的の実現に向けた積極的な取組み等 

(１)「文学部強化プロジェクト」を通じた国家資格「登録日本語教員」養成課程の設置 

文学部では 2024 年度に「文学部強化プロジェクト」による取組みを通じて、道内大学では初となる「登録日本語

教員養成機関」及び「登録実践研修機関」として認められ、2026 年度から「日本語教員養成プログラム」を開始す

ることとなった。この取組みは、ミッション・ステートメントに掲げる「移りゆく時代の中で、地域・社会・世界の諸情勢に

絶えず目を向け、その中における北星学園大学の存在意義を確認し、本学の果たしていく役割を考え、実践すること

を目指します。」に寄与するものである。  
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３．課題、改善のための行動計画 

【 継 続 】 

課 題 １ 

大学・短期大学部における、学位授与方針に明示した学生の学習成果については、学位プログラム

共通の指標が公表された段階にある。これまでの学科の主体的な取組みに加えて、学習成果の把

握及び教育改善について、全学的な仕組みを確立する必要がある。 

行 動 計 画 

＜2024～2025 年度＞ 

（１）教学会議 

① 「学習成果の可視化に関する改善計画書」に基づき、改善・向上のための取組みを進める。 

② 行動計画の進捗状況を踏まえ、対応に遅れがみられる場合には、より具体的な行動計画を策定

し関係組織への周知・浸透を図るなど、改善活動を推進する。 

 

（２）学部、短期大学部  

① 教学会議と連携して取組みを進める。 

 

（３）自己点検評価・内部質保証委員会 

① 組織別・自己点検評価報告書を踏まえ、全学的な観点から点検評価を行う。 

 

＜2026 年度以降＞ 

（１）教学会議 

  ① 2027 年度カリキュラム改編における学位プログラムごとのアセスメント・プランの検討及び作

成を統括する。 

  ② 学位プログラムごとの評価・調査の進捗管理や結果の集約を行う。 

 

（２）学部・学科 

  ① ディプロマ・ポリシーに即した学位プログラムごとのアセスメント・プランを作成する。 

  ② 学位プログラムごとのアセスメント・プランに基づき、学習成果の可視化を図る。 

  ③ 可視化した学習成果を適切に教育改善の点検評価に活用する。 

 

（３）自己点検評価・内部質保証委員会 

  ①組織別・自己点検評価報告書を踏まえ、全学的な観点から点検評価を行う。 

 

【 継 続 】 

課 題 ２ 

研究科における学習成果の可視化に関する取組みについて、学位プログラム共通の指標が公表さ

れた段階にある。現時点では十分な検討が困難であることから、現状を把握するための仕組みを

整備し、分析可能なデータの蓄積を進めていく必要がある。 

行 動 計 画 

＜2024～2025 年度＞ 

（１）教学会議 

①「学習成果の可視化に関する改善計画書」に基づき、改善・向上のための取組みを進める。 

② 行動計画の進捗状況を踏まえ、対応に遅れがみられる場合には、より具体的な行動計画を策定

し関係組織への周知・浸透を図るなど、改善活動を推進する。 

 

（２）研究科 

① 教学会議と連携して取組みを進める。 

 

（３）自己点検評価・内部質保証委員会  

① 組織別・自己点検評価報告書を踏まえ、全学的な観点から点検評価を行う。 

 

＜2026 年度以降＞ 

（１）研究科 

  ①学習成果の把握・評価に資する分析可能なデータの蓄積を進める。 
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４．根拠資料 

（１）学外公開資料（大学公式ウェブサイトや学科サイト等でウェブ公開された資料等） 

資料 4-4 教育研究目的と教育方針 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 4-8 大学学則別表 

資料 4-9 大学院学則別表 

資料 4-10 短期大学部学則別表 

資料 4-11 シラバス検索 

資料 4-13 北星学園大学における、ICT 教育の取り組み | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 4-14 キャリアデザインプログラム | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 4-15 授業評価アンケート | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 4-21 文学研究科 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 4-22 北星学園大学アセスメント・プラン 

資料 4-28 基礎力養成塾 | 北星学園大学 経済学部 経済法学科 

資料 4-32 学生生活実態調査 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 4-33 卒業後動向調査 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

 

（２）学内公開資料（教職員ホームページや n☆star 等で学内共有された資料等） 

資料 4-1 履修ガイド（大学） 

資料 4-2 履修ガイド（大学院） 

資料 4-3 履修ガイド（短期大学部） 

資料 4-6 カリキュラム・マップ 

資料 4-7 授業科目の履修等に関する規程 

資料 4-12 入学前教育結果報告書 

資料 4-16 2024.02.27 授業評価アンケート FD 

資料 4-17 講義要項（シラバス）作成の手引き 

資料 4-18 GPA 制度に関する規程 

資料 4-19 北星学園大学 学位規程 

資料 4-20 大学院（博士課程）学位論文審査実施要領 

資料 4-21 北星学園大学短期大学部 学位規程 

資料 4-25 2026.2.25「GPS ｰ Academic 受検結果報告と今後の活用について」FD 

資料 4-26 2025.2.27「カリキュラム編成上の重点と留意点：『DP の再編成』『学修者本位』『学位プログ

ラムの質保証』を見据えて」FD 

資料 4-28 2025.2.27 「社会福祉学研究科の次期カリキュラム改編と学生募集に向けてー社会福祉学専

攻 WG の検討結果からー」FD 

資料 4-29 2026.3.12「社会福祉学研究科の魅力を伝えるために」FD 

資料 4-31 卒業時アンケート 
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（３）その他の資料（印刷物、学科 Moodle、会議資料、閲覧制限のあるウェブ公開資料等） 

資料 4-5 「共通科目の位置づけに係る学科の CP の確認について【ご依頼】」（2026.8.19 教学会議） 

資料 4-23 「学習成果の可視化の具体策について」（2023.7.5.教学会議） 

資料 4-24 「2025 年度 後期 GPS-Academic の実施について(案)」（2025.10.22.教学会議） 

資料 4-33 「次期カリキュラム改編編成方針について(案)」(2025.2.19.教学政策会議)  

資料 4-34 「卒業単位表（卒業に必要な最低単位数） 2027 年度入学生適用」(2025.2.19.教学政策会議)  
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基準５ 学生の受け入れ 

１．現状分析 

評価項目① 学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。 

評価の視点 

１．学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学生の受け入れ方針の適切な設定及び公表 

２．下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の設定 

・ 入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像 

・ 入学希望者に求める水準等の判定方法 

全学、学部、学科及び専攻ごとに、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーを踏まえたアドミッション・ポリ

シーを定め、大学公式ウェブサイト、受験生 Web、入試ガイドブック等を通して公表している（資料 4-4）（資料 5-1）

（資料 5-2）（資料 5-3）。 

 

具体的な入学者選抜方法と基本方針についても受験生 Web や入試要項に明示し、入学希望者が理解しやすい

ように配慮している。そのほか、オープンキャンパスなどで実施する学科説明や模擬授業、個別相談等を通して、入

学希望者のミスマッチを防ぐための機会を設けている（資料 5-4）。 

 

以上のとおり、学生の受け入れ方針を定め、公表している。 

 

 

評価項目② 学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に整備し、

入学者選抜を公正に実施しているか。 

評価の視点 

１．学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び入学者選抜制度の適切な設定 

２．授業その他の費用や経済的支援に関する情報提供 

３．入試委員会等、責任所在を明確にした入学者選抜実施のための体制の適切な整備 

４．公正な入学者選抜の実施 

５．入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜の実施 

学生募集の取組みとしては、 各種募集広告（雑誌、新聞、ポスター等）、 入試ガイドブック、学科パンフレット等の

作成（Web 広報含む）、高校訪問のほか、本学に興味を持つ⽣徒に直接情報を提供できる貴重な機会である⼤学

説明会・⾼校ガイダンスを実施している。また、高大連携プログラムの取組みの一つである高大ブリッジ講義では、

180 のテーマを用意している（資料 5-5）。この取組みでは、将来、大学へ進学する高校生に「学び」とはどういうも

のなのか、さまざまな「知と技」に触れる機会を提供している。そのほか、年３回のオープンキャンパスに加えて、大学

を気軽に見学できる HOKUSEI OPEN DAY（保護者向けの進学セミナー、総合型選抜対策セミナーを含む）など

の学内イベントを開催している（資料 5-4）。大学院では、毎年度の６月に開催する大学院進学説明会において、各

専攻の教員が参加した説明会と個別の相談会を実施しており、それぞれの入学希望者の相談に応じている（資料

5-6）。 

また、2025 年度春より、2026 年４月に開設する国際学部グローバル・イノベーション学科の学生募集の取組み

を実施した（資料 5-7）。あわせて、既存学科についても学生募集の強化を図った。これらの取組みにあたって、各

学科における適正な競争力及び入試倍率を維持しつつ、４年間を見据えた各学科の収容定員との整合性を考慮し、

入学定員及び予算編成上の定員を踏まえた入学者の確保を目指した。その結果、昨年度よりも多くの志願者数を

確保し、入学定員を満たす入学者を確保した。 
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入学者選抜制度としては、一般選抜、共通テスト利用選抜、学校推薦型選抜、総合型選抜、特別入学者選抜（社

会人・帰国生徒・外国人留学生）、編入学者選抜（推薦・一般）、大学院入試を設定している（資料 5-3）。2020 年

度から実施している総合型選抜では、大学や各学科のポリシーを十分に理解してもらうため、２段階の選抜を行い、

１段階目の選考において、３つのポリシーを踏まえた「学修計画書」を提出することを求めている。なお、2025 年度

入学者選抜から、大学全学部学科を対象として、３月上旬に「一般選抜（Ⅱ期）」を新たに実施した（資料 5-8）。 

さらに、一般選抜（Ⅰ期）については、2025 年度に、2027 年度入学者選抜の試験日程を従来の３日間から２日

間へと短縮するとともに、最大併願数を変更することを決定した（資料 5-8）。これにより、英文学科と情報科学科の

組み合わせを除くすべての学科（最大８学科）を併願することが可能となった。これらの変更によって複数併願の機

会を確保するとともに、受験生の時間的負担の軽減を図っている。 

 

入学料、授業料、実習費など入学にかかる費用に関する情報については、大学公式ウェブサイト、入試ガイドブッ

ク及び入試要項に掲載している（資料 5-2）（資料 5-３）（資料 5-９）。また、入学後の経済的支援として、日本学生

支援機構奨学金（貸与型)、高等教育の修学支援制度（給付・減免）のほか、本学独自の奨学金（成績優秀者学業奨

励賞、受験生対象の奨学金として入試成績特別奨学賞など）や学費減免制度を設定し、オープンキャンパスや進学

相談会において経済的支援を必要とする入学希望者やその保護者に直接説明する機会を設けている（資料７-19）。 

また、2026 年度に新たに設置される国際学部では、海外または国内で国際的な活動を行う学生を対象に、返済

不要な留学等支援奨学金を支給するとしている（資料７-20）。 

 

入学者選抜の実施体制については、入学試験センターが「入学試験センター規程」に基づき、具体的な企画及び

その実施の統括を実施している（資料 3-11）。入学試験センター長は、副学長の命を受け、入学試験センターの業

務及び管理運営を総括している。また、センターの運営を担う入学試験センター運営委員会は、入学試験センター長

及び各学科、研究科に所属する教育職員から各１名と入試課長で構成されている。各種選抜の基本方針や改革案

について協議し、教学政策会議及び教学会議にて検討・決議を行い、時局に迅速に対応する体制をとっている。 

 

公正な入学者選抜として、学生募集段階における公正、出願手続き段階における公正、試験実施時の公正、合否

判定における公正などを考慮する必要がある。 

学生募集段階における公正として、本学の掲げる理念・目的を実現するために学生の受け入れ方針（アドミッショ

ン・ポリシー）を定め公表し、入試要項において各種選抜試験の実施要領を明記している（資料 5-1）。また、オープ

ンキャンパスや進学相談会などの機会を使い、志願者のミスマッチを防ぎ、適切な学科選択を促している。 

出願手続き段階における公正として、Web 出願を導入しており、多様な環境から公正な出願手続きを行うことが

できる体制を整えている（資料 5-10）。また、出願書類から志願者の氏名、年齢、性別、出身校、住所や調査書に記

載された内容など多くの情報が入手されるが、それらの情報の取り扱いに留意している。 

試験実施時の公正として、入学者選抜は「入学試験実施規程」に基づき、入試要項に従い実施している（資料 5-

3）（資料 5-11）。入学志願者の多様な能力をできる限り多面的・総合的に評価できるよう、各種の客観式、記述式

の検査方法を組み合わせることにより、入学志願者の自ら学ぶ意欲や思考力・判断力・表現力等を適切に判断でき

るように工夫している。また、試験問題の作成や点検にあたり、問題の漏洩が起こらないように厳重な管理体制を敷

いている。さらに、2027 年度入試からは、入学試験センター委員の確認に加えて外部業者にも事前点検を依頼し、

出題内容の確認体制を強化することとしている。そのほか、試験時も、受験生の不正行為を未然に防止するため、受
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験生の座席の配置など試験室の設定の際の配慮、受験生の所持品の確認、試験室内の巡視を十分に行うことなど

に努めている。 

合否判定における公正として、特定の個人の恣意的な判断により合否判定が歪められることのないよう、入学試験

センター運営委員会が受験者別得点順一覧表を作成し、入学試験センター長が合格者決定案を決定したうえで、各

学部長及び各研究科長に提出している。その案を基に教授会が合格者名簿を作成し、学長が合格者を決定すること

となっており、中立・公正な意思決定のための体制を確立している。 

 

合理的配慮については、入学前の大学説明会、オープンキャンパス、個別相談の機会において、実質的な訪問や

電話などにも対応し、情報提供を行っている。 

受験にあたっては、入試要項に受験上及び修学上の配慮が必要な志願者への案内文を掲載している。志願者か

らの事前相談に基づき、入試課と学科でその取扱いについて協議を行い、入学試験センター長が合理的な配慮の

方法を決定することで、入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜の実施体制を整備してい

る（資料 5-3）。入学者選抜時の配慮だけでなく、入学後の配慮についても本学のアクセシビリティ支援室の活動を

周知し、具体的な配慮策についても講じている。 

 

以上のとおり、学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に整備し、入

学者選抜を公正に実施している。 

 

 

評価項目③ 適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適

正に管理しているか。 

評価の視点 

１．入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理 

・ 入学定員及び収容定員の適切な設定 

・ 入学定員に対する入学者数比率 

・ 編入学定員に対する編入学生数比率 

・ 収容定員に対する在籍学生数比率 

・ 収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に関する対応 

本学の入学定員、編入学定員及び収容定員は、大学学則第７条、大学院学則第６条の２、短期大学部学則第２条

の２に定めている（資料 1-5）（資料 1-6）（資料 1-7）。 

 

また、入試結果（志願者・合格者）は受験生 Web を通じて公表している（資料 5-12）。 

2026 年度入学定員充足率は、以下のとおりである。 

学部 学科 
入学定員 

（人） 

入学者数 

（人） 

定員充足率 

（％） 

文学部 
英文学科 91 105 115.4 

心理・応用コミュニケーション学科 90 101 112.2 

経済学部 

経済学科 152 186 122.4 

経営情報学科 102 124 121.6 

経済法学科 104 129 124.0 

社会福祉学部 
社会福祉学科 120 130 108.3 

心理学科 70 85 121.4 

国際学部 グローバル・イノベーション学科 95 124 130.5 
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文学研究科 言語文化コミュニケーション専攻（修士課程） 3 0 0.0 

経済学研究科 経済学専攻（修士課程） 4 1 25.0 

社会福祉学研究科 

社会福祉学専攻（修士課程） 4 0 0.0 

臨床心理学専攻（修士課程） 4 4 100.0 

社会福祉学専攻（博士課程） 2 2 100.0 

2026 年度入試では、国際学部グローバル・イノベーション学科の設置に伴い、各学科の入学定員の変更及び各

種選抜の募集人員配分の見直しを行った。結果として、各学科の入学定員充足率は 108.3～130.5％となった。特

に定員超過率 130.5％となった国際学部では、次年度の入試において、収容定員を踏まえた合否判定を行う必要

がある。 

 

2026 年度編入学者選抜については、一般・推薦の３年次編入学志願者は 46 名の前年比５名増加した（資料

5-12）。なお、国際学部グローバル・イノベーション学科(2026 年度開設)の設置計画において、2026 年度入学

生から英文学科の編入学定員を５名とし、新設学科を含む他学科の編入学定員を０名とした（資料 1-5）。また、他

学科は募集人員を若干名として編入学試験を継続し、各学科の収容定員充足状況に応じて入学者を受入れている。 

 

収容定員充足率は、大学公式ウェブサイトを通じて公表している（資料 5-13）。 

2026 年度収容定員充足率は、以下のとおりである。 

学部 学科 
収容定員 

（人） 

在籍者数 

（人） 

定員充足率 

（％） 

文学部 
英文学科 504 575 114.1 

心理・応用コミュニケーション学科 388 434 111.9 

経済学部 

経済学科 641 745 116.2 

経営情報学科 428 504 117.8 

経済法学科 457 535 117.1 

社会福祉学部 
社会福祉学科 485 503 103.7 

心理学科 285 335 117.5 

国際学部 グローバル・イノベーション学科 95 124 130.5 

文学研究科 言語文化コミュニケーション専攻（修士課程） 6 2 33.3 

経済学研究科 経済学専攻（修士課程） 8 3 37.5 

社会福祉学研究科 

社会福祉学専攻（修士課程） 8 6 75.0 

臨床心理学専攻（修士課程） 8 8 100.0 

社会福祉学専攻（博士課程） 7 6 85.7 

2026 年５月１日現在の収容定員充足率は、大学の各学科で概ね適正な水準となっている。一般選抜など試験

種別によっては、志願者の減少が顕著にみられていたことから、2025 年度入試から各種選抜の募集人員配分の

見直しや、受験機会の拡大（一般選抜Ⅱ期）といった改善を行った。 

 

短期大学部については、北海道内の 18 歳人口が著しく減少していることに加え、新型コロナウイルスの影響もあ

り、こうした情勢を多角的に検討した結果、学校法人北星学園は、2024 年２月 20 日に開催した理事会において、

北星学園大学短期大学部の学生募集を、2024 年度募集（2023 年度中に実施される 2024 年４月入学生対象

の入学試験）を最後に、2025 年度から停止した（資料 3-1）。現在、留年生のみが在籍している。 

 

大学院については、第２期認証評価に引続き、第３期認証評価おいても改善課題として、収容定員に対する在籍

学生数比率について指摘されている（資料 2-13）。このことを踏まえ、中長期計画の「強化・改革に取組む事柄」に
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反映したうえで、大学院の定員管理に関する改善計画書を策定した（資料 1-10）（資料 2-14）（資料 2-15）。改善

計画書には、改善目標を掲げたうえで、大学院の今後の在り方について基本方針として明示している。この方針に

従い、2025 年度から入学定員を縮小したうえで、大学院教育の充実や募集活動の強化に向けた取組みを進めて

いる。 

 

以上のとおり、適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に管

理している。 

ただし、以下の点については、課題がある。 

   （１）大学院における定員管理について、社会福祉学研究科 臨床心理学専攻（修士課程）を除く全ての専攻で、

2025 年度以降の収容定員を減員した。引き続き大学院教育の充実及び募集活動の強化に向けた取組み

を進めるとともに、収容定員充足率の検証を継続的に行い、大学院の今後のあり方について検討する。 

 

 

評価項目④ 学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果を

もとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点 

１．適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

２．点検・評価結果に基づく改善・向上 

・ 前回の組織別・自己点検評価報告書に記載した行動計画に関する取組状況 

・ 新規事業または特殊事業の企画書に関する取組状況 

・ 全学・自己点検評価報告書において策定した行動計画に関する取組状況 

点検評価に基づく改善・向上の取組みは、以下のとおりである。 

 

（１）各組織の定期的な点検・評価 

各組織は、その所掌事項について点検評価を毎年度実施し、必要に応じて改善方策を策定のうえ、報告書を自己

点検評価・内部質保証委員会に提出している。 

社会福祉学研究科社会福祉学専攻では、2024 年度から遠隔授業を導入している。２０２０年度以降のコロナ禍

における遠隔授業の経験を踏まえ、日常的な授業・指導展開は全体的にスムーズに行われている。また、特に社会

人入学生などにとっては、札幌近郊以外の勤務・居住地におりながらも、本学研究科の受講ができるようになり、利

便性が大きく向上したと考えられる。今後は、道内外の社会人志願者を募るための効果的な方策を検討していく。ま

た、基準４でも述べたとおり、2025 年度は、「社会福祉学研究科の魅力を伝えるために」と題した研究科 FD を実

施した（資料 4-29）。この FD では、次期カリキュラム改編の実施に向け、社会福祉学専攻に在籍する大学院生に

対するアンケート調査の結果を報告・共有した。そのほか、学外広報について、臨床心理学専攻も併せて、大学院ホ

ームページや情報発信の在り方について意見交換を行った。 

文学研究科では、社会人の潜在的志願者にアピールする教育研究環境の整備を目指し、2026 年度から遠隔授

業の導入を決定した。導入にあたっては、授業の開講形式、履修に関わる教務事務上の手続き、周知の方法等につ

いて具体的な検討を行った。これらを踏まえ、各科目における遠隔授業への対応可能状況を開講科目一覧に掲載す

るとともに、各科目における遠隔授業の実施方法及びその決定に至るまでのプロセスをシラバスに記載した（資料

4-11）。また、「文学研究科における今後のカリキュラムのあり方」をテーマとした文学研究科 FD を実施し、「志願者

の減少」という問題提起を踏まえ、研究科の現状確認及び意見交換を行った（資料 5-14）。 
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経済学研究科では、2024 年度に FD を実施し、社会人入学者の確保に向けた授業形態等について、議論を行

った（資料 5-15）。2025 年度は、学内外からの進学者の掘り起こしを図るため、魅力ある大学院教育の充実と大

学院確保に向けた方策の検討を目的とした FD を実施した（資料 5-16）。これらの FD では、学部生及び社会人入

学者の募集に向けた方策や課題解決のためのアイデアについて、意見交換及び検討を行った。今後は、学内外から

の進学者の掘り起こしに向けた具体的な方策について検討していく。 

そのほか、全研究科における取組みとして、学内の潜在的な志願者を発掘するため、学習サポートセンターとの情

報共有及び連携を図っている。具体的には、同センターによる学習支援プログラムのうち、「大学院進学準備セミナ

ー」や同セミナー特別企画「大学院生に聞いてみよう！」や「論文リレー勉強会」など、大学院に関するイベントの開催

情報を学部生に案内するとともに、これらのイベントへの参加学生について、同センターとの情報共有を行っている

（資料 5-17）（資料 5-18）。 

入学試験センターでは、2024 年度は、新入試制度について具体的に実施体制を整え、新学習指導要領に則した

出題や一般選抜（Ⅱ期）に対応した Web 出願システム機能を追加し、合否判定に係わるシステムの改修を行った。

2025 年度は、入試広報について、高校生の大学等進路選択の早期化を踏まえ、実施内容の検証を行った。

HOKUSEI OPEN DAY（施設見学を含む大学の概要説明）をオープンキャンパスとして実施することなど、2026

年度に向けた学内イベントの見直しを行った。 

教学政策会議では、2025 年入学者選抜における一般選抜Ⅱ期入試の導入を立案し、部局長会議へ上程した。

検討にあたっては、本学の志願者状況や他大学の志願状況を分析し、入学者選抜状況の点検・評価に活用した。結

果として、2025～2026 年度の２年間は、入学定員を満たす入学者を確保することができた。今後はこの導入した

新たな選抜者制度を継続させるための対応が必要である。 

また、2024 年度をもって一般選抜の青森試験会場を廃止したが、入試実施体制上に大きな混乱は生じず、東北

地方からの入学者も一定数確保することができた。 

2025 年度は、評価項目②に記載のとおり、一般選抜（Ⅰ期）における入試日の設定及び複数学科併願制度の改

革について、入学試験センターに検討を依頼した。入学試験センターから示された改革案については、教学会議を

通じて情報共有を行ったうえで、最終的に教学政策会議から部局長会議へ上程した。 

 

（２）全学の定期的な点検・評価 

本基準に関連して、以下のとおり、中長期計画で 2030 年 Milestone（中期目標）を掲げている。また、アクショ

ンプランに従い、運営計画・運営総括の作成を通じて年度ごとに点検評価を行い、改善・向上に向けた取組みを行っ

ている（資料 1-10）。2025 年度の取組状況は、2025 年度運営総括に記載のとおりである（資料 1-12）。 

⚫ 学園内３高校での学びを大学に接続する仕組み（入試制度を含む）を確立する。 

⚫ アドミッション・ポリシーに沿った入学者選抜を行うための入試制度と広報体制を確立する。 

⚫ 短期大学部から３年次編入学生を確保するための方針の決定と取組みを実施する。 

⚫ 適切な編入学定員を設定する。 

⚫ 学びの内容・通い易さ等の両面において社会人のニーズに適した教育プログラムと実施形態を確立する。 

⚫ 時間的・地理的制約を受けずに、十分な水準の教育を受けられる教育システムや入試制度を確立する。 

⚫ 適切な研究科の構成や入学定員を設定する。 

 

第３期認証評価において、大学院の収容定員充足率について、低い水準が継続している状況が見られることにつ
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いて指摘を受け、2023 年度の全学自己点検評価報告書において課題設定した（資料 2-7）（資料 2-13）。この課

題に対し、「大学院の定員管理に関する改善計画書」に基づいて教学政策会議、各研究科、広報委員会及び入学試

験センターを中心とした行動計画を策定した（資料 2-14）（資料 2-15）。2025 年度からは入学定員を減じるとと

もに、大学院教育の充実及び募集活動の強化に向けた取組を進めている。 

 

以上のとおり、学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っている。また、その結果をもとに改

善・向上に向けた取り組みを行っている。 

 

 

２．特色や強み、理念・目的の実現に向けた積極的な取組み等 

なし 

 

 

３．課題、改善のための行動計画 

【 継 続 】 

課 題 １ 

大学院における定員管理について、社会福祉学研究科 臨床心理学専攻（修士課程）を除く全ての

専攻で、2025 年度以降の収容定員を減員した。引き続き大学院教育の充実及び募集活動の強化

に向けた取組みを進めるとともに、収容定員充足率の検証を継続的に行い、大学院の今後のあり

方について検討する。 

行 動 計 画 

＜2024～2025 年度＞ 

（１）教学政策会議 

  ① 必要に応じて、全学にまたがる事項に方針を立案し、部局長会議に上程する。 

 

（２）研究科・広報委員会・入学試験センター 

① 「大学院の定員管理に関する改善計画書」に基づき、改善・向上のための取組みを進める。 

 

（３）自己点検評価・内部質保証委員会 

  ① 組織別・自己点検評価報告書を踏まえ、全学的な観点から点検評価を行う。 

 

＜2026 年度以降＞ 

(1)研究科・広報委員会・入学試験センター 

① 定員変更後の収容定員充足率について、点検を行う。 

② 収容定員を充足・維持させるための具体的な方策を検討する。 

③ 広報の充実に向けた検討を進め、その内容を踏まえて実施する。 

 

 

 

 

４．根拠資料 

（１）学外公開資料（大学公式ウェブサイトや学科サイト等でウェブ公開された資料等） 

資料 5-1 3 つのポリシー | 北星学園大学 受験生 Web  

資料 5-2 デジタルパンフレット | 北星学園大学 受験生 Web 

資料 5-3 入学試験要項 [大学] | 北星学園大学 受験生 Web 

資料 5-4 オープンキャンパス | 北星学園大学 受験生 Web 
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資料 5-5 高大連携プログラム | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 5-6 2025 年度（2026 年度入学試験）大学院進学説明会について | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部  

資料 5-7 国際学部グローバル・イノベーション学科の選抜について(予告) | 北星学園大学 受験生 Web 

資料 5-8 入学試験日程 | 北星学園大学 受験生 Web 

資料 5-9 学費・諸納付金 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 5-10 出願の流れ | 北星学園大学 受験生 Web 

資料 5-12 昨年度の入試結果・過去の入試問題 | 北星学園大学 受験生 Web 

資料 5-13 学生情報 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 5-18 北星学園大学 学習サポートセンター - 論文リレー勉強会 

 

（２）学内公開資料（教職員ホームページや n☆star 等で学内共有された資料等） 

資料 5-11 入学試験実施規程 

資料 5-14 2026.2.25「文学研究科における今後のカリキュラムのあり方について」FD 

資料 5-15 2024.12.11 経済学研究科 FD 

資料 5-16 2026.3.12 経済学研究科 FD 

資料 5-16 2026.3.12 経済学研究科 FD 

資料 5-17 大学院生に聞いてみよう！ 

 

（３）その他の資料（印刷物、学科 Moodle、会議資料、閲覧制限のあるウェブ公開資料等） 

なし 
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基準６ 教員・教員組織 

基準６ 教員・教員組織 

１．現状分析 

評価項目① 大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科等の教員組織の編

制に関する方針を明示しているか。 

評価の視点 

１．大学として求める教員像の設定              

・ 各学位課程における専門分野に関する能力、教育に対する姿勢等 

２．各学部・研究科等の教員組織の編制に関する方針の適切な明示 

本学は「求める教員像」を設定するとともに、「教育職員組織の編成方針」を策定し、教職員ホームページ及び大

学公式ウェブサイトへの掲載によって広く学内外に公表している（資料 6-1）。 

求める教員像では、「キリスト教（プロテスタント）に基づく教育に賛同でき、協力できる者」をはじめ、教育研究上

の業績及び能力や姿勢、３つのポリシーの実現に貢献できることなどを明記している。 

 

教育職員組織の編成方針では、「大学設置基準」「大学院設置基準」「短期大学設置基準」等の関連法令に基づき、

適切な教育職員を配置するとともに、収容定員に対する教育職員一人あたりの学生数に考慮した教育職員組織を

適切に編成することを明示している（資料 6-1）。 

また、専門分野について、教育上及び研究上の優れた実績を有し、指導能力と高い見識があると認められる教員

により編成し、職位、年齢、性別に考慮した適正な教育組織を編成することに加えて、主要授業科目の担当、教育職

員の募集・採用・昇格、教育内容の改善のための組織的で体系的な研修等について定めている。 

 

以上のように、大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科等の教員組織の編制に関

する方針を明示している。 

 

 

評価項目② 教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、適切に教員組織を

編制しているか。 

評価の視点 

１．大学全体及び学部・研究科等ごとの専任教員数 

２．適切な教員組織編制のための措置 

・ 教員組織の編制に関する方針と教員組織の整合性 

・ 各学位課程の目的に即した教員配置 

・ 国際性、男女比 

・  特定の範囲の年齢に偏ることのないバランスのとれた年齢構成への配慮 

・教育上主要と認められる授業科目における専任教員（教授又は准教授）の適正な配置 

・ 研究科担当教員の資格の明確化と適正な配置 

・ 教員の授業担当負担への適切な配慮 

３．教養教育の運営体制 

大学・短期大学部の専任教員は、大学設置基準、大学院設置基準及び短期大学設置基準に基づき、適切な人数

を配置している（資料 6-2）。 

また、大学設置基準の改正により導入された基幹教員制度については、2026 年度に開設する国際学部の設置

届出にあたり基幹教員を確認し、大学公式ウェブサイトへの掲載し、公表している（資料 6-3）。 
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大学院における教員組織の編成は、すべての教員が研究指導教員となっており、いずれの専攻においても大学院

設置基準上必要とされる研究指導教員数及び研究指導補助教員数の基準数計を満たしている。 

 

2025 年度において、大学では、専任教育職員 115 人の内、外国人教員は 14 人（12.2％）であり、男女比は、男

性 88 人（76.5％）、女性 27 人（23.5％）となっている（資料 6-４）。短期大学部では、専任教育職員 16 人の内、

外国人教員は４人（25.0％）であり、男女比は、男性 10 人（62.5％）、女性６人（37.5％）となっている（資料 6-5）。 

 

2025 年５月１日現在における専任教員の年齢構成は、大学基礎データ（表５）／短期大学基礎データ（表５）のと

おりである。大学においては、29 歳以下が０人、30～39 歳が 11 人（9.6％）、40～49 歳が 27 人（23.7％）、50

～59 歳が 34 人（29.8％）、60～69 歳が 42 人（36.8％）、70 歳以上が０人となっている。短期大学部において

は、29 歳以下が０人、30～39 歳が１人（6.3％）、40～49 歳が３人（18.8％）、50～59 歳が６人（37.5％）、60

～69 歳が６人（37.5％）、70 歳以上が０人、となっており、いずれも幅広い年代の教員により構成されている（資料

6-6）(資料 6-7)。 

 

主要授業科目については、編成方針において、「教育展開上主要と認められる授業科目については、原則として

専任の教育職員が担当する。」と定めている（資料 6-1）。上述の基幹教員制度に関する議論において、主要授業科

目についても整理した。学科専門分野の導入基礎となる必修の入門授業科目、各学科における基礎演習科目、専門

演習科目、卒業研究科目、卒業論文科目など、学科の核となる専門教育科目については、専任教員を適切に配置し

ている（資料 6-3）。 

なお、短期大学部の教員においては、2025 年度以降の学生募集停止を決定していることから、2025 年度は、

短期大学部 1 年次配当科目の一部を非開講とし、２年次配当科目を中心に担当した。また、2024 年度に開催され

た「人事配置計画プロジェクト会議」に基づき、2025 年度からの異動先が決定し、大学の大学共通科目、外国語科

目、学科専門科目等を担当した。あわせて、異動先の学部・学科・部門との情報共有を行い、2026 年度の担当科

目等を調整した（資料 3-1）。 

 

大学院の研究指導教員の選考及び決定ついては、「大学院担当教員の選考に関する規程」に定めるとおり、当該

研究科長が研究科委員会の議を経て行っている（資料 6-8）。また、業績審査の基準は、「大学院担当教員の選考

に係る業績審査の基準に関する申合わせについて」において研究科ごとに設定し、研究指導教員に求める資格を明

確にしている（資料 6-9）。 

 

教員の授業担当負担については、大学評議会における申し合わせ「大学及び短期大学部の教育研究体制に係る

基準等について」に基づき、大学の授業科目のみを担当する者の持ちコマ数は通年で５コマ以上、大学の授業科目

以外に大学院の授業科目も担当する者の持ちコマ数は、大学及び大学院の授業科目を合わせて通年で８コマ以内

としている。また、役職者の負担軽減のため、それぞれ持ちコマの上限を定めている（資料 6-9）。学部長は学部の

授業科目のみを担当する場合は通年で３コマまでとし、大学院修士課程の授業科目を担当する場合は４コマまで、

博士〔後期〕課程の授業科目を担当する場合は５コマまでとしている。スミス・ミッションセンター部長及び学生部長

は大学の授業科目のみを担当する場合は通年で４コマまでとし、修士課程及び博士〔後期〕課程の授業科目を担当

する場合は５コマまでとするほか、チャプレンの持ちコマは３コマを超えないものとしている（資料 6-10）。 
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なお、2027 年度カリキュラム改編においては、授業展開における教育の質の向上及び持続可能な教育展開を行

うため、科目の精選と統合を進めていくこととした。これを受け、教学政策会議と企画運営会議による合同会議を開

催し、次期カリキュラム改編における専任教員（基幹教員）の持ちコマ等の整理について検討した（資料 6-11）。あわ

せて、コマ数の設定については、学部・学科の教育特性に応じて幅を持たせる対応や、大学院科目の負担への対応

など、別途検討が必要であることを確認した。 

 

教養組織の運営体制については、大学では、大学共通科目（人間科学、人文科学、自然・数理科学、社会科学、地

域と世界、キリスト教学、キャリア支援、外国語）を置き、全学部の学生を対象として教養教育を展開している。大学

共通科目の内、外国語分野は言語教育部門が担い、その他の分野は共通科目部門によって運営されている。（資料

2-2） 

 

以上のように、教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、適切に教員組織を編制し

ている。 

 

 

評価項目③ 教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。 

評価の視点 

１．教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、採用、昇任等に関する基準及び手続の設定と規程の

整備 

２．規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実施 

教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、採用、昇任等に関する基準及び手続は、「教育職員の採用及び

昇格の選考に関する規程」に定めるとおりである（資料 6-12）。募集については、公募を原則とし、募集要項には応

募資格として、「キリスト教（プロテスタント）に精神的基盤を置く本学の教育方針に賛同できること」と明記している

（資料 6-13）。 

 

例えば、2026 年４月１日付けで新規採用とした専任教員８名については、規程に基づき採用選考小委員会を設

置し、報告された採用候補者案を受けて教授会において無記名投票を行い、学長にその決定を内申し、常任理事会

において採用が承認されている。 

ただし、定年齢 65 歳で専任教員を退職後、特別専任教員で採用する場合の手続については、「教育職員の採用

及び昇格の選考に関する規程」とは異なる慣例によっている。 

昇格については、昇格候補者において昇格が予定される職位以上の教員が選考小委員会の委員となることによ

って公正性及び適正性を担保している。 

  

以上のとおり、教員の募集、採用、昇任等を適切に行っている。 

ただし、以下の点については、課題がある。 

     （１）定年齢 65 歳で専任教員を退職後、特別専任教員で採用する場合の手続きについては、「教育職員の採用

及び昇格の選考に関する規程」とは異なる慣例によっている。そのため、改善に向けた具体的な行動計画や

運用・規程の見直し等を検討する必要がある。 
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評価項目④ ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動を組織的かつ多面的に実施し、教員の資質

向上及び教員組織の改善・向上につなげているか。 

評価の視点 

１．ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動の組織的な実施 

２．教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用 

ファカルティ・ディベロップメント（以下「FD」という）については、大学学則第３条の２第Ⅱ項、大学院学則第３条の

２第Ⅱ項、短期大学部学則第１条の３第Ⅱ項において、授業及び研究指導の内容並びに方法の改善を図るため、組

織的な研修及び研究の実施に努めることを明示している（資料 1-5）（資料 1-6）（資料 1-7）。 

この規程に基づき、「ＦＤ・ＳＤに関する規程」を定め、ＦＤ・ＳＤ委員会を設置している（資料 6-14）。 

ＦＤ・ＳＤ委員会は、「北星学園大学 求める教職員像及び人材育成の目標・方針」に基づき、全学的なＦＤ・ＳＤの基

本方針を体系的に策定し、これを推進するとともに、全学的な観点から本学のＦＤ・ＳＤの実施体制及びその内容に

ついて点検・評価し、ＦＤ・ＳＤの実施組織に対して適切な助言・指導を行い、管理・把握・調整することを任務とする

（資料 6-15）。この任務に従い、2023 年４月に「北星学園大学における FD の基本方針」を定め（同年 10 月に改

訂）、この方針に基づき FD 活動を組織的に実施している。また、FD 実施方針として、「本学の FD は、①大学、②

研究科・学部・学科・部門・センター等、③教育職員個人、という３つの層が有機的な関りを持ちながら、ＦＤ・ＳＤ委員

会を中心として推進するものとする。特に研究科・学部・学科・部門 （教職課程センター含む）においては、学位授与

の方針（ディプロマ・ポリシー）で示した人材の育成に向けて、主体的に FD に取り組むものとする。」と明示している。

2025 年度は、教職員を対象とした FD に係るアンケートを実施し、その結果を参考として FD を「トピック」×「層」

にすることで体系化を試み、層はそれぞれ①マクロ、②メゾ、③ミクロの３つに分類した。また、「授業改善」「ICT の

活用」「カリキュラム設計・教育課程編成」「その他」というトピックでマトリクスを作成し、FD の実施状況を確認した。

あわせて、基本方針についても「トピック」×「層」を取り入れた内容に改訂した（資料 6-16）。 
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この方針に基づき、2025 年度は以下のとおり FD 活動を組織的に実施した。 

トピック マクロ メゾ ミクロ 

授業改善 

・教学政策会議：2025 年度

GPS アカデミック結果の報告 

・学園内教育連携委員会：普通

高校で求められる合理的配慮 

・学生が安心して学べる環境づ

くり・授業の国際化 FD 

－ 
・モデルティーチング顕彰者に

よる FD①・② 

ICT の活用 － 
・経済学部 FD：DX・AI 時代の

経済学部 
－ 

ｶﾘｷｭﾗﾑ設計・教育課程編成 － 

・経営情報学科 FD：情報分野の

カリキュラム検討 

・経済学科 FD：カリキュラム改

編の方向性 

・短大英文学科 FD：教育の質向

上 

・経済法学科 FD：カリキュラム

改編、DP の見直し 

・言語教育部門 FD：今後の海外

事情のあり方 

・共通科目部門 FD：研究分野の

共有と情報交換 

・社会福祉学研究科 FD：2027

年度カリキュラム改編 

・教職課程センターFD：今後の

教職カリキュラムの方向性 

・文学部 FD：日本語教員養成プ

ログラム 

・文学研究科 FD：カリキュラムの

あり方 

・社会福祉学科 FD：カリキュラム

検討と学科教育の共有 

・心理・応用コミュニケーション学

科 FD：2027 年度カリキュラ

ム改編 

・英文学科 FD：英文学科強化

案、2027 年度カリキュラム改

編 

・経済学研究科 FD：改善計画を

踏まえた今後の方向性 

－ 

その他 － － － 

 

なお、2026 年度には、以下の FD を予定している。 

    ・モデルティーチング顕彰者 FD①・② 

    ・GPS アカデミック説明会と本学のアセスメント・ポリシーを理解する FD 

    ・知の総和答申に関する FD 

    ・第５期認証評価基準に関する FD 

2025 年度の実施内容を踏まえ、さらなる実質的な FD を継続して取組んでいく。 

 

本学は、教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価及びその活用に関する取組みとして、以下の活動を行っ
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ている。 

教育活動については、基準４で述べたとおり、隔年で学生による授業評価アンケートを実施し、その結果を各教員

が授業改善に役立てているほか、2014 年度から FD 委員会において、モデルティーチング顕彰を実施しており、

「モデルティーチング顕彰制度実施要項」に基づき、授業評価アンケート結果に基づくモデルティーチング実践教員を

顕彰している（資料 6-17）。 

また、教員評価については、学長を委員長とする教員評価委員会による検討が進められている。「研究活動」、「教

育活動」、「社会貢献」及び「管理運営」の４項目についてのデータを収集し、教員の総合評価を試験的に実施してい

る。集計結果については、配点表により単位×配点を評価項目別に個及び学部ごとに集計し、全教員の配点と学部

平均値を学内で公開しているため、教員は、相対的かつ客観的に自己の評価を把握することができる。一方で、文

部科学省が求める質的評価や 2019 年度に外部評価において意見として挙げられた人事考課への反映については、

今後の検討課題である。 

 

以上のとおり、ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動を組織的かつ多面的に実施し、教員の資質向上及び教

員組織の改善・向上につなげている。 

 

 

評価項目⑤ 教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに

改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点 

１．適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

２．点検・評価結果に基づく改善・向上 

・ 前回の組織別・自己点検評価報告書に記載した行動計画に関する取組状況 

・ 新規事業または特殊事業の企画書に関する取組状況 

・ 全学・自己点検評価報告書において策定した行動計画に関する取組状況 

点検評価に基づく改善・向上の取組みは、以下のとおりである。 

 

（1）各組織の定期的な点検・評価 

各組織は、その所掌事項について点検評価を毎年度実施し、必要に応じて改善方策を策定のうえ、報告書を自己

点検評価・内部質保証委員会に提出している。 

例えば、教員組織の点検評価は、部局長会議が全学的な教員配置等を含め点検しており、それを受けて各学部・

学科が欠員充足等にかかる採用及び昇格等の人事手続を計画的に進めている。学科・部門及び教職課程センター

では、各教員組織の構成を年度ごとに点検し、教授会又は教学会議に必要な欠員充足の要請を行っている。 

FD・SD 委員会では、①大学、②研究科・学部・学科・部門・センター等における FD 実施状況は、ＦＤ・ＳＤ委員会

の開催ごとに、各実施組織から提出される FD 実施報告書に基づき、点検評価を行っている。2023 年度は、「FD

の基本方針」の見直しを行うとともに、積年の課題であった授業評価アンケート結果に基づく授業改善に係る FD を、

インスティテューショナル・リサーチ委員会の協力のもと実施するなど、FD 活動を活性化させるための取組みを進め

た。また、評価項目④に記載のとおり、2025 年度は、教職員を対象とした FD に関するアンケートを実施し、その結

果を踏まえて FD を「トピック」×「層」とすることで体系化し、ＦＤ活動を組織的かつ多面的に実施した。このことを踏

まえ、2026 年２月に「FD の基本方針」を改訂した（資料 6-16）。今後は、「トピック」×「層」による FD 実施内容を

基盤とし、より体系的な FD のあり方について検討を進めるとともに、「トピック」については、運営計画や高等教育

56



基準６ 教員・教員組織 

政策の動向を考慮して FD の実施に活かしていく。 

 

2024 年度に、教員組織の適切性について全学的な観点からの点検評価を実施した結果、教育職員組織の編成

方針において、「教育展開上主要と認められる授業科目については、原則として専任の教育職員が担当する。」と定

めているが、具体的にどの授業科目が主要授業科目であるかは明確でないことが課題となっていた。課題への対応

として、2025 年度は、評価項目②に記載のとおり、大学設置基準の改正により導入された基幹教員制度について、

2026 年度に開設する国際学部の設置届出にあたり基幹教員及び主要授業科目について確認した。 

さらに、定年齢 65 歳で専任教員を退職後、特別専任教員で採用する場合の手続については、「教育職員の採用

及び昇格の選考に関する規程」とは異なる慣例によっていることが課題となっていた。課題への対応として、部局長

会議を中心とした行動計画を策定したが、2025 年度は、2024 年度に引続き、対応すべき事項が多岐にわたり、

十分な検討が難しい状況であった。 

 

（２）全学の定期的な点検・評価 

本基準に関連して、以下のとおり、中長期計画で 2030 年 Milestone（中期目標）を掲げている。また、アクショ

ンプランに従い、運営計画・運営総括の作成を通じて年度ごとに点検評価を行い、改善・向上に向けた取組みを行っ

ている（資料 1-10）。2025 年度の取組状況は、2025 年度運営総括に記載のとおりである（資料 1-12）。 

⚫ 学修者本位の教育を実現するために必要な組織的かつ体系的な FD 実施体制を確立する。 

⚫ 全教員のティーチング及びコーチングに対する適切な理解形成とそれらを実現するための ICT リテラシ

ーを形成する。 

⚫ 「教学マネジメント指針」や高等学校の新学習指導要領に対応した教育を推進しうる教職員組織を確立す

る（大学設置基準改正にも対応）。 

⚫ 教員の総合評価について、量的評価・質的評価を用いて総合的な観点から評価を行える体制を構築し、

その評価を用いて教員の教育研究の活性化及びその水準の向上につながる制度を推進する。 

⚫ 「教学マネジメント指針」を踏まえた授業科目の精選を行うことで、教員の持ちコマ基準と非常勤講師コマ

数の最適化を図りつつ、教育研究と経営のバランスが取れた教員定数を設定する。 

 

以上のとおり、教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っている。また、その結果をもとに改善・向上

に向けた取り組みを行っている。 

 

 

２．特色や強み、理念・目的の実現に向けた積極的な取組み等 

なし 
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３．課題、改善のための行動計画 

【 継 続 】 

課 題 １ 

定年齢 65 歳で専任教員を退職後、特別専任教員で採用する場合の手続きについては、「教育職

員の採用及び昇格の選考に関する規程 」とは異なる慣例によっている。 

行  動 計 画 

（１）部局長会議 

＜2025～2026 年度＞ 

① 規程と実態に付随する諸条件の具体的な課題について把握し、整理する。 

＜2026～2027 年度＞ 

② 教学的諸課題を考慮しつつ、課題を解消するための方策を検討する。 

＜2028 年度以降＞ 

③ ②に基づいて、改善・向上のための取組みを進める。 

    

（２）自己点検評価・内部質保証委員会 

＜2026～2028 年度＞ 

① 組織別・自己点検評価報告書を踏まえ、全学的な観点から点検評価を行う。 

 

 

４．根拠資料 

（１）学外公開資料（大学公式ウェブサイトや学科サイト等でウェブ公開された資料等） 

資料 6-1 求める教員像及び教育職員組織の編成方針 

資料 6-2 教員組織 

資料 6-３ 基幹教員数 

資料 6-13 教職員採用情報 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 6-15 求める教職員像及び人材育成の目標・方針 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

 

（２）学内公開資料（教職員ホームページや n☆star 等で学内共有された資料等） 

資料 6-4 学校基本調査＿学生教職員等状況表（大学） 

資料 6-5 学校基本調査＿学生教職員等状況表（短大） 

資料 6-6 大学基礎データ＿（表５）専任教員年齢構成（大学） 

資料 6-7 大学基礎データ＿（表５）専任教員年齢構成（短大） 

資料 6-8 大学院担当教員の選考に関する規程 

資料 6-9 大学院担当教員の選考に係る業績審査の基準に関する申合わせについて 

資料 6-10 大学及び短期大学部の教育研究体制に係る基準等について 

資料 6-12 教育職員の採用及び昇格の選考に関する規程 

資料 6-14 ＦＤ・ＳＤに関する規程 

資料 6-16 北星学園大学におけるＦＤの基本方針 

資料 6-17 モデルティーチング顕彰制度実施要項 

 

（３）その他の資料（印刷物、学科 Moodle、会議資料、閲覧制限のあるウェブ公開資料等） 

資料 6-11  「教学政策会議との合同会議における企画運営会議としての提案事項等」（2025.7.25.企画運営会議）  
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基準７ 学生支援 

１．現状分析 

評価項目① 学生が学習に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう、学生支援に関する大学

としての方針を明示しているか。 

評価の視点 

１．大学の理念・目的、入学者の傾向等を踏まえた学生支援に関する大学としての方針の適切な明示 

北星学園大学の基本理念に基づき、「見識を備え責任を自覚し、社会に貢献する独立人」の養成を実現するため

に、学生が自由に真理を探求し、充実した豊かな学生生活を送ることができるよう、「学生支援に関する方針」を策定

している（資料 7-1）。 

方針には、修学支援（学習支援、アクセシビリティ支援、国際交流及び留学支援）、学生生活支援（経済的支援、課

外活動、学生相談）及び就職支援（キャリアデザイン支援、資格取得）に関する姿勢を明示し、学生支援の基本姿勢

を「正義と良心に従い、異質なものを重んじ、内外のあらゆる人を隣人と見る」こととしている。また、「学生支援に関

する方針」は、大学評議会で決議し、教職員ホームページ及び大学公式ウェブサイトにおいて公表するとともに、本

学が学生向けポータルサイト「ｎ☆star」で掲載している「Campus Guide」によって学内外への周知を図っている

（資料 7-1）（資料 7-2）。 

 

以上のとおり、学生が学習に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう、学生支援に関する大学としての

方針を明示している。 
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評価項目② 学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制は整備されているか。また、

学生支援は適切に行われているか。 

評価の視点 

１．学生支援体制の適切な整備 

２．学生の修学に関する適切な支援の実施 

・ 学生の能力に応じた補習教育、補充教育 

・ 正課外教育 

・ 留学生等の多様な学生に対する修学支援 

・ 障がいのある学生に対する修学支援 

・ 成績不振の学生の状況把握と指導 

・ 留年者及び休学者の状況把握と対応 

・ 退学希望者の状況把握と対応 

・ 奨学金その他の経済的支援の整備 

・ 授業その他の費用や経済的支援に関する情報提供 

３．学生の生活に関する適切な支援の実施 

・学生の相談に応じる体制の整備 

・ハラスメント（アカデミック、セクシュアル、モラル等）防止のための体制の整備 

・学生の心身の健康、保健衛生及び安全への配慮 

４．学生の進路に関する適切な支援の実施 

・ キャリア教育の実施 

・ 学生のキャリア支援を行うための体制（キャリアセンターの設置等）の整備 

・ 進路選択に関わる支援やガイダンスの実施 

・ 博士課程における、学識を教授するために必要な能力を培うための機会の設定又は当該機会に関する

情報提供 

５．学生の正課外活動（部活動等）を充実させるための支援の実施 

６．その他、学生の要望に対応した学生支援の適切な実施 

「学生支援に関する方針」を構成する項目に対応する組織は、下表のとおりである（資料 3-4）（資料 3-5）（資料

3-6）（資料 3-12）（資料 3-13）（資料 7-3）。 

学生支援に関する方針を構成する項目 項目に対応する組織 

修学支援 

学習支援 学習サポートセンター 

アクセシビリティ支援 アクセシビリティ支援室 

国際交流・留学支援 国際教育センター 

学生生活支援 
経済的支援、課外活動 学生支援委員会 

学生相談 学生相談センター 

就職支援 キャリアデザイン支援、資格取得 キャリアデザインセンター 

2020 年度から、学生部を設置するとともに学生部長を配置し、これまで副学長が担っていた学生支援委員会の

議長を学生部長が担当することで学生支援体制の更なる強化を図っている。また、学生部長を議長とする学生支援

連絡会議において、学生支援委員会、学生相談センター、アクセシビリティ支援室、学習サポートセンター、キャリア

デザインセンターが定期的に情報を共有している。 

また、全学的な学生への相談体制として、全教員にオフィスアワーを設定し、教員が学生からの授業や学生生活に

関する質問や相談に応じる体制を整備している（資料 7-4）。 
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学生の主体的かつ自律的な学習を促進するための支援として、2015 年４月に学習サポートセンターを設置し、同

年 10 月には学生の主体的な学習及び様々な学びを支援する施設としてセンター棟を改修し、ラーニング・コモンズ

を開設した（資料 7-5）。ラーニング・コモンズでは、学生の学習支援を日常的に実施しており、セミナーや個別支援

を通じて学習に関する学生の様々なニーズに応えているほか、学生助成制度や成果発表会の開催を通じて主体的

な取組みを促す機会を提供している。また、本学学生で組織する「北星ピア・サポーター」が時間割の作り方や履修

登録の方法、授業や課題についてなど、学生からの相談を受け付け、対応している（資料 7-6）。 

 

正課外教育の一例として、言語教育部門や国際教育センター、スミス・ミッションセンターが中心となり、外国語上

映会、語学検定試験対策講座、自主的学習会のレクチャー、イングリッシュ・ランチタイム、外国語朗読会、バイリンガ

ルチャペルタイム、English だべり場、ゴスペルを学ぶ会、国際料理体験等の様々なイベントを実施し、学生の言語

学習の動機付けを図っている。このような積み重ねの結果として、外国語科目英語副専攻の学生が 2023 年３月に

開催された「社会人基礎力育成グランプリ」全国大会に出場し、「異文化間チームビルディングのためのマレーシア企

業との協働イベント Global Fireside Chat」というテーマで発表を行い、準大賞を受賞した（資料 7-7）。また、中

国語では、「全日本中国語スピーチコンテスト北海道大会」にて本学学生が優勝と準優勝の結果を収めた（資料 7-

8）。韓国語では、「韓日交流作文コンテスト 2023」の参加者を指導し、「海外事情（韓国語）」履修者１名が「韓国語

エッセイ 一般部門」で佳作を受賞する結果を得た（資料 7-9）。短期大学部英文学科においても、理解進度の速い

学生や優れた学生に対する学習上の配慮や学習支援については、更なる向学心を満たし、英語に接する機会を持

てるよう、授業時間以外での英語ライティングのサポートを行う「Hokusei English Writing Lab」を実施してい

る。ライティング・チューターを配置しており、英語ライティングに関する質問に答えるほか、エッセイ等の英文構成や

編集について学生にアドバイスをしている（資料 4-3）。 

また、教職課程センターでは、教育実習や教員採用試験の準備に向けた学生支援を行っている。面接練習や願書

記入の指導については、グループ指導を行っている。そのほか、教職を目指す学生の動機づけを目的とした「ワール

ドカフェ」や「わいがや」等のイベント開催、「札幌市教育委員会学生ボランティア事業」と「北海道教育委員会学生ボ

ランティア事業」を通じた学生ボランティアへの斡旋を行っている。札幌市教育委員会との連携による学生ボランティ

アでは、札幌市内の小中学校に本学学生を派遣しており、児童・生徒との交流を深めるとともに、現場で働く教職員

の様子や雰囲気を肌身で感じることができる貴重な機会となっている（資料 7-10）。2025 年度は、国際教育課と

連携のもと、「教育の国際化事業」として海外研修のプログラムを展開し、11 名の学生が参加した（資料 7-11）。５日

間にわたりカンボジアの小学校、高等学校、児童養護施設等を視察し、子どもたちとの交流、支援物資の寄贈、教育

関係者との懇談等を行った。さらに、道教委主催の「草の根教育実習」では、「草の根教育実習に係る費用補助要綱」

を策定し、参加する学生に対して、後援会の支援を受けて交通費等の補助を実施した（資料 7-12）。 

そのほか、本基準で後述する「学び」のための学生助成制度や、基準９で述べる国際交流プログラムの実施を通じ

て学生の自主的な学びや取組みを促進し、学生・留学生が交流する機会を提供している。 

本学での正課カリキュラム以外にも、聖徳大学との提携により通信制にて小学校一種及び二種免許の取得支援

も行っている。直近３年間での参加者数は延べ 12 名、そのうち小学校教諭免許の取得者数（未登録者も含む）は延

べ 11 名である（資料 7-１3）。毎月小学校免許取得希望者を対象とした定例会を教職支援室で行い、情報提供と通

信制継続のモチベーションを保つ機会を設けている。2023 年度からは、現役の小学校教員を講師に迎え、小学校

教育に特化した勉強会・対策講座も開催している。 
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本学は開学以来、教育目標の１つとして「国際性」を掲げ、国際交流への取組みを積極的に推進しており、1965

年のアメリカ「ルイス＆クラーク大学」との姉妹校提携により国際交流を開始し、現在は 11 の国・地域、19 大学との

協定校ネットワークによる交換留学プログラムを展開している（資料 7-14）。国際教育センターは、「国際教育センタ

ー規程」に基づき、本学と海外の大学との教育研究上の交流及び留学生の受け入れプログラム等を統括・推進して

いる（資料 3-4）。国際教育課は国際教育センターの日常的な業務を所掌しており、窓口では留学生から履修関係

等の日常の相談に随時対応している。必要に応じて面談を実施するなど、日々の声掛けを行っている。派遣留学に

ついての相談や協定校から受け入れた留学生の海外留学中の各種手続きを行うほか、在学生の国際性を高める異

文化交流プログラムを展開している（資料 7-15）。また、留学生の支援体制として、留学生のバディ制度を実施して

いる（資料 7-16）。この制度については、従来の募集枠を上回る応募が全学部からあり、多くの学生が参加した。さ

らに、2024 年度は、学生交流会館 kirari の３・４階において、ベッドマットレス及び共用冷蔵庫の交換を行った。ま

た、2025 年度は、留学生からの要望を踏まえ、冷房設備の設置について検討し、2026 年度に設置することを決

定した。 

 

アクセシビリティ支援室では、「アクセシビリティ支援室規程」に基づき、障害のある学生及び特別な支援を必要と

している学生の障害の種別及び程度に応じ、十分な教育の質を保証するために必要な合理的配慮に基づく支援を

実施している（資料 3-13）。2023 年度から、アクセシビリティ支援室に勤務するスタッフとして助教及び CSW との

２名体制で入学前支援、修学支援、進路支援等の学生支援にあたっている（資料 7-17）。また、個々のケースに応じ

て、教育支援課修学担当や学習サポートセンターと連携しながら、修学状況に応じた支援を行っている。さらに、障

害のある学生は修学上の障壁のほか、身体不調、こころの不調への対応を要することも多いため、学生生活支援課

や医務室及び学生相談室と連携しながら、生活に関する支援に取組んでいる。そのほか、家庭（一人暮らしを含む）

における生活状況に困難が生じている学生について、本人や教員から相談があった場合に、学外のサポート資源を

紹介するなどの対応を行っている。 

支援内容の一例として、聴覚障害のある学生には、学内で開催する「ノートテイカー養成講座」を修了した学生が

二人一組となって授業に入り、講義内容をパソコン入力によりリアルタイムに文字化して伝えることで情報保障を図

っている。 

一方で、2022 年度以降は、学生からノートテイク支援の申し出がなく、支援を必要とする学生も見受けられない

状況が続いていることから、これまでの学生支援で培ったノートテイク技術の継承が難しくなっている。そのため、ノ

ートテイク支援を要する学生の有無によらない、持続可能な支援方法を検討する必要があるため、聴覚障害学生の

入学に備え、ウェブベース遠隔文字通訳システム（captiOnline）の利用可能性について検証を行った。具体的に

は、大学共通科目のうち１００人以上が履修する必修科目において、教員の協力のもと、25 回試用を実施した。その

結果、９割程度の正確さで授業内容を伝えることができており、聴覚障害学生のみならず、聴覚情報のみでは授業

の理解が困難な学生に対する支援としても活用できる可能性があることが明らかとなった。 

キャリアデザインセンターでは、障害のある学生や困難を抱えている学生への支援は個別で行い、本人の意思確

認のもと、学内関係部署のほか、学外機関とも連携し支援を行っている。 

 

学生の成績及び学籍情報は、教育支援課が教務システムにより常時把握している。また、必修科目などの授業出

席調査を教員に依頼して集約しているほか、単位修得状況、成績状況を勘案して、修学面談を行い、指導助言を行

っている。これらの取組みを実施したうえで学期 GPA が 1.60 を下回り、修業年限（４年又は２年）での卒業が難し
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いと判断された成績不振の学生は、学科長との面談指導の対象となるほか、累積ＧＰＡが 1.00 を下回り卒業の見

込みがないと判断された場合、または、大学において 30 単位未満除籍制度に該当する可能性が高いと判断された

場合は、退学勧告を行っている。なお、退学勧告には強制性はなく、このまま成績が改善されなければ卒業できない、

あるいは途中で除籍となることを警告するものである（資料 4-1）（資料 4-3）。 

 

留年者については、学則に定める最長在学年限（大学：８年、大学院：６年、短大：４年）を超えたものは、大学学則

第 16 条、大学院学則第 14 条、短期大学部学則第 17 条に基づき、教授会又は研究科委員会の議を経て学長が

除籍している（資料 1-5）（資料 1-6）（資料 1-7）。 

休学希望者については、大学学則第 13 条、大学院学則第 11 条、短期大学部学則第 14 条に基づき、学部長又

は学長に願い出て、その許可を得て休学している（資料 1-5）（資料 1-6）（資料 1-7）。 

 

退学希望者については、退学に関する相談及び手続きの窓口となる教育支援課が状況を把握している。止むを

得ない理由により退学しようとする者は、大学学則第 15 条、大学院学則第 13 条、短期大学部学則第 13 条に基づ

き学長に願い出て、その許可を受けなければならない（資料 1-5）（資料 1-6）（資料 1-7）。 

 

奨学金等の経済的支援制度については、日本学生支援機構奨学金のほか、本学独自の給付型奨学金として、成

績優秀者学業奨励賞があり、２年次、３年次、４年次の各学科の成績優秀者（上位 20 分の１以内または５位以内：人

数の多い方）に返還不要の奨励金が給付される。また、北星学園大学初代経済学部長松田武雄の寄附により設けら

れた松田奨学金では、学業成績及び人物が優秀な経済学部の２年次以上の学生に、年額 60,000 円の一時金を

給付している（資料 7-18）（資料 7-19）。2025 年度は、2026 年度開設予定の国際学部について、カリキュラムで

必修となっている留学等に対する奨学金制度の導入を決定した（資料 7-20）。また、意欲ある学生を顕彰する新た

な奨学金制度の検討についても着手している。 

減免制度による経済的支援として、大学では、一般科目等履修生減免、特別科目等履修生減免、研究生減免、留

年生減免、大学院修士課程減免、兄弟姉妹等同時在学者減免、障害者減免、資生堂児童福祉奨学生、社会人選抜

減免、大学院博士課程減免、派遣留学者帰国後減免、外国人留学生減免、入試成績特別奨学賞、高等教育の修学

支援制度による授業料等減免を整備している。また、短期大学部でも、兄弟姉妹等同時在学者減免、障害者減免、

社会人選抜減免、入試成績特別奨学賞、留年生減免、外国人留学生減免、資生堂児童福祉奨学生減免、高等教育

の修学支援制度による授業料等減免、短期大学部学園内進学者入学金減免等、幅広い層への経済支援制度を整

備している（資料 7-19）(資料 7-21)。このうち、派遣留学者帰国後減免については、2026 年度から制度を拡充

することを決定した。さらに、外国人留学生減免についても、入学時に独立行政法人国際交流基金及び公益財団日

本国際教育支援協会の主催する日本語能力試験においてＮ１レベルを取得している場合、入学金の一部を減免す

る制度の導入を決定している(資料 7-21)。 

そのほか、学校法人北星学園による２年次以上の男子学生対象の「有馬・安孫子・手島・時任・永澤奨学金」や北

星学園女子中学校同窓会による女子学生対象の「スミス・モンク・エバンス奨学金」が設けられており、本学学生を

含む学園の生徒及び学生が対象者となっている（資料 7-19）。 

なお、国による高等教育の修学支援新制度については、2025 年度における授業料等減免対象者及び給付奨学

生の数の合計（年間）は大学 834 人であった（資料 7-22）。また、2025 年度からの制度拡充によって、多子世帯

も授業料減免の対象となったことを受け、学生への周知を行うとともに、安定的に支援を受けられるよう取組んでい
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る。 

 

入学検定料、入学金、授業料及びその他の学費は学則に定め、上述の奨学金や授業料免除等の経済的支援に関

する情報とともに、大学公式ウェブサイト、学生向けポータルサイト「ｎ☆star」に掲載している「Campus Guide」、

受験生向け本学情報サイト「受験生 Web」及び「入試ガイドブック」に掲載し、入学希望者や在学生への周知を図っ

ている（資料 5-3）(資料 5-9)（資料 7-2）。 

 

学生の生活支援に関する体制については、学生からの学生生活に関する相談体制として、教員のオフィスアワー

の設定、総合相談窓口、学生相談室、ハラスメント防止と対応のための窓口を整備し、学生向けポータルサイト「n☆

star」を通して周知している。 

 

ハラスメント防止のための体制整備としては、「危機管理に関する規程」に基づき、学長を委員長とする全学危機

管理委員会を設置している（資料 7-23）。全学危機管理委員会は、本学においてキャンパス･ハラスメントが発生す

る可能性を認識し、その発生を防止するための施策を検討及び実施するとともに、防止に資する啓発、研修活動を

行っている。 

実際に問題が発生した場合には、「危機管理に関する規程」に基づき、倫理調査委員会、アカデミック・ハラスメン

ト調査解決委員会又はセクシュアル・ハラスメント調査解決委員会を直ちに組織する体制を整備しており、学生及び

教職員等にとって良好な大学環境を確保している（資料 7-23）。キャンパス・ハラスメントの申立てを受ける窓口を

学内外に設置し、大学外の窓口を男女各１人の弁護士、大学内の窓口を総合相談窓口としているほか、チャプレン

室、各課窓口、国際教育センター、医務室及び学生相談室がその役割を果たせるよう整備している。また、セクシュ

アル・ハラスメントに関する苦情の申立て及び相談に応ずるため、各学部から男女各１人、短期大学部から男女各１

人、国際教育センターから１名、学生相談室相談員及び保健師を相談員として指名し、在学生向けポータルサイト「n

☆star」で相談員の所属及び氏名を公表している（資料 7-24）。 

 

学生相談センターに設置する学生相談室では、臨床心理士及び公認心理師資格を有する心の専門家である相談

スタッフを３人配置しているほか、精神科医による月２回の「心の健康相談」 を実施しており、学生生活上の様々な

悩みについて相談に応じている（資料 7-25）。また、学生相談室だより「Lila」を年４回発行し、学生の心身の健康

増進並びに保健衛生及び安全への注意喚起を目的としたコラムを掲載するとともに、学生相談室の利用案内や「心

の健康相談」の実施日等について周知を図っている（資料 7-26）。なお、2025 年度の学生相談室利用者数は

1016 人（実人数 225 人）であり、この内、学生の利用者数は、682 人（実人数 98 人）であった（資料 7-27）。 

学生の心身の健康や保健衛生及び安全への配慮については、医務室を中心に学内の関係部署と適宜連携しなが

ら適切に学生支援を実施している。 

例年４月に定期健康診断を実施しており、医務室では、未受診者や要二次検査への受診勧奨、健康診断結果及

び保健調査に基づく保健指導を行っている（資料 7-28）。また、「健康だより」を発行し、心身の健康に関する情報

提供を行うとともに、世界禁煙デーにあわせた禁煙の啓発活動やインフルエンザ等の感染症流行期には在学生向け

ポータルサイト「n☆star」を活用して注意喚起をするなど、保健衛生の向上に努めている。さらに、学生医療互助会

では、食育活動の一環として、料理教室及び厚別保健センター主催の食育キャンペーンを実施するほか、本学在学

生を対象に、朝食を抜きがちな学生に健康的な学校生活を送ってもらうことを目的として、2016 年度から約 600
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円相当の朝食メニューを 50 円で提供する「朝食 50 円キャンペーン」を実施している（資料 7-29）（資料 7-30）。 

さらに、2012 年度からは、他大学で起きた飲酒事故を受け、教職員、父母（保証人）へ文書発送による学生飲酒

の飲酒事故防止の協力依頼をしている。2023 年に社会的な問題となった危険ドラッグについては、従前から厚別

警察署と連携し、講師を招いてオリエンテーションで注意啓発を行っているほか、適宜年間を通して、学生や各サー

クルへのメールや掲示、在学生向けポータルサイト「n☆star」等により、薬物、飲酒事故、カルト・ネットビジネス、闇

バイト、SNS、自転車事故への注意喚起を行っている。さらに、2024 年度の課題である「禁煙マナー違反による受

動喫煙の発生と 20 歳未満の喫煙防止」について、「学生の喫煙対策 2024」に則り禁煙啓発講演会、禁煙デーに

合わせた周知活動、喫煙者への個別保健指導、受動喫煙調査を実施した（資料 7-31）。 

 

学生の進路支援に関する取組みについて、キャリアデザインセンターを設置し、「キャリアデザインセンター規程」に

基づき、キャリアデザイン支援やエントリーシートの添削及び面接練習等の就職相談、求人の開拓など、学生の就職

等の進路選択を支援するための活動を企画し、その実施を総括するとともに、学生の就職先を広く開拓し、学生が

その資質や能力に適した就職先を確保するための支援を行っている(資料 3-6) （資料 7-32）。コロナ禍以降、

Web 会社説明会や Web 面接といった就職活動のオンライン化が定着したため、学生の状況に応じてオンラインで

の相談や添削、面接練習を継続し、多様化した就職活動に対応している。その一例として、自宅における通信環境等

に不安を持つ学生のために、空き教室を利用し専用ノート PC、マイク、照明等を設置したウェブ就職活動に特化し

た“スタジオ”を設置しており、学生は面接試験本番のみならず模擬面接や入社式、研修受講にも活用することが可

能となっている。 

 

また、基準４で述べたとおり、本学は全学的な合意のもと、毎週水曜日Ⅲ講目をキャリアデザインプログラム専用

時間として位置付けている。１、２年次の大学共通科目にキャリア教育科目を配置し、低学年向けプログラムを単位

化し、３年次（短大１、２年次）では、正課外でのプログラムを通年開講しており、インターンシップ説明会や SPI 対策

講座、航空業界、公務員、福祉専門職及び教員などの各種専門職の資格に関するガイダンス等、実際の就職活動に

欠かせない情報をタイムリーに提供している（資料 4-14）。2024 年度に引続き、2025 年度についても、多数の企

業の参加を得て、前期は３日間、後期は４日間にわたり学内企業説明会を行うほか、就職活動での悩みや体験談を

気軽に聞いたり、相談したりする「内定者との座談会」を３回開催した。 

 

なお、就職活動を終えた学生が、これから就職活動をはじめる学生にアドバイスを行う「キャリアサポーター制度」

や、就職活動中の学生を低学年の学生が参画型で支援する「キャリアアシスタント」など、学生が自主的に就職活動

の運営に取組む活動も行っている（資料 7-32）。 

 

博士〔後期〕課程における、学識を教授するために必要な能力を培うための機会の設定又は当該機会に関する情

報提供として、本学としてのプレ FD 等の機会は設定してないが、北海道大学の高等教育研修センターが博士課程

大学院生を対象として教育の経験を附与するための研修会を主催しており、教育支援課はその都度、開催案内を本

学の大学院博士課程に在籍する学生に周知している（資料 7-33）。 

 

学生の正課外活動（部活動等）を充実させるため、学生支援委員会を設置し、「学生支援委員会規程」に基づき、

学生の生活指導、課外活動、福利厚生等に係る制度の整備及び支援を行っている（資料 7-3）。2020 年度に「北
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星学園大学サークル顧問（副顧問）指針」の内容を刷新し、学生の安全性を重視したほか、上述のとおり、学生部を

設置するとともに学生部長を配置し、それまで副学長が担っていた学生支援委員会の議長を学生部長が担当する

ことで学生支援体制のより一層の強化を図っている（資料 7-34）。 

大学規程第 148 条に基づき、大学事務局には学生生活支援課を置き、学内団体の設立、継続及び解散手続き、

学外者との活動に係る事前事後の届出管理、各種サークル援助金の交付、施設設備及び機器備品の利用等に関す

る業務を行っている（資料 2-2）。コロナ禍を経て、大学の取り決めやノウハウが引き継がれていない団体が多いこ

とから、学生生活支援課では、対応に多くの時間と労力を掛け、日常的に助言を行っているほか、役員に対して手続

き等に関する説明会を開催(年３回)し、組織としての行動の醸成に努めている。また、学生自治会には、体育系３団

体、文化系４団体の計７団体で構成されるサークル協議会を置き、サークル間の意見調整や活動援助、施設設備の

利用に関する調整、大学への要望の取りまとめを行っている（資料 7-35）（資料 7-36）。 

 

その他、学生の要望に対応した学生支援として、学習サポートセンターでは「学び」のための学生助成制度を創設

し、個人・グループの学びを深めることを目的にした取組みや、学生たちが行うプロジェクトに対して１件最大 10 万

円給付している。また、「Hokusei Student Action」を開催し、本制度の成果発表を行うほか、自主的な学びや

取組みを行っている学生同士が交流する機会を提供している（資料 7-37）。 

 

以上のとおり、学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制は整備されている。また、学生支援

は適切に行われている。 

 

 

評価項目③ 学生支援の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに

改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点 

１．適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

２．点検・評価結果に基づく改善・向上 

・ 前回の組織別・自己点検評価報告書に記載した行動計画に関する取組状況 

・ 新規事業または特殊事業の企画書に関する取組状況 

・ 全学・自己点検評価報告書において策定した行動計画に関する取組状況 

点検・評価結果に基づく改善・向上の取組みは、以下のとおりである。 

 

（１）各組織の定期的な点検・評価 

各組織は、その所掌事項について点検評価を毎年度実施し、必要に応じて改善方策を策定のうえ、報告書を自己

点検評価・内部質保証委員会に提出している。 

例えば、文学部では、文学部生を対象とし、2024 年度４月にメンタルヘルスに関する調査を実施した。2023 年

度に文学部 FD を開催し、心理・応用コミュニケーション学科で以前より行われている学生支援の取組みを 2024

年度から英文学科でも導入した。学生相談室、アクセシビリティ支援室、学習サポートセンターに所属する各スタッフ

の協力も得ながら、文学部全体で取組みを実施し、両学科の学科会議で調査結果やその後の学生の様子に関する

情報を共有した。学科ごとの学生相談体制や学生の授業時の様子を知る機会となり、呼び出しに応じなかった学生

が、学科教員からの声かけによって来室につながったケースもあった（資料 7-38）。また、2025 年度は、アクセシ

ビリティ支援室の助教が不在となったが、担当部署である教育支援課や室長が密に連携をとり、障害学生支援の質
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を維持することができた。なお、助教の欠員については、2026 年度の配置に向けて採用人事を進め、後任者の採

用を決定した。そのほか、文学部教員の発案により全学的な理解を促すため、FD・SD 委員会主催の全学 FD「学

生が安心して学べる環境づくり」を実施し、個別アドバイジングや人間関係構築の実践事例、教員意識の調査結果

を教職員間で全学的に共有した（資料 7-39）。 

国際教育センターでは、2024 年度は、他大学の先進事例を調査・分析し、学生のニーズに合った制度への改善

に向けて取組んだ。従来の協定校との交換留学に加え、有償での留学も含めた新たな留学制度の導入に向けた検

討を開始しており、多様化する学生のニーズに応える体制づくりを進めている。ほかにも、現行の派遣留学・短期プ

ログラムと並行して、大規模なアンケート調査を実施し、留学ニーズレポートを作成し、改善に向けた具体的提案に

着手した。また、派遣留学生の帰国後に合宿を新たに実施し、確認されたコンテンツ型留学への関心の高さを踏まえ、

実践的なプログラム提供に強みを持つ韓国の韓南大学、ベトナム FPT 大学との新たな協定締結を進めるなど、留

学先の多様化と教育的効果の最大化を目指した国際連携を推進した。本学の国際教育を推進するため、受入留学

生の住居の充実を含む派遣（受入）留学体制の整備について重点的に検討し、学生交流会館 kirari の３階と４階の

ベッドマットレスや共用の冷蔵庫を交換し、留学生の健康的な生活環境維持に努めた。さらに、語学集中コースにつ

いては、枠組みとして、言語教育部門英語担当教員の協力を得て、全学部対象（英文学科以外）のＴＯＥＩＣスタディ

グループ実施計画を立て、半年間のパイロットプログラムを実施した。国際交流関係科目の改編、国際共修プログラ

ム等については、新たな国際共修授業を開講するとともに、教育の国際化事業として他大学の教授による講義やワ

ークショップを実施した。 

 

2025 年度は、日本学生支援機構（JASSO）の海外留学支援制度（協定派遣）に「追加採択」され、同年度中に派

遣留学を開始した学生 11 人に対し、合計 730 万円の奨学金を支給することが可能となった（資料 7-40）。また、

派遣留学生が卒業延長となった場合の授業料減免については、従来、アジア圏への留学は全額免除、英語圏への

留学は半額免除としていたが、2026 年度以降の派遣留学からは派遣地域に関わらず、全額免除とする制度へ改

め、派遣留学に対する経済的支援の拡充を図った。また、留学ニーズ調査については、2025 年度にも継続して実

施した。この調査結果を踏まえ、今後学生の意見や要望を取り入れていくこととしている。さらに、評価項目②に記載

のとおり、学生交流会館 kirari については、留学生からの要望を踏まえ、冷房設備の設置について検討し、2026

年度に設置することを決定した。国際交流関係科目等については、海外大学との意見交換を通じて、北海道地域研

究やアイヌ関連科目など、本学ならではの特色ある科目の魅力を整理し、国際教育の独自性を高めるための検討を

進めている。また、一部の協定校から要望のあった経済系科目の充実に対応するため、科目内容や担当者の調整を

進めている。加えて、受入留学生を対象としたアンケート結果を活用し、本学の魅力を効果的に発信するとともに、

受入体制の強化と留学生数の増加に向けた取組みを進めている。 

学生相談センターでは、2023 年度に学生のメンタルヘルス向上のため、「学生の自殺予防・希死念慮対応ガイド

ライン」を策定し、学内説明会（SD）を実施した。 

 

（２）全学の定期的な点検・評価 

本基準に関連して、以下のとおり、中長期計画で 2030 年 Milestone（中期目標）を掲げている。また、アクショ

ンプランに従い、運営計画・運営総括の作成を通じて年度ごとに点検評価を行い、改善・向上に向けた取組みを行っ

ている（資料 1-10）。2025 年度の取組状況は、2025 年度運営総括に記載のとおりである（資料 1-12）。 

⚫ グローバル社会で活躍できる人材を養成するため、学生の多様な海外留学を促進・拡大する。 
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⚫ キャンパスにおける文化的多様性を確保するため、多様な留学者の受入を促進・拡大する。 

⚫ 派遣留学・受入留学の促進・拡大に向けて、ソフト面・ハード面での環境を確立する。 

⚫ 学習サポートセンターを中心とする学修支援体制の更なる強化を行い、学修者本位の教育の支援を推進

する。 

⚫ 学生本位の学修支援体制を教職協働で実現する。 

⚫ 要配慮学生支援にかかる全学的な協力体制を確立する。 

⚫ 学生が学修目標ともリンクさせたキャリア意識を早期に形成し、それに基づいた就職につながるカリキュラ

ムの展 開や就職支援体制を構築する。 

⚫ 大学への帰属意識を高めることを目的に、課外活動（部活動・サークル等）への加入・参加を促進し、活動

の活性化に向けた取組みを実施する。 

⚫ 学生のボランティア活動の活性化に向けて、ボランティア活動に対する学内評価の仕組みを確立する。 

⚫ 公的な学費助成制度を前提とした学生の学業奨励及び入学生確保につながる奨学金・学費減免制度を

確立する。 

 

以上のとおり、学生支援の適切性について定期的に点検・評価を行っている。また、その結果をもとに改善・向上

に向けた取り組みを行っている。 

 

 

２．特色や強み、理念・目的の実現に向けた積極的な取組み等 

（１）学生の視点を生かした支援と活動を通じた学びを両立する、学生による各種支援の取組み 

学習サポートセンターでは、学生同士の助け合いによる学びを促進するため、「北星ピア・サポーター」制度を設け、

２～４年次の在学生がピア・サポーターとなって新入生を対象とした説明会や履修相談会、ラーニング・コモンズにお

ける相談等に応じている。 

キャリアデザインセンターでは、就職活動を終えた学生が、これから就職活動をはじめる学生にアドバイスを行う

「キャリアサポーター制度」や、就職活動中の学生を低学年の学生が参画型で支援する「キャリアアシスタント」など、

学生による就職支援をする取組みを行っている。 

アクセシビリティ支援室では、聴覚障害をもつ学生に対して、大学独自の養成講座を受講した在学生がノートテイ

ク支援を行う体制を整えている。これらの取組みは、学生の視点からの学生支援を通じて、支援に携わる学生及び

支援を受ける学生の成長につながっている。 

これらの取組みは、大学の基本理念に掲げる「見識を備え責任を自覚し、社会に貢献する独立人」の養成に寄与

するものである。 

 

（2）多彩な正課外プログラムによる意欲ある学生への学習機会の提供 

各学位プログラムによる特色ある正課教育に加えて、語学学習や資格取得、「学び」を支援するための学生助成

制度や留学生との国際交流など多彩な正課外プログラムを提供している。 

これらの取組みは、ミッション・ステートメントに掲げる「正義と良心に従い、自由に真理を探求し、真理によって自

由を得ること」に寄与するものである。 
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（3）様々な困難を抱える学生に対する支援の取組み 

アクセシビリティ支援室や学生相談センターへの専門スタッフ配置による相談・支援体制、文学部における修学上

の困難を抱えるリスクが高い学生の早期発見とケアの取組み、短期大学部における担任制等による支援体制の整

備・実施をしている。 

これらの取組みは、ミッション・ステートメントに掲げる「地域・社会・世界の諸情勢に絶えず目を向け、その中にお

ける北星学園大学の存在意義を確認し、本学の果たしていく役割を考え、実践すること」に寄与するものである。 

 

 

３．課題、改善のための行動計画 

なし 

 

 

４．根拠資料 

（１）学外公開資料（大学公式ウェブサイトや学科サイト等でウェブ公開された資料等） 

資料 7-1 北星学園大学 学生支援に関する方針 

資料 7-4 オフィスアワー（教員への相談） | 北星学園大学 CAMPUS GUIDE WEB 

資料 7-5 ラーニング・コモンズ | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 7-6 北星ピア・サポーター｜大学公ウェブサイト 

資料 7-7 2023 年度北星学園賞および北星学園大学賞の受賞者が決定しました | 北星学園大学・北星

学園大学短期大学部 

資料 7-8 本学学生が「全日本中国語スピーチコンテスト北海道大会」にて入賞しました | 北星学園大学・

北星学園大学短期大学部 

資料 7-9 本学学生が『韓日交流作文コンテスト 2023』にて韓国語エッセイ 一般部門の佳作に入賞しま

した | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 7-10 育成する教師像と取り組み | 北星学園大学 CAMPUS GUIDE WEB 

資料 7-13 聖徳大学との連携による「小学校教諭免許取得プログラム」について  | 北星学園大学

CAMPUS GUIDE WEB 

資料 7-14 海外協定校との留学・交流実績 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 7-15 国際教育センター | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 7-16 交換受入留学生プログラム | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 7-17 アクセシビリティ支援室について | 北星学園大学 CAMPUS GUIDE WEB 

資料 7-19 奨学金・減免制度 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 7-20 国際学部独自の留学等支援奨学金の紹介 | 国際学部 グローバル・イノベーション学科 | 北星

学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 7-22 高等教育の修学支援制度｜2026 年度更新確認申請書（大学） 

資料 7-24 学生相談センター | 北星学園大学 CAMPUS GUIDE WEB 

資料 7-25 学生相談室 利用案内 | 北星学園大学 CAMPUS GUIDE WEB 

資料 7-26 学生相談室だより「Lila」 | 北星学園大学 CAMPUS GUIDE WEB 

69

https://www.hokusei.ac.jp/hgu/wp-content/uploads/2021/02/3605d35a62a320e3b8b6d4bf34125a2e.pdf
https://cgw.hokusei.ac.jp/support/officehour/
https://www.hokusei.ac.jp/campuslife/learning_commons/
https://www.hokusei.ac.jp/activity/peer_supporter/
https://www.hokusei.ac.jp/news/192184/
https://www.hokusei.ac.jp/news/192184/
https://www.hokusei.ac.jp/news/182569/
https://www.hokusei.ac.jp/news/182569/
https://www.hokusei.ac.jp/news/182328/
https://www.hokusei.ac.jp/news/182328/
https://cgw.hokusei.ac.jp/teach_course/policy_torikumi/
https://cgw.hokusei.ac.jp/teach_course/seitoku/
https://cgw.hokusei.ac.jp/teach_course/seitoku/
https://www.hokusei.ac.jp/international/affiliated_school/
https://www.hokusei.ac.jp/international/inter_center/
https://www.hokusei.ac.jp/international/inter_exchange/
https://cgw.hokusei.ac.jp/accessibility_room/accessibility_about/
https://www.hokusei.ac.jp/campuslife/scholar/
https://www.hokusei.ac.jp/global-innovation/global-news/175/
https://www.hokusei.ac.jp/global-innovation/global-news/175/
https://www.hokusei.ac.jp/hgu/wp-content/uploads/2026/07/HP%E5%85%AC%E9%96%8B%E7%94%A82026_F101310100187_%E5%8C%97%E6%98%9F%E5%AD%A6%E5%9C%92%E5%A4%A7%E5%AD%A6_%E7%A2%BA%E8%AA%8D%EF%BC%88%E6%9B%B4%E6%96%B0%E7%A2%BA%E8%AA%8D%EF%BC%89%E7%94%B3%E8%AB%8B%E6%9B%B8%EF%BC%88%E6%A7%98%E5%BC%8F%E7%AC%AC2%E5%8F%B7%EF%BC%89.pdf
https://cgw.hokusei.ac.jp/support/
https://cgw.hokusei.ac.jp/support/support_room/
https://cgw.hokusei.ac.jp/lila/


基準７ 学生支援 

資料 7-28 健康診断のお知らせ | 北星学園大学 CAMPUS GUIDE WEB 

資料 7-29 学生医療互助会 | 北星学園大学 CAMPUS GUIDE WEB 

資料 7-30 朝食 50 円キャンペーンが始まりました！（HBC にて初日の様子が放送されます） | 北星学園

大学・北星学園大学短期大学部 

資料 7-32 就職・キャリア | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 7-35 サークル活動 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 7-36 自治会と評議会 | 北星学園大学 CAMPUS GUIDE WEB 

資料 7-37  Hokusei Student Action 2024 を開催しました | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 7- 2025 年度海外留学支援制度（協定派遣）追加採択（12 月採択分）プログラム一覧（短期研修・研究型）  

 

（２）学内公開資料（教職員ホームページや n☆star 等で学内共有された資料等） 

資料 7-2 Campus Guide 

資料 7-3 学生支援委員会規程 

資料 7-18 奨学生規程 

資料 7-21 学費等の減免、徴収及び返戻の取扱に関する規程  

資料 7-23 危機管理に関する規程 

資料 7-27 学生相談室利用統計 

資料 7-33 北大高等教育研修センターメールマガジン 

資料 7-38 2023.12.6「学生を組織的に支援する取り組みについて」FD 

資料 7-39 2026.1.15「学生が安心して学べる環境づくり」FD 

 

（３）その他の資料（印刷物、学科 Moodle、会議資料、閲覧制限のあるウェブ公開資料等） 

資料 7-11 「「教育の国際化」カンボジア教育研修」(2025.6.25.教職運営部会) 

資料 7-12 「北星学園大学草の根教育実習に係る費用補助要綱」（教職課程センター） 

資料 7-31 受動喫煙調査アンケート 2024 集計結果 

資料 7-34 「北星学園大学 サークル顧問（副顧問）指針」（2020.2.29.学生支援委員会） 
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基準８ 教育研究等環境 

１．現状分析 

評価項目① 学生の学習や教員による教育研究活動に関して、環境や条件を整備するための方針を明示

しているか。 

評価の視点 

１．大学の理念・目的、各学部・研究科の目的等を踏まえた教育研究等環境に関する方針の適切な明示 

本学は、理念及び目的を実現するため、「教育研究等環境の整備に関する方針」を策定し、教職員ホームページ

及び大学公式ウェブサイトでの公表により学内外に周知している（資料 8-1）。方針は、施設・設備、情報環境、図書

館、教育研究活動、研究倫理、点検評価により構成される。 

 

以上のとおり、学生の学習や教員による教育研究活動に関して、環境や条件を整備するための方針を明示してい

る。 

 

 

評価項目② 教育研究等環境に関する方針に基づき、必要な校地及び校舎を有し、かつ運動場等の教育

研究活動に必要な施設及び設備を整備しているか。 

評価の視点 

１．施設、設備等の整備及び管理 

・ 施設、設備等の維持及び管理、安全及び衛生の確保 

・ バリアフリーへの対応や利用者の快適性に配慮したキャンパス環境整備 

・ ネットワーク環境や情報通信技術（ICT）等機器、備品等の整備 

・ 学生の自主的な学習を促進するための環境整備 

２．教職員及び学生の情報倫理の確立に関する取り組み 

大谷地キャンパスの校地面積は 112,283 ㎡であり、大学及び短期大学部の収容定員（大学 3,321 人、短大

200 人）を合計した場合であっても学生一人当たりの校地面積は 31.89 ㎡と、大学設置基準第 37 条及び短期大

学設置基準第 30 条に基づく基準面積である学生一人当たり 10 ㎡を十分に上回っている。校舎面積は約

51,033 ㎡（C 館講堂 525 ㎡、体育施設 5,723 ㎡を除く）であり、大学設置基準第 37 条の２及び短期大学設置

基準第 30 条に基づき算出される校舎の基準面積（大学 16,354 ㎡、短大 3,300 ㎡）を合計した場合であっても

十分に上回っている（資料 8-2）。 

校舎及び施設の構成は、校舎棟（Ａ館・Ｂ館・Ｃ館及び 50 周年記念ホール）、図書館、体育館、研究棟（第１・第２）、

センター棟（ラーニング・コモンズ、国際ラウンジ、カフェを併設）、大学会館（学生ホールと購買・食堂）、学生会館（サ

ークル棟）、学生交流会館（通称 kirari、留学生及び引率教員の宿泊及び正課・課外活動における研修・宿泊として

多目的に利用）、チャペル、屋外運動施設及びゲストハウス（短期招聘教員の宿泊施設）となっている（資料 8-3）。

教室等の規模は、講義室 62 室、演習室 32 室、実験・実習室等 14 室、情報処理学習室５室、語学学習施設３室の

ほか、講堂２室となっている（資料 8-4）。2025 年度まで大学生協が運営していたセンター棟のカフェについては、

社会福祉法人ゆうゆうへ運営を移譲し、2026 年度のリニューアルオープンに向けた検討を進めた（資料 8-5）。リ

ニューアル後は、従来のカフェ機能を維持しながら、弁当や惣菜等の多様なメニューを展開する。また、学生と障害

をもつ方との交流の場となることも期待される。 

設備面では、環境と省エネに配慮し、照明の LED 化を計画的に進めているほか、Ｃ館では都市ガスエネルギー

システムの導入による電力利用の抑制、トイレの洗浄水に井戸水を利用するなどランニングコストを抑え、災害時に
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も自家発電装置により 48 時間自立可能な建物となっている。また、Ａ館の改修によってラウンジを設け、学生がくつ

ろげるスペースを確保している。屋外施設としては、運動場は 38,852 ㎡あり、野球場、夜間照明のある多目的グラ

ウンドとテニスコート（６面）を設けているほか、大学隣接地に第２グラウンドを有している。その他、駐輪場、教職員

及び来訪者用駐車場を整備するとともに、学生の多くが札幌市営地下鉄大谷地駅から隣接するサイクリングロード

を通って通学していることから、2015 年度には通学路にカバードウォークを設置し、一般市民との交錯の緩和を図

っている。なお、2014 年２月には旧耐震基準の校舎の建替えを含めた「安心・安全なキャンパスの整備工事」に着手

し、施設の耐震化率を 100％にするとともに、Ｃ館の改築、Ａ館の改修及び正門周辺の歩車分離工事を行い、利用

者の快適性及び安全性の向上を図った（資料 8-3）。2025 年度は、Ｃ館演習室のプロジェクターについて、老朽化

に伴う照度不足の解消を目的として機器の入替を行った。さらに、2027 年度に開設を予定している「情報科学部

情報科学科（仮称）」の教育及び研究に活用できる最新の実験設備等を整備するため、新学部棟「情報科学部棟（仮

称）」の整備に向けた検討を進めた。新学部棟はセンター棟西側に建築し、2027 年秋からの利用開始を予定してい

る（資料 3-19）。 

 

バリアフリー化の取組みとして、校舎等及び図書館の接続にスロープを採用しているほか、Ｃ館は全教室に引き

戸を採用している。また、バリアフリーマップを大学公式ウェブサイトに掲載し、キャンパス内の身障者用のエレベー

ターやトイレ、スロープ等の位置情報を公開している（資料 8-6）。 

 

ネットワーク環境の整備について、学外では、高速で安定した学術情報ネットワーク「SINET6」を使用し、学内で

は、キャンパスの拡充と無線 LAN の整備を進めている。学内では一部の教室を除き、全てのエリアで Wi-Fi が接

続可能となっている。2022 年度は、UTM の更新や WLC の導入を行い、2023 年度は、WLC の冗長化により安

定性を向上させた。また、災害対策として教育研究系と事務系サーバをデータセンターに移行し、コロナ禍には

moodle の環境を強化した。2024 年度は、BYOD 実施に向け無線 LAN 環境を点検した結果、一部に問題が確

認されたため、ネットワーク機器の更新計画を見直し、Ｂ館・図書館棟・研究棟を優先して更新した。2025 年度は、

Ａ館とＣ館のネットワーク機器を更新した。 

そのほか、授業や自学自習に利用できる固定端末を設置した情報実習室を整備し、その維持管理を行ってきた。

2024 年度当初時点では、通常の Windows 端末が 10 教室、Mac 端末が２教室、CALL システム搭載の

Windows 端末の３教室となっているが、2025 年度から BYOD(学生のノートパソコン必携化)を実施するにあた

り、Windows 端末の８教室の PC を撤去し、中間モニターが利用可能な普通教室とした（資料 8-7）。また、2025

年度末には、残る４つの情報実習室及び３つのＣＡＬＬ教室の PC をすべて撤去し、情報実習室を廃止した。 

 

学生の自主的な学習を促進するための環境整備については、基準７で述べたとおり、2015 年 10 月に学生の主

体的な学習やさまざまな学びを支援する施設としてセンター棟を改修し、ラーニング・コモンズを開設しているほか、

後述する図書館に学習スペースを設けている（資料 7-5）。 

 

本学の情報処理システム利用者は、「情報処理システム利用規程」及び「ネットワーク利用規程」により利用方法等

について規定されており、利用開始時に周知している（資料 8-8）（資料 8-9）。  

また、2022 年８月には「情報セキュリティ基本方針」を定め、それに連なる「情報格付け基準」、「情報セキュリティ

対策基準」、「情報機器取扱実施手順」、「電子メール及びメッセージング・サービス利用実施手順」、「無線 LAN ア
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クセスポイント設置及び運用実施手順」、「クラウドサービスの利用における実施手順」、「認証情報管理実施手順」を

定めた（資料 8-10）。 2025 年度は、「情報セキュリティ基本方針」及び「情報資産格付け基準」に基づき、「情報資

産運用ガイドライン（案）」を作成した。今後は、2026 年度に具体的な運用内容について検討を行い、2027 年度か

らの試行運用を目指している。 

特に学生に対しては、全学科において初年次必修科目の「情報入門」の中で情報セキュリティについて学習するこ

ととしている。  

 

以上のとおり、教育研究等環境に関する方針に基づき、必要な校地及び校舎を有し、かつ運動場等の教育研究活

動に必要な施設及び設備を整備している。 

 

 

評価項目③ 図書館、学術情報サービスを提供するための体制を備えているか。また、それらは適切に

機能しているか。 

評価の視点 

１．図書資料の整備と図書利用環境の整備 

・ 図書、学術雑誌、電子情報等の学術情報資料の整備 

・ 国立情報学研究所が提供する学術コンテンツや他図書館とのネットワークの整備 

・ 学術情報へのアクセスに関する対応 

・ 学生の学習に配慮した図書館利用環境（座席数、開館時間等）の整備 

２．図書館、学術情報サービスを提供するための専門的な知識を有する者の配置 

図書館の資料は、本学の教育・研究、学習活動を支援するために、教員及び図書館職員が選定している。大学院

生や学部学生からの希望資料も受け入れている。選定基準は「北星学園大学図書館資料収集方針」に基づき、カリ

キュラムに沿った選書だけでなく、大学や学園の伝統や特色を考慮した蔵書構築も行っている（資料 8-11）。 

2025 年度３月末時点の蔵書数は、和書が 499,858 冊、外国書が 172,591 冊、合計で 672,449 冊である。

そのうち７割が開架式書架に配架されている。年間 10,000 冊以上の書籍を購入しており、2012 年度からは電子

書籍の購入も進めてきた。2025 年度の電子書籍蔵書数は、合計で 2,390 冊である。 

学術雑誌については、和雑誌が 3,995 種類、外国雑誌が 1,133 種類を全て開架式に配架している。電子ジャー

ナルは、2004 年以降、紙媒体から積極的に移行し、オンラインデータベース契約数は 15,756 種に上る。また、文

献検索用の二次情報（目録・索引）、新聞記事、法令、企業情報、辞書、事典などのオンラインデータベースを 36 種

類提供している。これらの電子情報は統合検索システムを通じて、一元的に検索が可能で、迅速かつ効果的な情報

収集が可能である（資料 8-12）。 

蔵書検索（OPAC）やジャーナル、その他のインターネット情報資源へのアクセスは、図書館ホームページに集中さ

せている（資料 8-13）。2018 年春にリプレイスした図書館システム「LIMEDIO」は、クラウド版を採用し、機器の管

理業務や維持費を軽減させた。また、ホームページも大学公式ウェブサイトとデザインを統一し、全面的にリニューア

ルした。システムのバージョンアップは随時行っており、蔵書検索システム（OPAC）は年々改良が進んでいる。書影

表示やファセット検索機能、サジェスト機能、関連情報へのアクセス表示、外部 Web サービスとの連携によるレビュ

ー表示など新機能も追加されている。これらの改善により、文献検索ガイダンスやパワーポイント資料の再構築も進

んでいる。また、コロナ禍以降、VPN 接続を導入したことで学内データベースへの学外からのアクセスも可能となっ

た。さらに、自動貸出機の導入により手続きの時間短縮やプライバシー保護も実現している。（資料 8-14）。 
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国内外の教育研究機関とのネットワークについては、国立情報学研究所（NII）の総合目録データベース

「NACSIS-CAT」に参加している。書誌データの共同分担入力と所蔵情報の登録を行い、全国規模の目録所在情

報サービスの構築に寄与している。また、NII の「NACSIS-ILL」を利用し、他館との相互利用をオンラインで行って

いる。直接の訪館や貸出については、北海道地区大学図書館協議会加盟の全大学で相互利用協定を結び、学生証

や身分証の提示で利用可能である。このほか、電子ジャーナルをはじめとした電子情報商品の価格交渉を行う「大

学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）」に加盟し、高額な学術情報の安定的かつ継続的な確保に努めている。 

 

電子的学術情報の活用を促進するため、情報検索用 PC を館内に 16 台設置し、レポート作成や e-ラーニング

科目の受講が可能な PC をマルチメディアフロアに 28 台設置している。さらに、無線 LAN を整備し、館内どこでも

利用可能なノート PC を 20 台提供している（資料 8-12）。人的支援としては、通年で文献検索サポートプログラム

を展開し、利用者のニーズやレベルに合わせた各種ガイダンスや講習を実施している（資料 8-15）。 

本学に所属する研究者の研究成果物を公開する機関リポジトリは、2013 年度の学位規程改正を機に、NII が提

供する「JAIRO Cloud」を使って構築され、2014 年９月に「北星学園大学学術情報リポジトリ」として公開を開始し

た（資料 8-16）。管理運営は、図書館と総合研究センターが連携し、コンテンツの収集とシステムの維持管理を担当

し、約 2,500 件のコンテンツが登録されている。 

 

図書館施設は、本館（1991 年竣工）と新館（2003 年竣工）からなる合計７フロアで構成されている。各階ごとに、

資料の配架、静かな学習スペース、マルチメディアフロアなど、目的に応じた使途を明確に分けている。閲覧座席数

は 448 席で、収容定員の約 12％に相当する。個人キャレル、グループ学習室、PC コーナー、AV コーナー、新聞・

雑誌閲覧席などを含めると 550 席以上となる。さらに、車いす利用者向けの閲覧席や音声拡大読書器（とうくんラ

イト）も用意している（資料 8-17）。 

年間の開館日数は平均 300 日であり、授業期間中は平日 8:45 から 22:00 まで、土曜日は 19:00 まで、日曜

日や一部の祝日も 12:00～17:00 まで開館している。休業期間中も月曜から土曜まで 19:00 まで開館しており、

定期試験期間を除き、学外利用者にも同様の時間を開放している（資料 8-18）。 

 

職員は、専任６名、派遣職員３名、カウンター担当業務委託スタッフ６名の計 15 名で構成されている。専任職員の

６割が司書資格を保有している。業務研修は、担当業務に応じた研修会や実務講習会への計画的派遣、課内での

研究発表などを通じて、専門的知識と技能の習得と共有を図っている。 

 

以上のとおり、図書館、学術情報サービスを提供するための体制を備えている。また、それらは適切に機能してい

る。 
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評価項目④ 教育研究活動を支援する環境や条件を適切に整備し、教育研究活動の促進を図っているか。 

評価の視点 

１．研究活動を促進させるための条件の整備 

・ 大学としての研究に対する基本的な考えの明示 

・ 研究費の適切な支給 

・ 外部資金獲得のための支援 

・ 研究室の整備、研究時間の確保、研究専念期間の保障等 

・ ティーチング・アシスタント（ＴＡ）、リサーチ・アシスタント（ＲＡ）等の教育研究活動を支援す

る体制 

本学は、教員が正義と良心に従い、自由な発想に基づいた研究活動を展開できるように、学内研究費の配分や研

究室の配備、研究時間の確保及び外部資金獲得支援制度等の研究環境を整備している。 

研究活動の支援体制として、総合研究センターを設置し、総合研究センター規程に基づき、教員の学術研究活動

の活性化と研究水準の向上を推進するための活動を行うとともに、事務局に研究支援課を置き、総合研究センター

の事務、研究費の支出及び管理などの日常的な研究支援を行っている（資料 3-8）。 

 

本学は専任教員による多様な研究活動の活性化を図るため、教育研究等環境の整備に関する方針に従い、研究

費制度を整備している（資料 8-19）（資料 8-20）。 

個人研究費の配分を受ける教育職員は、個人研究費取扱要領に定めるとおり、教員情報システムにより研究計画

を教員評価委員会に提出し、研究業績等研究者情報を記録するとともに、年度の終わりに研究活動自己点検評価

報告を教員評価委員会に提出している（資料 8-21）。また、基礎額のほか、繰越額、追加加算、文科省科学研究費

助成事業（以下「科研費」という）不採択加算、学会発表加算、国際的論文投稿・オープンアクセス加算、新任加算、

ハイレベル研究加算などの加算制度を導入している。そのほか、複数の研究者による共同研究や科研費応募申請な

どを支援する特定研究費制度を整備している（資料 8-22）。 

 

外部資金獲得のための支援については、科研費の採択支援を中心とすることを 2019 年度に教員評価委員会で

確認している。同年度には民間 URA（University Research Administrator）による科研費研究計画調書添

削サービスを導入し、一定の効果があるという調査結果が出たことから継続して実施している。また、科研費申請説

明会を６月に開催し、７月から開始される申請書添削サービスと継続性のある内容とするほか、科研費申請者に対し

ては応募に係るすべての費用を大学が負担している。 

 

研究棟の利用時間は７時から 22 時までとし、守衛が玄関の解錠及び施錠を行っている。土曜日は授業開講期間

のみ解錠し、それ以外の休校日はＡ館１階守衛室においてカードキー（シリアルナンバー付）の貸出及び返却を行っ

ている。研究室は専任教員１人につき１室を割当て（助教は共同利用）、研究室の鍵は各教員が管理するとともに、退

室時の施錠徹底を要請している（資料 8-23）。 

研究時間の確保及び研究専念期間を保障するために、国内外研修制度、サバティカル休暇制度及びバイアウト制

度を整備している（資料 8-24）（資料 8-25）（資料 8-26）。バイアウト制度は研究費を財源とし、担当授業科目を

非常勤講師に一部委嘱することで研究時間を確保する制度であり、文部科学省による競争的研究費制度の改善に

合わせて導入した。その他、採択された研究課題の直接経費が 500 万円を超える研究代表者に対して、バイアウト

制度の利用によって支出した個人研究費又は科研費の一部を補填するハイレベル研究加算制度を導入している。 

 

教育活動の支援として、教育補助業務に従事するティーチング・アシスタント（以下「TA」という）を置き、授業科目
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を円滑かつ効果的に実施する制度を整備している（資料 8-27）。TA は、本学大学院の修士課程又は博士〔後期〕

課程の在学者又修了者若しくは授業科目の円滑かつ効果的な実施に必要な知識、技能又は経験等を備えていると

認められる学外の者の内、所定の選考基準を満たした者が採用されている。TA は、授業科目の進行補助、資料作

成及び機材準備等に関する業務、講義、演習、実験及び実習等における学生に対する指導、助言及び相談等に関す

る業務、その他授業科目の展開上特に必要と認められる教育補助業務を行っている。 

2025 年度には、経済学科では、必修科目である「新聞活用」「新聞活用Ⅱ」で３名、社会福祉学部では、社会福

祉士国家試験受験資格の取得に必要な演習科目「ソーシャルワーク演習〔専門〕Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」で３名、大学共通科目に

おける情報科目では計 23 名の TA を配置した（資料 8-28）。また、大学共通科目「情報入門」「情報科目」では、

年１回ＴＡオリエンテーションを開催し、ＴＡの役割や科目の概要など、業務にあたっての心構えをレクチャーしている

（資料 8-29）。 

  

そのほかにも研究活動を促進させるため、HSFC（北海道未来創造スタートアップ育成相互支援ネットワーク）に

加入し、スタートアップ支援及びアントレプレナーシップ教育の実践を目的として、関連する研修会やイベントに参加

するとともに、情報収集を行った。また、教職員ホームページにおいても、関連するイベントの情報を共有している。 

 

以上のとおり、教育研究活動を支援する環境や条件を適切に整備し、教育研究活動の促進を図っている。 

 

 

評価項目⑤ 研究倫理を遵守するための必要な措置を講じ、適切に対応しているか。 

評価の視点 

１．研究倫理、研究活動の不正防止に関する取り組み 

・ 規程の整備 

・ 教員及び学生における研究倫理確立のための機会等の提供（コンプライアンス教育及び研究倫理教育

の定期的な実施等） 

・ 研究倫理に関する学内審査機関の整備 

本学は、文部科学省の「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成 26 年８月 26 日）、

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）（令和３年２月１日改正）」を順守し、研究倫理

及びコンプライアンスを推進するために、本学における研究活動及び公的研究費の取扱に係る不正行為の防止に関

して諸規程を整備するなどして対応している（資料 8-30）。 

 

本学では、研究に携わるすべての者が遵守すべき規範として「研究倫理指針」を定めている（資料 8-31）。また、

総合研究センターに研究倫理委員会を設置し、「研究倫理委員会規程」に基づき、コンプライアンス教育を含めた研

究倫理に関する事項について審議、調査、検討を行っている（資料 8-32）。 

また、「北星学園大学における公的研究費の不正防止対策の基本方針」を策定し、「研究活動における不正防止

規程」を定め、不正行為の防止及び不正行為が生じた場合における適正な対応について定め、責任体制を明確にし、

学内外に公表している（資料 8-33）（資料 8-34）。また、この規程で公益通報時の取り扱いについても規定してい

る。 
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さらに、「公的研究費の運営・管理に関する規程」において、科研費等の公的研究費の適正な運営や管理について

責任体制を明確にし、必要な事項を定めている（資料 8-35）。加えて、「公的研究費不正防止計画」を立て、その取

組みを進める中で不正を発生させる要因の把握と検証を進め、必要に応じて計画の見直しを行っている（資料 8-

36）。 

 

また、本学における人を対象とする研究を遂行するうえで求められる研究者の行動及び態度を「人を対象とする

研究倫理指針」に定めるとともに、本学の研究者が人を対象とする研究を実施する場合は、研究倫理委員会に対し

研究倫理審査を申請するよう推奨している（資料 8-37）。研究倫理審査の手続きは「研究倫理審査手続要領」に定

め、研究倫理委員会は申請者から提出された「研究倫理審査申請書」の内容に基づき審査を実施し、承認、条件付

承認、変更の勧告、不承認、非該当のいずれかにより判定を行っている（資料 8-38）。なお、学内に研究倫理情報

保管庫を設置し、「研究倫理情報保管庫取扱要領」に基づき、終了した研究の情報を保護している（資料 8-39）。 

 

本学は、研究費の配分を受ける教員及び大学院学生のほか、研究費の管理に携わる事務職員を対象として、公

正な研究推進のための SD 研修会を、毎年度実施している。また、研究倫理教育として、全研究者を対象として、日

本学術振興会の研究倫理 e ラーニングコース(eLCoRE)を受講し、修了証を提出することとしている。加えて、学

生を対象として、全学生に配布する履修ガイドで研究倫理上の義務と責任、研究倫理のポイント、研究活動における

「特定不正行為」、本学における不正行為防止の取組みを解説し、必要に応じて、演習などのゼミナールや、卒業論

文、卒業研究の指導において担当教員から直接指導しているほか、リーフレット「研究倫理のポイント-調査活動、レ

ポート・論文作成の心得-」を作成し、オリエンテーション等の機会に学生及び教職員に配布している（資料 8-40）。 
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以上のとおり、研究倫理を遵守するための必要な措置を講じ、適切に対応している。 

 

 

評価項目⑥ 教育研究等環境の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果を

もとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点 

１．適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

２．点検・評価結果に基づく改善・向上 

・ 前回の組織別・自己点検評価報告書に記載した行動計画に関する取組状況 

・ 新規事業または特殊事業の企画書に関する取組状況 

・ 全学・自己点検評価報告書において策定した行動計画に関する取組状況 

点検評価に基づく改善・向上の取組みは、以下のとおりである。 

 

（１）各組織の定期的な点検・評価 

各組織は、その所掌事項について点検評価を毎年度実施し、必要に応じて改善方策を策定のうえ、報告書を自己

点検評価・内部質保証委員会に提出している。 

例えば、総合情報センターでは、ICT 活用による効果的な情報共有の促進を図るために、2023 年度から学生も

対象に Microsoft Teams を本格導入した。2024 年度からは、教職員向けに Teams 講習会を実施し、コロナ

禍で導入した Zoom から Teams への移行を決定した。これにより、オンライン会議システムは原則として

Microsoft Teams を使用することとした。2025 年度は、Zoom の継続利用を希望する意見があることから、

2026 年度以降の Zoom の運用について検討を行ったが、結論には至らず、従前どおりの運用を継続することとし

た。 

また、BYOD に向けた情報環境及びサポート体制の検討について、2024 年度は、入学生を対象としたサポート

の試行や問題点の抽出を行うほか、プリント管理システムの運用と検証を行った。2025 年度開始時に向けて、サポ

ートデスクの移設、充電スポット整備、教室用電源タップ配置、貸出用 PC 準備、情報実習室 PC 撤去を実施した。

教職員及び在学生に向けて BYOD 実施上の留意事項を作成し、周知した。2025 年度は、新入生へのガイダンス

の実施及び課題を把握し、2026 年度ガイダンス内容及び実施方法の改善を行った。また、学生や教員へのサポー

トとして、「よくある質問」FAQ を作成・周知した。さらに、貸出用パソコン及び無線 LAN 環境の運用状況を検証し、

貸出体制の継続的な確認の必要性を確認するとともに、無線 LAN 環境の拡充に向けた整備計画を策定した。 

企画運営会議では、既存施設・設備の維持管理に係る整備計画の検討を行うとともに、短期大学部が利用してき

たエリアや利用実態のない実習室の運用見直しを進めた。また、新設学部に対応する校舎整備計画についても検討

を行った。 

 

（２）全学の定期的な点検・評価 

本基準に関連して、以下のとおり、中長期計画で 2030 年 Milestone（中期目標）を掲げている。また、アクショ

ンプランに従い、運営計画・運営総括の作成を通じて年度ごとに点検評価を行い、改善・向上に向けた取組みを行っ

ている（資料 1-10）。2025 年度の取組状況は、2025 年度運営総括に記載のとおりである（資料 1-12）。 

⚫ 外部競争資金への応募を促進する仕組みを確立する。 

⚫ 公正かつ効果的な学内研究費の分配の仕組みを確立する。 

⚫ 研究不正を未然に防止する研究費執行の仕組み及び研究倫理教育カリキュラムを構築する。 
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基準８ 教育研究等環境 

⚫ 学内での研究成果の情報集約及び効果的な情報発信の仕組みを確立する。 

⚫ 教育研究の発展と既存施設の維持管理を目的としたキャンパス整備にかかる PDCA サイクルを実施する

体制を確立する。 

 

以上のとおり、教育研究等環境の適切性について定期的に点検・評価を行っている。また、その結果をもとに改

善・向上に向けた取り組みを行っている。 

 

 

２．特色や強み、理念・目的の実現に向けた積極的な取組み等 

なし 

 

 

３．課題、改善のための行動計画 

なし 

 

 

４．根拠資料 

（１）学外公開資料（大学公式ウェブサイトや学科サイト等でウェブ公開された資料等） 

資料 8-1 教育研究等環境の整備に関する方針 

資料 8-3 キャンパスマップ | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 8-5 学内カフェ （NORTH STAR CAFE Sarah）がリニューアルオープンしました | 北星学園大

学・北星学園大学短期大学部 

資料 8-6 バリアフリーマップ 

資料 8-7 ＢＹＯＤ(＝ノートパソコン必携化) | 北星学園大学 CAMPUS GUIDE WEB 

資料 8-10 情報セキュリティ基本方針 

資料 8-13 ホーム | 北星学園大学図書館 

資料 8-14 学外からの学内ネットワーク接続について（VPN 接続サービス） | 北星学園大学図書館  

資料 8-15 文献検索サポートプログラム | 北星学園大学図書館 

資料 8-16 北星学園大学学術情報リポジトリ 

資料 8-17 フロアガイド | 北星学園大学図書館 

資料 8-18 年間カレンダー | 北星学園大学図書館 

資料 8-30 研究倫理・コンプライアンス推進 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 8-31 研究倫理指針 

資料 8-32 研究倫理委員会規程 

資料 8-33 北星学園大学における公的研究費の不正防止対策の基本方針 

資料 8-34 研究活動における不正防止規程 

資料 8-35 公的研究費の運営・管理に関する規程 

資料 8-36 公的研究費不正防止計画 
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基準８ 教育研究等環境 

資料 8-37 人を対象とする研究倫理審査 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 8-38 研究倫理審査手続要領 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 8-39 研究倫理情報保管庫取扱要領 

資料 8-40 研究倫理のポイント-調査活動、レポート・論文作成の心得- 

 

（２）学内公開資料（教職員ホームページや n☆star 等で学内共有された資料等） 

資料 8-2 学校施設調査票 

資料 8-8 総合情報センター情報処理システム利用規程 

資料 8-9 総合情報センターネットワーク利用規程 

資料 8-11 図書館資料収集方針 

資料 8-12 2025 年度図書館年報 

資料 8-19 教育研究等環境の整備に関する方針 

資料 8-20 研究費ハンドブック 

資料 8-21 個人研究費取扱要領 

資料 8-22 特定研究費取扱要領 

資料 8-23 研究支援課からのお知らせ 

資料 8-24 教育職員国内外研修規程 

資料 8-25 教育職員のサバティカル制度に関する規程 

資料 8-26 バイアウト制度取扱要領 

資料 8-27 ティーチング・アシスタント規程 

 

（３）その他の資料（印刷物、学科 Moodle、会議資料、閲覧制限のあるウェブ公開資料等） 

資料 8-4 校舎等建物室別面積表 

資料 8-28 2025 年度 ティーチング・アシスタント（TA）の採用及び雇用契約書取交わしについて（上申） 

資料 8-29 2025 年度 TA 業務にあたっての心構え 
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基準９ 社会連携・社会貢献 

 

 

基準９ 社会連携・社会貢献 

１．現状分析 

評価項目① 大学の教育研究成果を適切に社会に還元するための社会連携・社会貢献に関する方針を明

示しているか。 

評価の視点 

１．大学の理念・目的、各学部・研究科の目的等を踏まえた社会貢献・社会連携に関する方針の適切な明示 

本学は、基本理念・ミッション・ステートメントを踏まえた「社会連携ポリシー」を策定し、大学公式ウェブサイト及び

教職員ホームページを通して学内外に公表している（資料 9-1）。 

 

１．本学における教育・研究から生まれた「知と技」を、自治体、企業・団体、非営利組織等と連携して、地域の福祉、

教育、文化及び産業等に還元し、もってその振興に貢献します。 

２．北星オープンユニバーシティをはじめとする各種講座を開講し、図書館など本学の教育機能を地域社会に開

放することで、生涯学習など多様な学習機会を提供する他、学生・教職員が地域活動に積極的に携わるよう努

めます。 

３．本学での教育課程及び地域での活動を通じ、卒業後も地域社会・国際社会での活動に携わる人材育成に努

めます。 

 

以上のとおり、大学の教育研究成果を適切に社会に還元するための社会連携・社会貢献に関する方針を明示して

いる。 

 

 

評価項目② 社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関する取り組みを実施

しているか。また、教育研究成果を適切に社会に還元しているか。 

評価の視点 

１．学外組織との適切な連携体制 

２．社会連携・社会貢献に関する活動による教育研究活動の推進 

３．地域交流、国際交流事業への参加 

社会連携センターを設置し、「社会連携ポリシー」及び「社会連携センター規程」に基づき、社会連携の窓口として、

地域住民、自治体、企業・団体、非営利組織等との連携・交流を深め、本学の知と技を有効活用し、地域の福祉、教

育、文化及び産業等の振興並びに地域・国際社会の発展に寄与するための取組みを推進している（資料 9-1）（資料

3-7）。 

 

自治体等との連携協定の状況は、以下のとおりで、この 10 年間で協定先が増えている（資料 9-2）。今後も地域

社会・産業界・他大学との連携を強化し、具体的な成果を創出したうえで、社会に還元するための取組みを推進する。

学外からの研究委託については、総合研究センターが産学官連携研究の窓口となり、本学教員の研究成果を地域

社会に還元している（資料 9-3）。なお、学外からの研究助成情報は、教職員ホームページを通じて教員に適時周知

している。 
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基準９ 社会連携・社会貢献 

自治体名 対象 内容（主な取組みをリンク） 締結年月日 

栗山町 大学・短大 
北星学園大学及び北星学園短期大学部と栗山町との連

携協定書 

2007 年 12 月 21 日 

札幌市厚別区・ 

株式会社札幌 

副都心開発公社 

大学・短大 

北星学園大学及び北星学園短期大学部、株式会社副都

心開発公社及び札幌市厚別区における三者の連携協力

に関する協定 

2008 年 10 月 8 日 

歌志内市 大学・短大 
北星学園大学及び北星学園短期大学部と歌志内市との

連携協定書 

2013 年 10 月 29 日 

北海道教育委員会 大学 
北海道教育委員会と北星学園大学との調査研究に関す

る協定 

2014 年 3 月 28 日 

札幌市 大学・短大 
札幌市営住宅の北星学園大学・北星学園大学短期大学

部の学生への提供についての協定書 

2017 年 11 月 27 日 

後志振興局 短大 
北海道後志総合振興局・北星学園大学短期大学部による

グルーバル人材育成に係る連携・協力に関する協定書 

2018 年 7 月 23 日 

株式会社 JTB 

北海道事業部 
短大 

株式会社 JTB 北海道事業部・北星学園大学短期大学部

による連携・協力に関する協定書 

2021 年 11 月 25 日 

北海道 

社会福祉協議会 
大学・短大 

北星学園大学及び北星学園大学短期大学部と北海道社

会福祉協議会による連携・協力に関する協定書 

2022 年 4 月 22 日 

北海道 

総合研究調査会 
大学・短大 

一般社団法人北海道総合研究調査会と北星学園大学及

び北星学園大学短期大学部による連携・協力に関する協

定書 

2022 年 7 月 22 日 

ニセコ町 大学・短大 
北星学園大学及び北星学園短期大学部とニセコ町との連

携協定書 2024 年 9 月 26 日 

北海道 

テレビ放送株式会社 
大学・短大 

北星学園大学及び北星学園大学短期大学部と北海道テ

レビ放送株式会社（HTB）との包括連携協定書 
2025 年 4 月 15 日 

北海道行政書士会 大学・短大 
北星学園大学及び北星学園大学短期大学部と北海道行

政書士会による相互連携・協力に関する協定書 
2025 年 5 月 19 日 

生活協同組合 

コープさっぽろ 
大学・短大 

生活協同組合コープさっぽろと北星学園大学・北星学園

大学短期大学部との包括連携協定書 
2025 年 10 月 14 日 

 

北星オープンユニバーシティでは、一般市民や本学学生を対象に講座を開講し、地域社会に対して多様な学習機

会を提供している（資料 9-4）。コロナ禍の影響でオンライン講座へ切り替えたことをきっかけに、2024 年度以降は、

対面講座及びオンライン講座を実施している。 

大学公開講座では、札幌市教育委員会の後援により、札幌市内の大学に先駆けて 1975 年から開始された、主

に一般市民を対象とする講座である。2023 年度から、「大学の知の還元」を意識し、近隣市民の参加しやすい内容

とするとともに、講座は原則として本学教員が担当することとした。2025 年度は、第１回「Culture and Business 

around the world」、第２回「すべての人に優しいインクルーシブ社会を目指して！─まちづくりや交通・移動、防

災・減災の視点から考える─」、第３回「アートがもっと楽しくなる 名画の裏話と鑑賞のポイント」を開講した（資料

9-5）。 

心理臨床センターの「北星こころの相談室」では、地域住民の心理的問題や悩みの相談に対して「公認心理師」の
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資格を有する指導相談員が臨床心理学的な援助を行っている（資料 9-6）。同時に、心理療法・カウンセリング体験

実習の実習施設としても厚生労働省に登録されており、公認心理師国家資格を目指す大学院生は、公認心理師資

格と臨床心理士資格を有する教員の指導のもと、本施設において実習を行っている。 

社会福祉学部において実施されてきた「社会福祉学部地域社会貢献事業」については、地域や団体等の講演・研

修に社会福祉学部教員を講師として派遣し、道内各市町村・各種団体等の生涯学習に知見を提供してきた。しかし、

様々な社会情勢及び本学が置かれた諸状況などから、講師派遣という事業形態のあり方を含めた今後の更なる大

学と地域社会との結びつき方について、再検討をする必要性が生じたため、2024 年度をもって事業を終了した（資

料 9-7）。評価項目③で後述するとおり、2025 年度は、新たなリカレント教育に関する検討を進め、「社会福祉学部

地域社会貢献事業」を発展させるための検討を行った。また、社会人向け教育プログラムの実施に必要な基盤環境

を整備するとともに、外部 e-learning プラットフォームの選定方針について検討し、事業開始時に適切なシステム

を選択するための基準を整理した。 

教職課程センターでは、教育関係者、本学在学生のみならず、広く一般の方を対象として、障害児教育夏季セミナ

ーを毎夏開催している（資料 9-8）。本セミナーは、障害児教育に関する「具体的支援」について、基調講演や対談等

からヒントを得ることを目的としている。基調講演を依頼する講師は、基本的に道内外の先駆的研究を行っている研

究者であり、リカレント教育として安価な参加費で、特別支援教育の最新情報や知見を提供している。 

そのほか、卒業生の中学校・高等学校教員により組織される「北星英研（北星学園大学英文学科卒英語教員研究

協議会）」では、本学の卒業生をはじめとした英語教育に携わる方々の英語教師のネットワークづくりや英語教育の

改善、発展のための新たな学びの場として毎年度研究会を開催している（資料 9-9）。 

 

地域交流の推進について、スミス・ミッションセンターでは、毎年 12 月にキャンパス内の中庭で小学生向けの「ク

リスマスツリー点灯式」や、クリスマスリースづくりやスライドを用いた紙芝居の鑑賞、クリスマスプレゼント等を行う

「北星チャペルでクリスマス」を開催している。そのほかにも、プロの演奏家を招いてコンサートを開催し、地域住民

にも公開している（資料 9-10）。 

社会連携センターでは、札幌市との協定により、市営住宅の学生入居や地域イベントへの参加を通じて、学生が

地域活動に参加することで、地域との繋がりを深めている（資料 9-11）。また、2023 年度から、連携協定先である

厚別区の呼びかけで、区内に立地する本学を含めた大学・専門学校３校、町内会、まちづくりセンターと協働し、「学

生まちづくり促進ネットワーク（学まちネット）」としての学生ボランティア派遣を行っている。2025 年度の延べ参加

学生数は 189 人となり、前年度を上回る参加者数となった（資料 9-12）。厚別区内の各町内会の依頼を厚別区が

集約し、学生が自ら応募し参加した。活動内容は、町内会イベントの企画・運営補助、高齢者向けスマホ教室、地区

の夏まつり運営、街頭清掃、区民向け冬まつり企画・運営など多岐に渡った（資料 9-12）。 

国際教育センターでは、札幌圏大学国際交流フォーラム主催の各種イベントへ一般学生、留学生の参加をサポー

トしている。また、留学生の文化体験プログラムの一環として、近隣小学校への訪問を行なっている。そのほか、多言

語・多文化に関心を持つ北海道内の高校生が集まり、１泊２日の日程で原則として英語を使用して本学の留学生・在

学生とグループワークや発表、交流アクティビティをともにする「English Camp in 北星」を開催している（資料 9-

13）。 

 

国際交流に関する取組みについては、開学以来、国際性の追求を大学の姿勢の一つとしている。 

1965 年に最初の交流協定校であるルイス＆クラーク大学との協定書を交わして以来、2024 年度には新たに２
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大学と交流協定を締結することができ、合計で 11 か国・地域の 19 大学と交流協定を締結している（資料 7-14）。

2025 年度は、９つの協定校から学長を含む 18 人が本学を訪問し、今後の更なる交流に向けた協力関係を確認し

た。国際教育センターでは、海外の提携校との連携や、国際交流イベントへの参加を通じて、学生の国際的な視野を

広げている。本学の国際交流を促進するために 2016 年度に国際教育課直属の学生団体である「国際ラウンジ学

生チーム」（HUIT）を発足し、留学生に向けての Farewell Party の開催等の国際交流イベントを企画・実施して

いる。東アジア学生交流プログラム（EASCOM）についても、学生実行委員会を組織してプログラムを実施している。

そのほか、本学の在学生と海外からの留学生が各種体験や見学を通して日本文化を学び、宿泊を通して同じ時間

を過ごすことで交流を深めることを目的するインターナショナルキャンプを前期・後期に各１回実施している。これら

の取組みを通じて、国際交流に意欲のある学生が留学生と交流する機会を着実に増やしている（資料 7-16）（資料

9-14）（資料 9-15）。 

また、スミス・ミッションセンターでは、タイ国際ボランティア・ワークキャンプ、チャイルド・ファンド及び ACUCA(ア

ジア・キリスト教大学協会)等の活動を実施している（資料 1-14）（資料 1-16）。 

2025 年度は、演舞同好会「北星学園大学～廻～」の学生が「札幌・大田姉妹都市提携 15 周年記念レセプション」

において、祝賀演目としてよさこい演舞を披露した（資料 9-16）。さらに、国際協力機構（JICA）との連携強化に向

けた覚書署名記念プレイベントとして学内講演会を開催し、国際協力について理解を深める機会を提供した（資料

9-17）。 

 

そのほか、本学には、ボランティア活動を目的とする学生団体「ボランティア・コパン部」「ボランティアサークル

able」があり、ボランティアに関する情報発信や参加の呼びかけを行っている（資料 7-35）。2025 年度には、生活

協同組合コープさっぽろが主催する「Hokkaido 海のクリーンアップ大作戦！ Vol.５」に本学学生、職員が参加し、

海岸清掃活動を実施した（資料 9-18）。本学からは 100 名を超える学生、職員が参加した。参加者の多くは、学生

団体の「ボランティアサークル able」や「社会福祉研究会ポルタ」の所属学生であったが、ゼミや友人同士で参加す

る学生も見られた。 

また、本学においては、2005 年以来、学生団体「北星フェアトレード」による地道なフェアトレード普及活動が息

長く続けられ、2008 年からは経済学部の科目として「フェアトレード実習/フェアトレード」を設けている。また、

2019 年３月には、「北星学園大学・北星学園大学短期大学部フェアトレード憲章」を策定にあたり、学長、学生自治

会及び北星フェアトレードの代表の３者が署名し、フェアトレードの推進によって、差別や、貧困・格差が無い世界の

実現のために、フェアトレードの理念を全力で推進することを確認した。これらの活動が認められ、2019 年 10 月

12 日に一般社団法人日本フェアトレード・フォーラムより、日本国内では２番目となるフェアトレード大学の認定を受

けた。また、2026 年２月に２度目の『フェアトレード大学』認定が更新された。更新にあたり、認定委員会からは、「出

前授業やフェアトレードフェスタへの参画、地元企業との委託販売覚書の締結、高校との連携授業、そして大学間連

携による『あつべつフェアトレードまつり』開催など、地域・社会を巻き込みながら実践を広げている点は、全国の教

育機関にとっても大きな模範となるもの」に対して高い評価を受けている（資料 9-19）。 

 

以上のとおり、社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関する取り組みを実施している。

また、教育研究成果を適切に社会に還元している。 

 

 

84
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評価項目③ 社会連携・社会貢献の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結

果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点 

１．適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

２．点検・評価結果に基づく改善・向上 

・ 前回の組織別・自己点検評価報告書に記載した行動計画に関する取組状況 

・ 新規事業または特殊事業の企画書に関する取組状況 

・ 全学・自己点検評価報告書において策定した行動計画に関する取組状況 

点検評価に基づく改善・向上の取組みは、以下のとおりである。 

 

（１）各組織の定期的な点検・評価 

各組織は、その所掌事項について点検評価を毎年度実施し、必要に応じて改善方策を策定のうえ、報告書を自己

点検評価・内部質保証委員会に提出している。 

例えば、社会連携センターでは、北星オープンユニバーシティや大学公開講座でニーズの調査を受講者アンケー

トとして行った。その結果をもとに、事業の内容の効果を見極め、地域住民がより参加しやすい講座のあり方を継続

的に検討している。2025 年度は、受講申込者が増加し、本学教員の知の還元を意識した講座を開講することがで

きた。今後も、地域住民が本学で学びを深める機会を提供し、大学をより身近な存在として感じられるよう、大学公

開講座を実施していく。また、社会連携活動について既存の連携の積極的な活用に向けて、学内における連携協働

案件の共有体制の確立を目指している。協定先や学内での情報共有を行い、学内で照会できるデータベース化を

図っていくため、2024 年度から連携協定先を含め連携・協働件数の情報の集約を行っている。今後は、引続き情

報収集を進めるとともに、過去の活動内容についても調査を行い、データベースの作成を進めることとしている。 

企画運営会議では、2023 年度の事業整理・分類及び 2024 年度の学内シーズ調査・ニーズ調査を踏まえ、評

価項目②に記載のとおり、2025 年度も新たなリカレント教育に関する検討を継続した。福祉分野において、学内シ

ーズと業界ニーズの適合性が高いことが確認されたことから、「社会福祉学部地域社会貢献事業」を発展させるため

の検討を進めた。また、札幌市補助金を活用してオンデマンド教材の撮影機材を整備した。さらに、新たなリカレント

教育については、オンデマンド配信による段階的な展開を基本的な方向性として位置付け、自治体及び福祉法人に

おいて法令等に基づき実施される研修に対応する基幹コンテンツを優先的に制作する方針を明確化し、2026 年度

以降の事業化に向けた具体的な取組みの方向性を整理した。 

 

（２）全学の定期的な点検・評価 

本基準に関連して、以下のとおり、中長期計画で 2030 年 Milestone（中期目標）を掲げている。また、アクショ

ンプランに従い、運営計画・運営総括の作成を通じて年度ごとに点検評価を行い、改善・向上に向けた取組みを行っ

ている（資料 1-10）。2025 年度の取組状況は、2025 年度運営総括に記載のとおりである（資料 1-12）。 

⚫ 在学生・協定校・高校生（学園内高校含む）等との国際交流プログラムを積極的に推進し、グローバルなブ

ランドイメージを確立する。 

⚫ 大学の教育資源を提供し、地域の教育に貢献するため、多様な初等・中等教育機関との連携を確立する。 

⚫ 地域社会・産業界・他大学との連携を強化し、具体的な成果を創出した上で、社会に還元するための取組み

を推進する。 

⚫ 既存の連携の積極的な活用に向けて、学内における連携・協働案件の共有体制を確立する。 

⚫ 同窓会・後援会とのネットワークを確立・強化する（同窓会・後援会との協力推進及び同窓会に限定しない
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OB/OG とのつながりを確立し、活用する）。 

⚫ 学びの内容・通い易さ等の両面において社会人のニーズに適した教育プログラムと実施形態を確立する。 

⚫ 地域・他大学との実質的な連携により、複雑化する地域課題の解決やイノベーションの創出に積極的にアプ

ローチできる運営体制を構築する。 

 

なお、社会連携に関わる取組みを扱う部署が複数存在することから、学内における連携・協働案件の共有体制を

確立するにあたっては、DX の推進によって、情報共有と協働を促進していく必要があると考えられる。 

 

以上のとおり、社会連携・社会貢献の適切性について定期的に点検・評価を行っている。また、その結果をもとに

改善・向上に向けた取り組みを行っている。 

 

 

２．特色や強み、理念・目的の実現に向けた積極的な取組み等 

（１）持続可能な地球社会と地域社会を創るための取組み（フェアトレード憲章の策定および北星フェアトレードサー

クルを中心としたフェアトレード活動） 

この取組みは、ミッション・ステートメントに掲げる「世と時代が作り出した、悲惨な出来事に対して、平和と尊厳

を作り出していくために、北星学園大学が果たしていく役割を考え、実践すること」に寄与するものである。 

 

 

３．課題、改善のための行動計画 

なし 

 

 

４．根拠資料 

（１）学外公開資料（大学公式ウェブサイトや学科サイト等でウェブ公開された資料等） 

資料 9-1 社会連携ポリシー 

資料 9-2 地域連携 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 9-3 科研費等外部資金による研究 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 9-4 北星オープンユニバーシティ 

資料 9-5 2025 年度北星学園大学公開講座 

資料 9-6 北星こころの相談室（心理臨床センター） | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部  

資料 9-7 北星学園大学社会福祉学部 地域社会貢献事業 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 9-8 障害児教育夏季セミナー | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 9-9 本学卒業生の英語教員が主催する研究会（北星英研）が開催されました | 北星学園大学・北星

学園大学短期大学部 

資料 9-10 チャペル | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 9-11 社会連携 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 9-13 【全道の高校生参加者募集】「English Camp in 北星 2025」開催のお知らせ | 北星学園大
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学・北星学園大学短期大学部  

資料 9-14 ホームステイプログラム | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 9-15 国際ラウンジ | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 9-16 演舞同好会の学生達が「札幌・大田姉妹都市提携 15 周年記念レセプション」で祝賀演目として

よさこい演舞を披露しました | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 9-17 JICA 北星 覚書署名記念 プレイベント を行いました | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部  

資料 9-18 学生・教職員が海岸清掃活動「Hokkaido 海のクリーンアップ大作戦！」に参加しました | 北

星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 9-19 大学フェアトレード憲章 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

 

（２）学内公開資料（教職員ホームページや n☆star 等で学内共有された資料等） 

なし 

 

（３）その他の資料（印刷物、学科 Moodle、会議資料、閲覧制限のあるウェブ公開資料等） 

資料 9-12 学まちネット 2025 年度運用状況について（2026.5.28.社会連携センター運営委員会） 
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基準 10 大学運営・財務 第１節 大学運営 

 

基準 10 大学運営・財務 第１節 大学運営 

１．現状分析 

評価項目① 大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するために必要な大学

運営に関する大学としての方針を明示しているか。 

評価の視点 

１．大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するための大学運営に関する方針の

明示 

２．学内構成員に対する大学運営に関する方針の周知 

大学・短期大学部の中長期計画には、基本理念に基づく「ミッション・ステートメント（北星学園大学が目指すもの）」

を掲げ、これを実現するために、2040 年までに目指す姿、強化・改革に取組む事柄、2030 年 Milestone（中期

目標）を設定している（資料 1-10）。 

中長期計画を実現するために、2023 年度には、各部署において 2030 年 Milestone 達成に向けた第Ⅰ期ア

クションプラン及び KPI を策定し、2023 年度運営計画・運営総括は、単年度のアクションプランとなるように目標

を設定した。2024 年度以降は、各担当部署がアクションプランを踏まえた年度ごとの運営計画を立案している。こ

のアクションプランと KPI については、具体的な取組み及び目標を設定することとしたため、運営計画と中長期計画

は完全に連携し、中長期計画に掲げた目標達成のための点検評価の役割を年度総括が、年度ごとのアクションプラ

ンの策定を運営計画が担う体制を整えた（資料 1-12）。 

   

中長期計画及び年度毎の運営計画・総括は、教職員に公表している。また、教職員への理解促進のため、６月に

2024 年度運営総括及び 2025 年度運営計画についての SD（参加者（教職員）：73 名）を行った（資料 10(1)-1）。 

また、４月に実施された学園の新任職員研修会においても、学園全体でのプログラムに引続き、大学独自のプロ

グラムを実施し、中長期計画、運営計画、UＩ/VI ガイドラインについて説明した（資料 10(1)-2）。また、中長期計画

のアクションプラン及び KPI の検討を各部署からのボトムアップで行い、それらを踏まえた単年度の運営計画・総括

の策定も各部署の検討からのボトムアップで行ったことにより、教職員への一層の浸透を図るとともに、設定したアク

ションプランや運営計画に主体的に取組むことを目指している。 

 

以上のとおり、大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するために必要な大学運営に

関する大学としての方針を明示している。 
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評価項目② 方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を設け、これらの権

限等を明示しているか。また、それに基づいた適切な大学運営を行っているか。 

評価の視点 

１．適切な大学運営のための組織の整備 

・ 学長の選任方法と権限の明示 

・ 役職者の選任方法と権限の明示 

・ 学長による意思決定及びそれに基づく執行等の整備 

・ 教授会の役割の明確化 

・ 学長による意思決定と教授会の役割との関係の明確化 

・ 教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任の明確化 

・ 学生、教職員からの意見への対応 

２．適切な危機管理対策の実施 

３．本学に勤務する職員の健康保持と労働環境の整備向上 

４．大学広報の実施 

学長の選任方法については、「学長の選挙に関する規程」によって定めている。まず、学長選挙管理委員会を組織

し、選挙人２名の推薦を得た学長候補者がいた場合は、規程に則って選挙を実施する。学長候補者が得られなかっ

た場合は、別に学長候補者推薦委員会を組織して学長候補者を推薦し、選挙管理委員会は、規程に則って選挙を

実施する（資料 10(1)-3）。学長の任期については「学長、副学長等の任期に関する規程」において４年と定めており、

再任された場合は２年とする（資料 10(1)-4）。 

学長の役割及び権限については、「大学規程」第４条において「学長は、本学の校務を総理し、所属職員を指揮監

督する。」と規定している（資料 2-2）。 

 

学長による意思決定及びそれに基づく執行等の整備については、2019 年４月に関連規程を整備し、教授会を含

め各会議体の予算に係る事項及び教学に係る事項は全て、学長、副学長、学部長、短期大学部長、スミス・ミッショ

ンセンター部長、学生部長及び事務局長で構成する部局長会議を経て、大学評議会で審議、決定することを明確に

した。 

 

副学長の職務、権限については、「大学規程」第６条において「副学長は、学長の職務を補佐するとともに、学長の

命を受けて本学の教育、研究、学生支援その他教学に関する事項を統括する。」と規定している（資料 2-2）。 

さらに、「大学規程」第 40 条に学部長、第 48 条に学科長、第 54 条に共通科目部門長、第 60 条に言語教育部

門長、第 72 条に学生部長、第 79 条に研究科長、第 81 条に副研究科長、第 86 条に図書館長の職務、権限をそ

れぞれ規定している（資料 2-2）。また、12 のセンター等（スミス・ミッションセンター、国際教育センター、学生相談

センター、キャリアデザインセンター、社会連携センター、総合研究センター、総合情報センター、心理臨床センター、

入学試験センター、学習サポートセンター、アクセシビリティ支援室及び教職課程センター）の各センター長等の職務、

権限については、それぞれのセンター規程に明記している(資料 3-2) (資料 3-3) (資料 3-4) (資料 3-5) (資料

3-6) (資料 3-7) (資料 3-8) (資料 3-9) (資料 3-10) (資料 3-11) (資料 3-12) (資料 3-13) (資料 3-14)。

なお、これらの役職者の選任方法については「副学長、学部長等の選任に関する規程」に、任期については「学長、副

学長等の任期に関する規程」に規定されている（資料 10(1)-4）（資料 10(1)-5）。 

 

教授会の審議事項については、「大学学則」第 52 条及び「短期大学部学則」第 39 条に定めており、その役割を

明確にしている（資料 1-5）（資料 1-7）。 
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また、「大学学則」第 52 条第Ⅱ項及び「短期大学部学則」第 39 条Ⅱ項において、教授会の審議事項のうち、学

長が決定すべき事項については、速やかに学長に報告するものと規定しており、学長による意思決定と教授会の役

割との関係を明確にしている（資料 1-5）（資料 1-7）。 

 

2023 年度の規程改正により、教学に関する基本方針を全学的な観点から策定及び立案する教学政策会議と、

教学に関する基本方針及び３つのポリシーに基づき、教学に関する諸施策を企画及び実施する教学会議に再編し、

教育の質保証及び教学マネジメントを推進している。なお、教学政策会議の議長を学長とすることで、学長がリーダ

ーシップを発揮し、全学的な視点から教育課程の改革に取組むことができるよう体制を整備した（資料 10(1)-6）

（資料 10(1)-7）。 

理事会等法人組織の権限と責任については、「北星学園寄附行為」「北星学園就業規則」「北星学園経理規程」等

に明示されており、大学との権限・責任分担も明確になっている（資料 1-1）（資料 10(1)-8）（資料 10(1)-9）。なお、

理事会の役員名簿は北星学園公式ウェブサイトを通して公表している（資料 10(1)-10）。また、大学の一部諸規程

には、理事会等法人組織との関係を明示することを目的とした条項を加えている。具体的には、「大学学則」第 53

条に「学長、副学長、チャプレンの任免は、評議会の議を経て、また、教授、准教授、専任講師、助教及び助手の任免

は、教授会の議を経て、法人理事会がこれを行う。」と規定するとともに、「学長の選挙に関する規程」第 40 条に「学

長又は学長職務代理者は、評議会における学長選考の結果を学校法人北星学園理事長に報告し、その任命を上申

するものとする。」と定めている（資料 1-5）（資料 10(1)-3）。 

理事会等法人組織及び大学組織の管理運営に関する諸規程については、関係法令に基づき整備しており、「北星

学園寄附行為」や「学則」等の明文化された規程に基づいて管理運営を行っている（資料 1-1）（資料 1-5）。また、法

令改正等があった場合には速やかに規程改正手続きを進めるとともに、必要に応じて文部科学省等の所轄庁との

相談や届け出等を適切に行っている。その他、学則変更、役員変更、決算書等の文部科学省への届け出等を、学校

教育法、同施行規則、私立学校法等に従い行っている。 

先に述べたとおり、教学に関する基本方針については、全学的な観点から教学政策会議が策定及び立案し、部局

長会議を経て、大学評議会で審議、決定している。学部学科再編などの経営判断を要する場合は、法人組織（理事

会、評議員会）にて審議、決定したうえで手続きを進めている。 

 

学生からの意見への対応として、匿名でも意見や質問を寄せることができる「大学に対する意見箱」を設置してい

る。その内容に応じて該当部署で確認し、学長も必ず目を通して対応を指示し、記名での意見に対しては回答を公

開している。また、毎年実施している入学時、在学時、卒業時の学生調査の結果を共有している。 

教職員からの意見への対応としては、大学評議会の委員が投票で選出されており、各会議体においても、教職員

の委員で構成されることから、ここで大学運営に関して意見を反映させることができると考えている。さらに、毎年実

施している各会議体等から提出される自己点検評価報告書の記載事項からも、教職員からの意見を反映させるこ

とができる。 
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本学は、「危機管理に関する規程」を定め、この規程に基づき、全学危機管理委員会を組織・運営している（資料

7-23）。 

同委員会は、同規程第４条に定める任務に従い、以下のとおり危機管理対策を実施している。なお、委員会の性

質上、任務のみを以下に列記する。 

（１） 危機管理任務 （第４条第１項） 

（２） 倫理保持任務 （第４条第２項） 

（３） ハラスメント防止・解決任務 （第４条第３項）  

（４） 情報セキュリティ任務 （第４条第４項） 

 

また、「北星学園安全衛生管理規程」及び「北星学園大学安全衛生委員会規程」を定め、この規程に基づき、安全

衛生委員会を組織・運営している（資料 10(1)-11）（資料 10(1)-12）。学長を総括安全衛生管理者とし、法令の定

めるところにより、産業医及び衛生管理者を選任している。本委員会は、「北星学園大学安全衛生委員会規程」第２

条に定める委員会任務に則り、教職員の安全及び衛生に関する事項について審議している（資料 10(1)-12）。また、

審議結果に基づき、教職員の健康管理及び安全管理等を適切に行うため、産業医と連携し、教職員の健康保持と労

働環境の整備向上に向けた施策及び対応を行っている。 

職員の危険及び健康障害の防止措置の観点から、2023 年度は、敷地内全面禁煙に向けた取組みとして、専門

家による喫煙対策に係る講演会を実施した（資料 10(1)-13）（資料 10(1)-14）。また、特定屋外喫煙場所以外での

喫煙が確認された場合の対応についてのフローチャートを作成し、施設内での喫煙が疑われる場合はフローチャー

トに従い、現場を職場巡視、事実確認を行い、文書による厳重注意を行うこととした。2024 年度は、厚別消防署に

よる AED の使い方を含む救命講習を実施した（資料 10(1)-15）。2025 年度は、長時間のパソコン作業による健

康リスクとその予防策をテーマに、北海道労働保健管理協会による講演会を開催した（資料 10(1)-16）。また、職場

巡視では、床面の凹凸について、これまで関係部署により応急的な措置が講じられてきたが、2026 年度に抜本的

な改修工事を実施することとした。そのほか、教員研究室の温熱環境に関する申出を受け、臨時の職場巡視を実施

した。さらに、冬季の路面凍結による転倒事故が多発していることを踏まえ、転倒災害の防止を目的としたポスター

を作成し、教職員に注意喚起を行った。 

あわせて、職員の健康診断の実施、その他健康管理の観点から、定期健診受診率の向上を目標に、前年度定期

健診未受診者に対する受診勧奨を行った。また、北星学園メンタルヘルス対策等の方針に基づき、毎年１回定期的に

行うストレスチェックを実施し、集団分析を行った。さらに、厚生労働省医政局歯科保健課から歯科健康診査推進事

業（モデル事業）への参画が依頼され、職員の健康管理の観点からも有用であると判断し、定期健康診断の実施に

あわせて歯科健康診査を行った。 

 

北星学園大学では、「大学規程」第 37 条第Ⅱ項の規定に基づき、広報委員会を組織している。学長に任命され

た広報委員を広報委員長として置き、同委員会において基本方針を確認している（資料 2-2）。 

広報実務は主に企画広報課広報係が担当し、大学公式ウェブサイトや SNS の発信については企画広報課内で

分担して実施する体制を整備している。また、入試広報との連携のため、入試課広報担当者と企画広報課広報係が

定期的に情報共有を行い、イベントでの広報活動について調整している。 

基本方針に基づく広報活動は、企画広報課を中心に実施しており、教職員ホームページに情報提供フォームを公

開することで、広く情報を収集する仕組みを整えている。さらに、この方針については、項目ごとに具体的な目標を設
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定し、広報委員会が進捗管理を行うことで、広報活動の質の向上と効果的な発信を目指している（資料 10(1)-17）。 

 

以上のとおり、方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を設け、これらの権限等を明

示しているか。また、それに基づいた適切な大学運営を行っている。 

 

 

評価項目③ 予算編成及び予算執行を適切に行っているか。 

評価の視点 

１．予算執行プロセスの明確性及び透明性 

・ 内部統制等 

・ 予算執行に伴う効果を分析し検証する仕組みの設定 

本学の年度予算及び事業計画は、「寄附行為」第 58 条に基づき、理事会が決定している（資料 1-1）。 

大学・短期大学部においては、予算編成方針に基づき、各組織からの予算要求を財務課で取りまとめ、企画運営

会議で補正予算及び当初予算の原案を作成する。特に、当初予算案の作成にあたっては、学長が必要と判断した組

織に対し、学長、副学長、事務局長がヒアリングを行い、より適正な予算編成に努めている。企画運営会議で策定さ

れた予算案は、部局長会議で審議され、大学評議会で決定する。その後、評議員会の意見を聞き、理事会での承認

を経て、最終的に決定する。 

予算執行については、決定した予算に基づき、「北星学園経理規程」および「北星学園固定資産および物品調達

規程」に則り、相見積や起案決裁を経て、適切に処理される（資料 10(1)-9）（資料 10(1)-18）。 

予算未計上時の予算執行については、大学内の取扱いで金額基準での執行手続きを導入しており、申請書様式

を用いることにより、統一した処理として透明性を確保している。 

予算執行の承認手続きについては、監査でも確認の対象となっており、監査法人による会計監査、監事による監

査、内部監査を通じて、予算執行プロセスについての明確性及び透明性を確保している。 

 

予算執行に伴う効果を分析し検証する仕組みとしては、新規事業・特殊事業は申請書の提出を義務付けている。

申請書を提出した組織は、組織別・自己点検評価報告書において、取組状況を記載することになっており、自己点検

評価・内部質保証委員会は、報告を踏まえ、全学的観点から点検評価を行うこととしている。 

 

以上のとおり、予算編成及び予算執行を適切に行っている。 
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評価項目④ 法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営に必要な事務組

織を設けているか。また、その事務組織は適切に機能しているか。 

評価の視点 

１．大学運営に関わる適切な組織の構成と人員配置 

・ 職員の採用及び昇格に関する諸規程の整備とその適切な運用状況 

・ 業務内容の多様化、専門化に対応する職員体制の整備 

・ 教学運営その他の大学運営における教員と職員の連携関係（教職協働） 

・ 人事考課に基づく、職員の適正な業務評価と処遇改善 

法人及び大学の組織構成は、組織・構成図のとおりである（資料 10(1)-19）。 

 

職員の採用及び昇格については、法人マターではあるが、事務組織に関する方針として、『学校法人北星学園 事

務職員「目指すべき人物像」「人材育成の目標・方針」「採用時に求める人材像」』を策定し、「北星学園事務職員採

用選考委員会申し合せ事項」及び「北星学園事務職員配置換委員会申し合せ事項」等に従い適切に行っている（資

料 10(1)-20）。 

大学の事務職員数について、2025 年度の人員配置は、専任職員 91 名、特任職員 16 名、臨時職員 29 名であ

る（資料 10(1)-21）。 

 

大学事務局には、業務内容の多様化や専門化に対応し、大学設置基準に規定される「教育研究実施組織等」に足

るべく、以下の事務担当課を配置している。 

1．IR 内部質保証課、2．企画広報課、3．総務課、4．人事課、5．財務課、6．教育支援課、7．学生生活支援課、 

8．国際教育課、9．就職支援課、10．社会連携課、11．研究支援課、12．情報ｼｽﾃﾑ課、13．司書課、14．入試課 

それぞれの業務分掌は「学園事務組織、職務及び事務分掌規程」「大学規程」に明示されている（資料 2-2）（資

料 10(1)-22）。 

 

教職協働について、大学の最高意思決定機関である大学評議会の構成員は、教育職員 21 人、事務職員８人とな

っているほか、部局長会議、企画運営会議、教学政策会議、教学会議、自己点検評価・内部質保証委員会その他各

会議体においても当該課長等が委員として入っており、事務職員の多数が大学の運営管理に対する責務を教員と

協働して担っている（資料 10(1)-23）。 

また、本学では様々な案件を短期的に検討・対応する際、ワーキング・グループやタスクフォースを設置することが

慣例になっており、その構成員は教員だけでなく必ず事務職員も構成員に加わって検討・対応している。 

 

本学の全ての専任事務職員が「自己申告書」を毎年常務理事に提出し、その申告内容も加味したうえで学園事務

職員配置換委員会において配置換えを決定している。また、「自己申告書」において希望する職員は、事務局長、事

務局次長、大学事務部長のいずれかと面談できる機会を設けている。なお、直属の上司との面談については、後述

する人事考課制度の中で実施している。 

人事考課については、2024 年度に制度設計し、2025 年度から２年間の予定で試行実施を開始した。試行実施

にあたって、2025 年４月に説明会及び考課者・被考課者研修を実施したのち、各部署において７月に目標設定面

談を行い、12 月から 2026 年１月にかけて中間面談を実施した。当初は、2026 年度７月から第Ⅱ期の試行実施

を行い、2027 年度からの本格導入を予定していた。しかし、事務組織改編が 2027 年４月に先送りになったことか

ら、目標設定から評価までの一定期間の確保及びその後の検証期間を設けるために、第Ⅱ期の試行実施について
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は、2027 年４月から開始することとした。これに伴い、導入時期についても先送りし、2028 年度からの本格導入

を目指すこととした(資料 10(1)-24)。 

なお、引続き試行期間中は、人事考課制度の確立に向けた検討を進めるとともに、考課に基づく処遇への反映及

び一般職と管理職の中間に位置付ける職階の配置等についてもあわせて検討する。 

 

以上のとおり、法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営に必要な事務組織を

設けている。また、その事務組織は適切に機能している。 

ただし、以下の点については、課題がある。 

（１）人事考課に基づく、職員の適正な業務評価と処遇改善ついては、制度設計し、試行運用を進めている段階

にある。今後は、試行結果を検証し、人事考課制度の確立に向けた検討、人事考課結果の処遇への反映及

び職階制度の整備等の具体的な検討を進める必要がある。 

 

 

評価項目⑤ 大学運営を適切かつ効果的に行うために、事務職員及び教員の意欲及び資質の向上を図る

ための方策を講じているか。 

評価の視点 

１．大学運営に必要なスタッフ・ディベロップメント（SD）の組織的な実施 

学校法人北星学園では、「学校法人北星学園 事務職員（専任）の人事に関する基本方針」を策定している（資料

10(1)-25）。また、階層別研修を体系的に整理し、事務職員のスキル向上を目的に「自己研鑽補助制度」を整備し

た。この方針に基づいて業務・研修を展開していくことにより、業務内容の多様化や専門化に対応することでき、教

職協働が担える人材を育成している（資料 10(1)-26）。2025 年度は、自己研鑽制度の充実に着手した。一人当た

りが年間に利用できる補助金額を増額するとともに、国際学部及び情報科学部の設置を見据え、外国語能力及び

ICT スキルの向上を目指し、外国語検定試験の受検料及び ICT 関連検定試験の受検料補助を新たに制度の対象

として追加した（資料 10(1)-27）。 
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大学・短期大学部では、2023 年４月に「北星学園大学における SD の基本方針」を定め（同年 10 月に改訂）、こ

の方針に基づき、SD 活動を組織的に実施している（資料 10(1)-28）。 

SD の目的及び定義は、「大学として求める教職員像の育成と、人材育成の目標・方針を達成することを目的とし

て、本学を取り巻く環境の変化や高度化・複雑化する課題に対応していくことのできる教職員組織を構築するために

必要となる、研修の総称と定義します」と明示している。 

SD の実施方針として、「本学の SD は、①教育職員と事務用務職員を対象とした SD、②教育職員のみを対象と

した SD、という２つの対象が有機的な関りを持ちながら、FD・SD 委員会を中心として推進するものとする。なお、

事務用務職員のみを対象とした SD は、学園 SD 委員会及び学園課長事務長会議を中心として推進するので、別

途基本方針を定める。」と明示している。2025 年度は、教職員を対象とした SD に係るアンケートを実施し、その結

果を参考として SD を「トピック」×「対象」にすることで体系化を試みた。これまで「対象」は、「教育職員と事務用務

職員」と「教育職員」の２つの分類としていたが、「事務職員」を加え、３つに分類した。あわせて、「大学経営・ガバナン

ス」「学生支援」「研究活動支援」「ハラスメント防止」「メンタルヘルス」「その他」というトピックでマトリクスを作成し、

SD の実施状況を確認した。あわせて、基本方針についても層を追加したうえで「トピック」×「層」を取り入れた内容

に改訂した。 
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この方針に基づき、2025 年度年度は以下のとおり SD 活動を組織的に実施した。 

 

トピック 教育職員と事務職員 教育職員 事務職員 

大学経営・ 

ガバナンス 

・企画運営会議：新学部設置に係る

SD 

・企画運営会議：Besta レポート 

・企画運営会議：2024 年度運営総

括及び 2025 年度運営計画につ

いての SD 

・企画運営会議：ステークホルダーか

らのヒアリング 

・企画運営会議：予算編成、及び財政

に係る SD 

・企画運営会議：リブランディング・ワ

ークショップ 

・企画運営会議：リブランディング・プ

ロジェクト 

・基礎 SD 研修会①私立学校法改正

に係る解説 

・企画運営会議：新学部設置計画に

係る学内説明会 

－ － 

学生支援 
・学生相談センター等：北星学園大学

における多様性への取組み 
－ － 

研究活動支援 
・総合研究センター：公正な研究活動

推進のための研修会 

・総合研究センター：科研費申請の

最新動向 
－ 

ハラスメント防止 － － － 

メンタルヘルス － － － 
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その他 
・学園 SD 委員会：学園研修会：北星

学園平和宣言から 30 年 

・新任教員研修会：大学の中長期計

画・方針・現状の理解と人事労務・

教務事務の理解 

・局課長会議：大学 SD 研修会：私

大事務職員として必要な知識と

実践的な理論の修得 

・学園課長事務長研修会：管理職

として必要な知識と実践的な理

論の修得 

 

以上のとおり、大学運営を適切かつ効果的に行うために、事務職員及び教員の意欲及び資質の向上を図るため

の方策を講じている。 

 

 

評価項目⑥ 大学運営の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに

改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点 

１．適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

２．監査プロセスの適切性 

３．点検・評価結果に基づく改善・向上 

・ 前回の組織別・自己点検評価報告書に記載した行動計画に関する取組状況 

・ 新規事業または特殊事業の企画書に関する取組状況 

・ 全学・自己点検評価報告書において策定した行動計画に関する取組状況 

点検評価に基づく改善・向上の取組みは、以下のとおりである。 

 

（１）各組織の定期的な点検・評価 

各組織は、その所掌事項について点検評価を毎年度実施し、必要に応じて改善方策を策定のうえ、報告書を自己

点検評価・内部質保証委員会に提出している。 

例えば、部局長会議では、2022 年度には、意思決定機構について、「大学規程」に定められた学部長の職務につ

いて現状と照らし合わせた点検評価を行い、学部長の職務が過少に表現されていることについて修正を図っている。

また、委員会組織のスリム化を目的とする委員会組織の見直しにあたっては、現行の各種委員一覧や教員別会議の

出席回数などを踏まえ、会議に係る教員負担を明らかにしたうえで、構成員の類似した会議の統合などの検討を行

った。そのほか、「学長の選挙に関する規程」改正にあたっては、これまでの学長選挙の総括を行い、選挙手続きにお

ける諸課題を整理したうえで、課題を解消するための規程改正を行っている。2023 年度には、教学に関するスピ

ーディーな意思決定をはかるため、教学政策会議を設置した。 

広報委員会では、基本方針に基づく取組みにあたり、KPI の達成状況や取組みの進捗状況を確認し、その結果に

基づいて点検評価を実施している。また、大学ブランド・イメージ調査や入学者、在学生、卒業生調査などを踏まえて

目標設定及び点検評価をすることにより、適切な根拠に基づく定期的な点検評価を目指している。 

 

（２）全学の定期的な点検・評価 

本基準に関連して、以下のとおり、中長期計画で 2030 年 Milestone（中期目標）を掲げている。また、アクショ

ンプランに従い、運営計画・運営総括の作成を通じて年度ごとに点検評価を行い、改善・向上に向けた取組みを行っ

ている（資料 1-10）。2025 年度の取組状況は、2025 年度運営総括に記載のとおりである（資料 1-12）。 

⚫ 大学が目指す姿に必要な能力を身につけるための研修を、役職や経験に応じて組織的かつ体系的に実施で
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きるような体制を構築しつつ、学内の諸課題を構成員が理解し合うための SD を恒常的に実施する。 

⚫ 社会的な要請やそれを受けて検討される高等教育政策に対し、スピード感を持って主体的に取り組む意識と

対応する能力を持った教職員を養成する人事育成制度を確立する。 

⚫ ガバナンス・コードの遵守状況の点検を行い、適切な学校運営が行われているのかを評価し、その結果に基

づいてガバナンスを改善・向上させるサイクルを確立する。 

⚫ 社会的な要請やそれを受けて検討される高等教育政策に対し、スピード感を持って対応できる意思決定構造

を確立する。 

⚫ 働き方改革を念頭に、大学教員の特性を踏まえた人事制度を確立し、教員間の業務負担の平衡化を推進す

る。 

⚫ リスクマネジメント体制の点検・評価と改善を行うサイクルを確立し、多様化するリスクに対応できる運営体制

を構築する。 

⚫ カーボンニュートラルに関する全学的な方針を策定し、方針に基づいて取組みを実施する。 

⚫ 「広報の取組方針（広報委員会）」に掲げる「三つの方針」に基づき、「北星らしさ」を具現化した教育研究活動

を社会へ浸透させる。 

⚫ インナーブランディングを強化し、自学の魅力を構成員（役員・教職員・学生など）に浸透させる。 

 

2024 年度に、大学運営について全学的な観点からの点検評価を実施した結果、人事考課に基づく、事務職員の

適正な業務評価と処遇改善には至っていない状況がみられた。この課題への対応として、2024 年度の全学・自己

点検評価報告書において、大学事務局を中心とした行動計画を策定した。評価項目④に記載のとおり、2025 年度

は、人事考課制度の試行実施を開始し、制度運用に向けた具体的な取組みを進めた。また、試行実施を通じて、課

題や改善点について検証を行い、人事考課制度の本格導入に向けた検討を進めている。しかし、事務組織改編が

先送りとなったことから、当初予定していた第Ⅱ期の試行実施及び本格導入の時期については延期となった。2026

年度は、引続き人事考課制度の確立に向けた検討を進めるとともに、考課に基づく処遇への反映及び一般職と管理

職の中間に位置付ける職階の配置等についても、あわせて検討を進めていく必要がある。 

 

以上のとおり、大学運営の適切性について定期的に点検・評価を行っている。また、その結果をもとに改善・向上

に向けた取り組みを行っている。 

 

 

２．特色や強み、理念・目的の実現に向けた積極的な取組み等 

（１）中長期計画を学内に浸透させるための、SD 活動の取組み 

これらの取組みは、ミッション・ステートメントに基づく中長期計画の実現に向けて、すべての教職員が同じ認識・

理解に立ち、学校・部局の枠を越えて一体となって推進していくことに寄与するものである。 
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３．課題、改善のための行動計画 

【 継 続 】 

課 題 １ 

人事考課に基づく、職員の適正な業務評価と処遇改善ついては、制度設計し、試行運用を進めて

いる段階にある。今後は、試行結果を検証し、人事考課制度の確立に向けた検討、人事考課結果

の処遇への反映及び職階制度の整備等の具体的な検討を進める必要がある。 

行  動 計 画 

（１）大学事務局 

＜2024 年度＞ 

① 人事考課の検討 

＜2025～2027 年度＞ 

① 試行実施 

＜2028 年度＞ 

① 本格導入 

 

（２）自己点検評価・内部質保証委員会 

＜2024～2027 年度＞ 

① 組織別・自己点検評価報告書を踏まえ、全学的な観点から点検評価を行う。 

 

 

４．根拠資料 

（１）学外公開資料（大学公式ウェブサイトや学科サイト等でウェブ公開された資料等） 

資料 10(1)-10 理事会役員名簿 

資料 10(1)-19 組織・構成図 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 10(1)-26 学校法人北星学園 事務職員 階層別・研修図 

 

（２）学内公開資料（教職員ホームページや n☆star 等で学内共有された資料等） 

資料 10(1)-1  2025.6.4「2024 年度運営総括及び 2025 年度運営計画についての SD」 

資料 10(1)-2  2025.4.2「2025 年度 新任教員 事務取扱当説明会 SD」 

資料 10(1)-3  学長の選挙に関する規程 

資料 10(1)-4  学長、副学長等の任期に関する規程 

資料 10(1)-5  副学長、学部長等の選任に関する規程 

資料 10(1)-6  教学会議規程 

資料 10(1)-7  教学政策会議規程 

資料 10(1)-8  北星学園就業規則 

資料 10(1)-9  北星学園経理規程 

資料 10(1)-11 北星学園安全衛生管理規程 

資料 10(1)-12 北星学園大学安全衛生委員会規程 

資料 10(1)-13 安全衛生委員会主催講演会「なぜ大学で喫煙対策が必要なのか」 

資料 10(1)-14 敷地内全面禁煙に向けた取組みについて 

資料 10(1)-15 安全衛生委員会主催講演会「AED の使い方を含む救命講習」 

資料 10(1)-16 安全衛生委員会主催講演会「長時間のパソコン作業による健康リスクとその予防策」 

資料 10(1)-18 北星学園固定資産および物品調達規程 

資料 10(1)-20 学校法人北星学園 事務職員「目指すべき人物像」「人材育成の目標・方針」「採用時に求める人材像」 
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資料 10(1)-21 2025 年度 人事配置（2025.4.1 現在） 

資料 10(1)-22 学園事務組織、職務及び事務分掌規程 

資料 10(1)-23 各種委員構成表 

資料 10(1)-25 学校法人北星学園 事務職員（専任）の人事に関する基本方針 

資料 10(1)-27 事務職員の自己研鑽費助成に関する取扱要領 

資料 10(1)-28 北星学園大学における SD の基本方針 

 

（３）その他の資料（印刷物、学科 Moodle、会議資料、閲覧制限のあるウェブ公開資料等） 

資料 10(1)-17 「広報担当組織のあり方も含め、発信力強化の検討について」（広報委員会） 

資料 10(1)-24 「人事考課第Ⅱ期の取扱い変更等について」（大学事務局） 
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基準 10 大学運営・財務 第２節 財務 

１．現状分析 

評価項目① 教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策定しているか。 

評価の視点 

１．大学の将来を見据えた中・長期の計画等に則した中・長期の財政計画の策定 

２．当該大学の財務関係比率に関する指標又は目標の設定 

本学では教育研究を持続的に発展させるために、中長期財政計画(2022 年～2030 年)を策定し、2030 年度

の達成目標として「経常収支差額比率５％以上」を掲げている（資料 10（2）-1）。目標の根拠は、経常収支差額比率

が５％以上であれば、基本金組入前当年度収支差額と当年度収支差額の収入超過を確保できるとともに、内部留

保を拡大できるという考えに基づいている。また、5％の黒字幅については、教育研究の継続と発展のために必要な

適度な収入超過の割合と考えており、学校法人として過度な余力をもった財政運営とならないよう配慮している。 

また、中長期財政計画については毎年度見直しを行っている。現在は、リブランディング(短期大学部の学生募集

停止及び新学部設置)による教育研究の発展と学生数の回復を、財政改善の重要な方策としており、2025 年度に

は、リブランディング計画を含む財政計画へと更新している。 

 

そのほか、財務に関する客観的な指標として、日本私立学校振興・共済事業団発行の「今日の私学財政（大学・短

期大学編）」及び「定量的な経営判断指標に基づく経営状態の区分」を参照しており、本学園としては、「A3」が適切

なポジションと捉えている。 

 

出典：日本私立学校振興・共済事業団 2023（令和５）年３月改訂版「私立学校運営の手引き」 
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以上のとおり、教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策定している。 

 

 

評価項目② 教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を確立しているか。 

評価の視点 

１．大学の理念・目的及びそれに基づく将来を見据えた計画等を実現するために必要な財務基盤（又は予算

配分） 

２．教育研究水準を維持し、向上させていくための安定的な財務基盤を確保するための仕組み 

３．外部資金（文部科学省科学研究費補助金、寄附金、受託研究費、共同研究費等）の獲得状況、資産運用

等 

2024 年度末における法人全体の貸借対照表は、総資産 30,055,973 千円に対し、総負債 5,884,682 千円、

純資産 24,171,291 千円である。総資産のうち金融資産は 14,457,958 千円であるが、特定資産として、退職給

与引当金の 52.1％にあたる 807,000 千円と減価償却引当金累計額の 68.6％にあたる 8,578,000 千円を保

有している。その結果、積立率(運用資産÷要積立額)は 100.1％となっている。2024 年度末時点では、金融資産

は単年の学園運営費の２年分相当を保有しており、財政状態に特段の問題はないといえる。 

しかし、2024 年度決算は、2023 年度に引続き、特殊要因がない中で経常収支差額が 230,178 千円の支出

超過(大学･短期大学部は 141,325 千円の支出超過)、基本金組入前当年度収支差額も 153,382 千円の支出超

過(大学･短期大学部は 168,146 千円の支出超過)となった。経常収支は、前年度の 58,179 千円の支出超過(大

学･短期大学部は 26,395 千円の支出超過)から赤字幅が拡がっており、不安定な経営状態となっている。これは、

経営判断指標(日本私立学校振興・共済事業団)において、経営困難の予備的段階に位置づけられる「B0」にあたり、

経営悪化が進んでいる。 

一方で、現在は短期大学部の学生募集停止及び新学部設置によるリブランディングの過渡期であり、その影響に

より、一時的に収支バランスが悪化している側面もある。評価項目①に記載したとおり、2025 年度に策定したリブ

ランディング計画を含む財政計画においては、学生数の回復と収入基盤の強化により、経常収支の改善を見込んで

いる。 

今後、18 歳人口の減少が進み、経営環境が厳しい時代にあっても教育研究を発展させ、永続性を確保すること

が必要である。学生確保を前提に、教学政策と予算配分のバランスがとれた経営が求められる（資料 10（2）-2）。 

 

教育研究水準を維持し、向上させていくための安定的な財務基盤を確保するための仕組みについては、学生生

徒等納付金 (学生数)の減少により、資金繰りが悪化しており、内部留保の一部を活用しながら運営を行っている状

況である。この厳しい状況のなかでも、研究費や教材費等の教育研究に係る予算額を維持している。また、当初予

算編成時には、教育研究の発展に資する新規事業を募集し、教育研究活動が後退しないように配慮している。 

 

外部資金については、2025（令和７）年度の獲得状況について、私立大学等経常費補助金は、348,049 千円

（一般補助 335,096 千円 、特別補助 12,953 千円）であった。科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金、

科学研究費補助金）は、本学管理課題数は 50 件であり、そのうち間接経費実受給額は 11,156,449 円（2024 年

度繰越分含）であった。間接経費は日本学術振興会使途ルールと本学使用方針に基づき、研究倫理教育啓発活動

費用、科研費獲得支援活動費用、研究成果公開費用（北星論集）、教員情報システム保守及びカスタマイズ費用、科

研費管理システム導入費用、他研究棟関連共用備品・消耗品費用として適切に使用した。省庁以外の民間助成団

体等の本学管理件数は１件であった。同様に助成団体使途ルールに基づき適切に管理した（資料 10（2）-3）。 
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寄付金は、税制優遇措置を最大限に活用し、特定公益法人に対する寄付金制度、受配者指定寄付金制度のほか、

札幌市ふるさと納税制度に参画し、広報している。2023 年度には、大学公式ウェブサイト上に税控除額をシミュレ

ーションできる機能を追加し、積極的に PR している。また、寄付者に対する返礼品の充実や、遺贈による寄付の募

集など、寄付者の満足度と訴求力を向上させる取組みを進めており、大学・短期大学部に対する寄付金である「北

星サポーターズ寄付金」による 2025 年度の寄付金総額は、1,976,253 円であった（資料 10（2）-4）。 

そのほか、2027 年４月に新設予定である情報科学部の設置に向けては、文部科学省の「大学・高専成長分野転

換支援基金助成金」を活用しており、2025 年度は 17,487 千円を獲得した。本助成金を活用し、情報科学部にお

ける教育研究環境の整備及びデジタル人材育成に向けた準備を進めている（資料 3-21）。 

 

資産運用は、学園全体の資金を法人において一括して管理し、債券による資産運用を行っている。低金利の環境

下で、2017 年度より外貨建債券を投資対象にするなど、収益確保に取組んでいる（資料 10（2）-5）。また、2024

年度は、アセットオーナー・プリンシプルの受入れを表明し、資産運用のますますの充実を図った(資料 10（2）-6)。

さらに、収入の多様化のひとつとして、2024 年度から、施設の有料貸出を開始した。国家試験や民間資格試験に

貸出したほか、これまで無料としていた学会での校舎使用を有料化した。2025 年度は、前年度からの継続のほか、

新規での貸出が増加しており、貴重な収益機会として規模を拡大していく。2025 年度は資産運用による受入利

息・配当金として、258,341 千円を確保しており、経常収入の 3.6％を占める重要な収入源となっている。 

 

以上のとおり、教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を確立している。 

ただし、以下の点については、課題がある。 

（１）財政健全化に向けた取組みについては、リブランディング計画を踏まえた財政計画を策定した段階にある。

今後は、教育研究活動の維持・向上と財政基盤の安定化の両立を図るため、収入の拡大と支出の適正化を

進めていく必要がある。 

 

 

評価項目③ 財務の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改

善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点 

１．適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

２．点検・評価結果に基づく改善・向上 

・ 前回の組織別・自己点検評価報告書に記載した行動計画に関する取組状況 

・ 新規事業または特殊事業の企画書に関する取組状況 

・ 全学・自己点検評価報告書において策定した行動計画に関する取組状況 

点検評価に基づく改善・向上の取組みは、以下のとおりである。 

 

（１）各組織の定期的な点検・評価 

各組織は、その所掌事項について点検評価を毎年度実施し、必要に応じて改善方策を策定のうえ、報告書を自己

点検評価・内部質保証委員会に提出している。 

例えば、企画運営会議では、毎年度の運営総括を行うほか、過去 10 カ年の財務に関する数値を取り上げる「学

園の財務・財政状況について」を継続して作成し、財務分析を通して点検評価している。学園全体の財務状況が

年々悪化しているが、そのことを教職員一人ひとりが理解し、自分事として改善に取組むことが重要である。大学で
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は財政状況や予算に係る SD を全教職員対象に行った。 

 

（２）全学の定期的な点検・評価 

本基準に関連して、以下のとおり、中長期計画で 2030 年 Milestone（中期目標）を掲げている。また、アクショ

ンプランに従い、運営計画・運営総括の作成を通じて年度ごとに点検評価を行い、改善・向上に向けた取組みを行っ

ている（資料 1-10）。2025 年度の取組状況は、2025 年度運営総括に記載のとおりである（資料 1-12）。 

⚫ 大学評議会（2021.7.14）で確認した 2030 年度の財政目標を達成する。 

⚫ 2030 年度から教育研究の発展に資する特定資産の積立てを開始する。 

⚫ 教育研究の発展を目的とした更なる資金を生み出すために収入の多様化・拡大に向けた取組みを推進する。 

⚫ 収入拡大と支出削減で生み出す資金を、教育研究の発展にかかる取組みに配分できるよう仕組みを確立

する。 

 

2024 年度に、大学運営について全学的な観点からの点検評価を実施した結果、「中長期財政計画」を策定し、

財政健全化に向けた取組みを行っており、現時点では運営に支障はないものの、収支悪化により財政基盤の脆弱化

が進んでいる状況がみられた。この課題への対応として、2024 年度の全学・自己点検評価報告書において、企画

運営会議（財務課）を中心とした行動計画を策定した。評価項目②に記載のとおり、2025 年度は、リブランディング

計画を踏まえた財政計画への見直しを行うとともに、資産運用の充実を図ることや、収入源の多様化に向けた取組

みを進めた。しかし、経常収支差額及び基本金組入前当年度収支差額は引続き支出超過となっている。2026 年度

は、資産運用の充実や収入源の多様化に向けた取組みを継続するとともに、財政計画に基づき、本学の永続的な発

展に向けて、学生生徒等納付金の収入の確保、支出の適正化及び経費削減を進めていく必要がある。 

 

以上のとおり、財務の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に

向けた取り組みを行っている。 

 

 

２．特色や強み、理念・目的の実現に向けた積極的な取組み等 

なし 
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３．課題、改善のための行動計画 

【 継 続 】 

課 題 １ 

財政健全化に向けた取組みについては、リブランディング計画を踏まえた財政計画を策定した段

階にある。今後は、教育研究活動の維持・向上と財政基盤の安定化の両立を図るため、収入の拡

大と支出の適正化を進めていく必要がある。 

行  動 計 画 

（１）企画運営会議（財務課） 

＜2024 年度＞ 

① 大学における財政再建(財政運営目標達成)に向けた財政計画の検討 

＜2025～2030 年度＞ 

  ① 大学における財政計画に基づく取組みの推進・検証 

 

（２）自己点検評価・内部質保証委員会 

＜2024～2030 年度＞ 

① 組織別・自己点検評価報告書を踏まえ、全学的な観点から点検評価を行う。 

 

 

４．根拠資料 

（１）学外公開資料（大学公式ウェブサイトや学科サイト等でウェブ公開された資料等） 

資料 10（2）-2 2025 年度事業報告書  

資料 10（2）-3 科研費等外部資金による研究 | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 10（2）-4 ご寄付について | 北星学園大学・北星学園大学短期大学部 

資料 10（2）-5  資産運用の状況について 

資料 10（2）-6 アセットオーナー・プリンシプルの受入れについて 

 

 

（２）学内公開資料（教職員ホームページや n☆star 等で学内共有された資料等） 

資料 10（2）-1  中長期財政計画 

 

（３）その他の資料（印刷物、学科 Moodle、会議資料、閲覧制限のあるウェブ公開資料等） 

なし 
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